
第2章

マレーシア連邦憲法[解説と翻訳]

角翠説:鳥 居 高

翻 訳:竹 下 秀 邦

マ レー シアは衆知 の通 り、 マ レー半島部11州 お よび ボルネ オ島のサバ、 サラ ワク2州

の計13州 か らな る連 邦制国 家であ る。 したが って マ レー シアで 「憲法 」 とい った場 合、

連邦憲法な らびに各州個 別の憲法 典が存在 す る。本章で 扱 うの は現 行の連邦 憲法 であ る。

現行連邦 憲法は、1957年8月 の独 立時に発効 したマ ラヤ連邦 憲法(Constitution

ofFederationofMalaya,い わ ゆ るムルデ カ[独 立]憲 法)を 基礎 としなが らも、章末 に付

した 「憲法 改正法 リス ト」が示 す ように これまで数多 くの改正 がなされ、今 日の ような 内

容 に到 った 。 「頻繁 な憲 法改正」 その こと 自体 がマ レー シア憲法 の特徴 とさえい うこ とが

で きる。

マ ラヤ連邦 憲法の特徴 は、以下 の4点 にま とめ ることがで きる。

①伝統的 なスルタ ン制 度 を基礎 とす る国王(YangdiPertuanAgung)を 最高元首 と

す る立 憲君 主制度 を導入 した。 しか も、 その国王は スルタ ン相互 の選挙(実 質的

には信任投 票)に よ って選 出され、輪番制 に よって就 任す るこ と。

②イス ラームを連邦 の国教 と定 めた こと。

③ マ レー 人に特 別 な地 位 を保証 し、そ の保護 者 と して の役割 をスル タ ンお よび 国王

に賦与 した こと。

④ マ レー語 を国語 と位 置づ けた こと。

これ らはいわば、 マ レー シア(マ ラヤ)連 邦にお ける 「マ レー的 要素」 と位置 づけ るこ

とがで きよ う。

今 日まで の改正 を見 ると、 マラヤ連邦 憲法の これ らマ レー的要素 を残 したまま3段 階 に

わ たって、付加 的 な要 素が加 わって現行憲法 の形 に到 った と考 え られ る。

まず第1に 、1963年9月16日 にそれ まで半 島部11州 のみで構成 され ていたマ ラ

ヤ連邦(FederationofMalaya)に サバ、サ ラ ワクさ らに シンガポールが加入 す るこ とに

よって、連 邦国家 として マ レーシア(Malaysia)が 形成 され、新 し く参加 す る州 のた め に
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なされ た必 要な修 正で あ る。 この修 正が 「マ レー シア法(MalaysiaAct1963)」 と呼 ばれ

る ものであ る。その後、1965年8月9日 に シンガポールが マ レー シア連 邦か ら分 離 ・

独 立 した際 に、 この分離 独立 に ともな う再修正 が加 え られてい る。

これ ら一連 の修 正は、 連邦 を構成 す る州 の変化に伴 って行われ たもので、 マラヤ独 立憲

法 の基 本的 な枠組 み を変 更す るものではな かった。

第2は 、1969年5月13日 の種族 暴動(い わゆ る5.13事 件)後 に行 われた197

1年 の改正 に ともな う変化 であ る。暴動発 生後 、非常事態 が宣 言が され、憲法 な らび に国

会 はその機 能 を停止 され た。国会 は1971年2月 に再開 され、連邦憲 法の第10条 の改

正 が施 され た。

この改正 に伴 い、 市民権(連 邦憲法第3部)、 国語 と してのマ レー語 の地 位(同:第1

52条)、 マ レー人 の特 別 な地位(同:第153条)、 スル タ ンの地位(同:181条)

が国会 の場 を含む公 開の場 での議論が禁止 され るこ とに なった。

この措置は、種族暴 動後 の事態 を収拾 し、その後 の政 治 ・経済 システ ムをの方 向性 を確

立 するために設け られた国家運営 評議会(NationalOperationCouncil)で 決定 され たも

のであ る。つ ま り1971年 の連 邦憲法改正 は このNOC体 制 を正 当化 する過程 と言 え る。

この71年 改正 によって、本来 であれば争点 とな るべ きマ レー シア政 治の諸 問題 を議会

制 民主 主義の下での政治 運営 の枠組 みか らは取 り除 いた政 治シ ステ ムが構 築 され た。

第3は 、 マハ テ ィール 時代 に行 われた改正 であ る。改正 の内容は大 き く2つ に分かれ る。

1つ は、1988年 の改 正 によって行 政権が 司法権 よ りも優 位 にたつ ことに なった。

2つ め は1983年 か ら1984年 、 お よび1990年 か ら1994年 にかけて展 開され

たスル タン制度 の再編成 に関す る憲法 改正であ る。 この改正 に よって、前述 した イスラー

ムの長、 マ レー人の保護 者 と して のスルタ ンの地位 には変化 はみ られ なかった ものの、立

法 過程 におけ る国王 ・スルタ ンの権限 の明確化 に加 え、 スル タ ンに対 す る免 責特 権 な どが

廃 止 され た。
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マレーシア連邦憲 法は、1972年8月 に1971年3月 までの改 正内容(ActA30お よ

びActA31ま で)を 含ん だ連 邦憲法が アジア経済研 究所 ・動向分析部 よ り 『所 内資料 』の

形 で刊行 され てい る。 しか しなが ら、上 述 したよ うにその後、数 多 くの重要 な改 正がな さ

れ たこ とを鑑み 、当時71年 憲法 を翻訳 した竹下秀 邦氏(当 時ア ジア経 済研究所研究 員、

現 ・常葉 学園浜松大 学教授)に 全 面的 な改 訳 をお願 い し、 ここに掲載 す るに到 った。

底本 はマ レー シア政府発行FederalCostitution(asofAug.1.1994)で あ るが、 その後.

1995年6月 に付 則8条 に関す る改正 が行われて い るた めに、 それ についてはInter-

nationalLawBookServices社 か ら刊行 されて いるマ レー語版 のテ キス トPerlembagaan

Persekutuan(FederalCostitution)を 参 考に して、 その改正 内容 も加 えた。 したが って、

本翻訳 は1996年6月30日 までの改正 内容 を含 んでい る。

[凡 例 】

文 中で使用 され る()は 連邦憲法 の原 文 にあ るもの。 〈 〉は翻 訳者 が

原文 で使 用 され た語句 な どを参 考の ため挿 入す るために使用 した もので あ る。
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マ レー シ ア連 邦 憲 法

第1部

諸州、宗教および連邦の法

〔連邦 の名称、諸州お よび領域〕

第1条(1)本 連邦はマ レー語お よび英語でマ レー シア と呼ぶ。

(2)本 連邦の諸州は次の通 り 一

(a)ジ ョホール、 クダー、クラ ンタ ン、マラ ヅカ、ヌグ リ ・ス ンビラ ン、パハ

ン、ペナ ン、ペ ラ、 プル リス、サバ、サラ ワク、 スラ ンゴール、お よび トレ

ンガ ヌとす る。

(3)本 条の(2)に のべた諸州のおのおのの領 域は、(4)を 条件 としてマ レーシア ・

デー直前に包含 されていた領域 であ る。

(4)1973年 憲法改正(第2号)法 に よ り設置されたクアラル ンプル連邦 区(Fe-

deralTerritory)を スラ ンゴール州の領 域か ら除外 し、 また1984年 憲法改正

(第2号)法 によ り設置 されたラブア ン連邦 区はサバ州 の領域 か ら除外 する。

これ ら両連 邦区は、連邦 の領域 とす る。

〔連邦への新領域 の編入 〕

第2条 国会は法律 によ り 一

(a)他 州の連邦への編入 を認 め る;

(b)い かな る州の境界 を も変更す ることがで きる;

ただ し州境 を変更す る法律 は当該州(州 議会の作 る法の表明 するもの)お よ

び統 治者会議 の同意な しには可決 されない。

〔連邦の宗教 〕

第3条(1)イ スラム教 は本連邦の宗教 である;た だ し他の諸宗教 も連邦 内のいかな る地

域にかかわ らず平和 と調和 のうちに行 なうこ とがで きる。

(2)統 治者 を持 たない州以外 のすべて の州 にお いて、統 治者の地位は当該州憲法

が認め、宣 言するか ぎりにお いて、 同州 にお けるイスラム教 の長であ る。また

同教 の長 として統治者が その憲法 にも とづ き享有す るすべての権利 、特権、大

権な どは、 これ を動か し、損な うことがで きない。 しか し統 治者会議 において、

統治者 たちが本連邦 に対 し一括付託す ることに同意 した行事 、祭式、儀式 につ

いては、各統治者 はイス ラム教の長 と しての権能 において、最 高元首 にこれ を

代 わって司 どる権能 を与 える。
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(3)マ ラ ッカ州、ペナ ン州 の憲法には、同州におけ るイス ラム教 の地位 を最 高元

首 に付 託す るとの規定 をつ くる。

(4)本 条 の規 定はいずれも本 憲法の他 の いかな る規定 によ っても損 なわれ ない。

(5)本 憲法のいかな る規定 にも関わ らず、最高元首はクア ラル ンプル、お よびラ

ブアンの連邦区におけ るイスラム教 の長 とす る。国会 は この 目的のため、イ ス

ラ ム教 の宗務 を定め、かつイスラム教 に関す る諸 事項 につ き最 高元首 に助言 す

る評議会 を設置す るための規定 を法律 によ り制定 する。

〔連邦 の最高法 〕

第4条(1)本 憲法は連邦最高の法 であ る。また ムルデカ ・デー 〈1957年8月31日 〉以後

制 定され、かつ本憲法 に矛盾 す るよ うな法律 は、 いか な るもの も、その矛盾の

か ぎ りにおいて無効 とす る。

(2)い かな る法律の有効性 も次 の理 由では疑 問に付 され ない 一

(a)第9条(2)に 述べ られた権利 に制 限を科 すが、そ こに述べ られた事項 には

関係 しない こと。

(b)第10条(2)に 述べ られ るよ うな制 限を課 すが、 これ らの制限は、国会 が第

10条 に述べ られた 目的 には、必要 でも適切 でもないと見 なすこと。

(3)国 会 あ るいは州議会が制定 したいかなる法律 も、国会 あるいは場合に よって

は州議会 が、 自己に立法権の ない事項 につ いて規定 を制定 する という理 由によ

っては、 その有効性 に疑 問を付 され ない。ただ し同法が 同上の理 由で無効 であ

ると宣 言す る訴訟 において、 あ るいは次の場合 において は例外 とす る 一

(a)同 法律 が国会制定 の法律 であ る場合 の、連邦 と一州 あるいはそれ以上の州

との間の訴訟;

(b)同 法律 がいずれか一州 の州議会 が制定 した法律で あ る場合 の、連邦 と当該

州 との間の訴訟 。

(4)本 条 の(3)に 述べ た理 由の故 にあ る法律 を無効 と宣言 する訴訟(同 項の(a),

(b)に 関わ らない訴訟)は 、連邦裁判所 の許可 な しには、開始 されないもの とす

る。また連 邦は このようない かなる訴訟に対 して も、 当事者 となる資格があ り、

また(3)の(a)、(b)と 同様の 目的で起 こされた訴訟 に対 する当事者にな るよ うな

いかな る州 も同様 であ る。

第2部

基本的自由
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〔人間の 自由〕

第5条(1)何 人 も法律 に よらざれば生命、人 間の 自由を奪 われ ない。

(2)不 法監禁の提訴が高等裁判所 あ るいはその判事 に対 してなされ る場合 、同裁

判所は これを調査す る。 もし同監禁 の合法性 が認 め られ ない場 合、同裁判所 は

当人の出廷 を命 じ、 これを釈放 す る。

(3)何 人 も逮捕 され る場合 は、で きるだけすみやか に、 その逮捕理 由を知 らされ

ねばな らず、 また 自己の選ぶ弁護士 に相談 し、かつ その 弁護 を受け ることを認

め られねばな らない。

(4)何 人も逮捕 され、釈放 され ない場合 は、不 当に遅滞す るこ とな く、 またいず

れに しても24時 間以内に(護 送 に必要 な時 間を除 く)裁 判官 の前 に立たされね

ばな らず、かつ同裁 判官 の許可 な しに これ以上拘禁 され ないもの とする。

ただ し、本項 は、居住制限 に関 する現行法 にもとつ く逮捕 も しくは拘留 され

た者 には適用 されない。また本項の すべて の規定は ムルデカ ・デー以降、本条

の枢要部分 を構成 す ると見 なすべ きもの とする。 また、本条 を移民 に関わ る法

規 によ り逮捕 も し くは拘 留され た市民以外 の者 に適用す る場合 は、 「不合理な

遅 滞な しに … 。(必 要な移動の期間 を除 き)」 を、 「14日以内に」 として

読 むもの とす る。

またさ らに、 イスラム法廷<Syariahcourt>で 裁かれ るべ き罪科 にもとつ く

逮捕 の場合、本条 にお ける地方裁判事<magistrate>へ の言及 は、イスラム法

廷 の判事へ の言及 を含む もの と解釈 する。

(5)本 条 の(3)と(4)は 敵性外国人 には適用 されない。

〔奴隷制 および強制労働 の禁止〕

第6条(1)何 人 も奴隷的拘束 を受 けない。

(2)あ らゆ る形 の強制労働 を禁止 する。ただ し国会は法律 に よ り国家 目的のため

の義務的奉仕 を規定 することがで きる。

(3)裁 判所が科 した拘留判決の服役に付随す る労働 は本条 の意 味におけ る強制労

働 とは解 され ない。

(4)い ずれかの成文法 によ り、い ずれかの公共機 関の機能 の全体 もしくは一部が、

他 の公共機関 によ り遂行 され る場合 、当該機 関の遂行 を可能 にす るため前者機

関の雇用者 くemployee>は 後 者機 関で勤務 す るもの とす る。 この後者機関 にお

け る勤務 は、本条 の意味 におけ る強制労働 とは見 なされ ない。 またかかる雇用

者 は、前者後者のいずれの機 関に対 しても雇用の移転 を理 由にする特権 を請求

する資格 をもたないもの とす る。
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〔刑法の不遡及 ・一事不再理〕

第7条(1)何 人 も、行 ないあ るいは犯 した時点で法律 では罰せ られなかった行為あ るい

は怠慢 を理 由に しては、罰 せ られない。

(2)ひ とつの犯罪についてすでに無罪あ るいは有罪 の判 決を うけたものは、再度

同 じ犯罪を理 由には裁 かれない。ただ し有罪あ るいは無罪の判決が、 よ り上級

の裁判所 に よ り破棄 され、再審 が命 ぜ られた場合 は例外 とする。

〔平等〕

第8条(1)何 人 も法の前には平等 であ り、法の平等 な保護 を受 け る資格 を有 する。

(2)本 憲法がは っき り認めた場合 を除 き、いかな る法律 においても、 あるい は公

共のいかな る役職へ の任 免にあ って も、あ るいはまた財 産の取得、保有、処分、

あ るいはいかな る取 引、 事業 、専門職、職業 、雇 用の設立、 実施等 に関す るい

かな る法律 の執行 においても、単な る宗教、 人種、家 系あるいは出生地の理 由

に よる差別 はないもの とする。

(3)い かな る州統治者 の州民 も、その州民であ ることを理 由には優遇は され ない。

(4)い かな る公共当局 も、本 連邦内におけ る同局 の管轄外 の地域 に、何人かが住

み、事業 を行な ってい るとい う理由では、同人に不利 な差別 を行わ ない。

(5)本 条は次の ことを無効 に し、あ るいは禁止す るものではない 一

(a)私 法 を定 め るいかな る規定;

(b)特 定宗教の業務 、あ るいは特 定宗教 を奉ず るグル ープの経営す る機 関の業

務に関わ る役職 を、その宗教 を奉ず る人々に限定 す るためのいか なる規定あ

るいは慣習。

(c)マ レー半島原住 民<Aboriginalpeoples>の 保護 、福祉 、進歩(土 地 の留

保 を含む)、 あ るいは原 住民<aborigines>に 対す る公務部 門の適切な ポス

トの合理的割合の留保、な どのいか なる規定;

(d)選 挙資格 と して、あ るいはあ る州、 またはその州 のあ る地 域のみを管轄 す

る公共 当局への任 命資格 と して、あ るいは選挙での投 票資格 として、その州

またはその州のあ る地域での居住 を定め るいかな る規定;

(e)州 憲法の規定 に して、 ムルデ カ ・デー直前に実施 されていたもの、あ るい

はそれ に相 当するもの;

(f)マ レー連 隊<MalayRegi皿ent>の 募集 をマ レー人に限定 す るいかなる規定。

〔追放 の禁止お よび移動の 自由〕

第9条(1)い か な る市民 も本連邦 よ り追放 あ るいは排斥されない もの とする。

(2)本 条 の(3)を 条件 として、 あ るいは本連邦 またはそのいずれかの地域の治安、

32



公共秩序 、公衆衛 生、あ るいは犯罪 人の懲罰 に関連 するいずれかの法律 を条件

として、 市民はすべて連邦内を 自由に移動 し、またそのいずれの地域 に も居住

す る権利 を有す る。

(3)本 憲法においてマラヤ諸州 と比較 し、 その他 いずれか の州 が特別 な地位 にあ

るか ぎ り、(2)が 移 動 ・居住 に関 して定 めた権利 について は、 これを当該州 と他

州 との間のもの として、国会 は法 によ り制限 を課 すことがで きる。

〔言論 ・集会 および結社 の 自由〕

第10条(1)本 条 の(2》、(3)お よび(4)を 条件 と して

(a)あ らゆ る市民は言論 ・表現 の 自由に対 す る権利 を有 する。

(b)す べての市民は平和 的にかつ武器 をもたずに集合す る権利 を有 する。

(c)す べ ての市民は結社 の権利 を有 する。

(2)国 会 は法律 に よ り次 のもの を課 すこ とがで きる 一

(a)(1)の(a)に 述べ られた権利 に対 して、国会が次の場合 に必要かつ適切 とみ

なすような諸制 限:す なわ ち本連邦あ るいはそのいずれかの地域の治安、他

国 との友好 関係、公共秩序、道徳 などのため、および国会 あ るいは州議会 の

特権 を守 るための諸制 限あるいは法廷侮辱、中傷あ るいは犯罪の扇動等にそ

なえた諸制 限な どのため;

(b)(1)の(b)に 述べ られた権利 に対 して、本連邦あ るいはそのいずれかの地域

の治 安または公共秩序 のため に、国会が必要あ るいは適切 とみなす諸制 限;

(c)(1)の(c)に 述べ られ た権利 に対 して、本連邦あ るいはそのいずれかの地域

の治 安、公共秩序 あるいは道徳のために、国会 が必要 あ るいは適切 と見 なす

諸制限 。

(3)(1)の(c)に 述 べ られた結社の権利 について、労働 あ るいは教育に関係 す るい

かな る法律 によっても、制限 を課す ことがで きる。

(4)(2)の(a)に も とづ き、連邦あ るいはそのいずれかの地 域の治安あ るいは公共

秩序 を守 るため制限 を課 すにあた り、国会 は、本 憲法の第3部 、あるいは、第

152条 、第153条 あ るいは第181条 の規定によ り確 立され、 あ るいは保護 され た、

いずれか の事項、権利、身分、地位 、特権 、宗主権、あ るいは大権等 について、

法律 に指定 され るそれ らの履行 に関す る以外 の面で疑問 を呈 す ることを禁ず る

法律 を議決 するこ とがで きる。

〔宗教 の 自由〕

第11条(1)何 人 も自 らの宗教の信仰を告 白し、行 な う権利 を有 し、 また(4)に もとづ き

これを広め る権利 を有す る。
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(2)何 人 もその信ず る宗教以外 の宗教の 目的の ために、全 体的に しろ部分的に し

ろ、特別に使途の決め られた税 金の支払 を強要 されない。

(3)あ らゆる宗教団体は次の権 利 を有 す る 一

(a)そ れ 自身の宗教業務 を運営 するこ と;

(b)宗 教的 または慈善的 目的のための機関を設立 ・運 営す ること;お よび

(c)法 律に もとづ き、財産を保持かつ管理す ること。

(4)州 法、お よびクア ラル ンプル とラブアンの連邦区に関す る場 合の連邦法 は、

イスラム教 を信仰 す る人々に対 するい かなる宗教 の教 義、信仰 の伝播 をも管理

も しくは規制 す ることがで きる。

(5)本 条は公共秩序 、公衆衛 生、道徳 に 関係す るいかな る一般法 に反 する行為 を

も認め るものではない。

〔教育 に関す る権利 〕

第12条(1)第8条 の一般原則 を侵 害す ることな しに、次の場合 において 、ただ単 に宗教、

人種、家系、あ るいは出生地 を理由に、いかな る市民 に対 して も差別 は行わな

い もの とす る 一

(a)公 共当局 の維持 す るいか な る教 育機 関の運営、 と くに生徒 ・学生の入学あ

るいは授業料 の支 払い等の場合 において;あ るいは

(b)い かな る教育機 関(公 共 当局 の経営す る、 しないを問わ ず、 また連邦の内

外 を問わ ず)に おいてもその生徒 あ るいは学生の維持 ・教育等 のため公共当

局 の資金 か ら財政援助 をす る場合 。

(2)あ らゆ る宗教 グル ープは、 自己の宗教にも とづ き子弟 を教育 する機関を設立

・維持す る権利 を有す る。か か る機 関に関係 す るいか なる法 にお いて も、 また

かか る法 の運営 において も宗教 だけを理 由にする差別は行 なわ ない。 しか し、

連邦や州がイスラム教 の諸機 関を設 立 ・維持 し、 も しくは設立 ・維持 を支援 す

ること、あ るいはイスラム教教 育を供 与も しくは供与支援 し、かつその 目的に

必要な費用 を負担 す ることは、合法 とす る。

(3)何 人も 自己の宗教以外 の宗教 の儀 式あ るいは礼拝行為 の教育 をうけ るよう、

あ るいはこれ らに参加 す るよう強要 されない。

(4)本 条(3)の 目的 のため、18歳 以下 の ものの宗教はその両親あ るいは後見人が

定め る。

〔財産権 〕

第13条(1)何 人 も法律 によ らざれば財 産を奪 われない。

(2)い かな る法律 も、十分な補 償 をともなわない財産の強制的収用 ・使用は、 こ

34



れを規 定 しない もの とす る。

第3部

市民権

第1章 市民権の取得

〔法運 用によ る市民権 〕

第14条(1)第3部 の諸規定 を条件 として、以下 の者 は法運用 による市民であ る。 すなわ

ち;

(a)マ レーシア ・デー〈1963年8月31日 〉以前 に出生 し、第2付 則の第1部 に

含 まれ る規定 に よる連邦 の市民;お よび

(b)マ レーシア ・デー当 日あ るいはそれ以降 に出生 し、第2付 則の第2部 に明

記 され る資格 のいずれか をもつ もの。

(c)(廃 止)

(2)(廃 止)

(3)(廃 止)

〔登録 による市民権(市 民 の妻子)〕

第15条(1)第18条 を条件 として、夫が市民であ る既婚女性 は、も しその結婚 が1962年

10月 の始 めにおいて存続 し、かつその時点 において夫 が市民 であれば、あ るい

はまた 当該 人が次 の点で連邦政府 を納 得 させれば、連 邦政府 に申請 す るこ とに

よ り市民 として登録 され る資格 を有 してい る 一

(a)同 人が 申請 日までの2年 間継続 して連邦内に居住 していたこ と、か つその

後 も永久 にそうする意志であ ること;お よび

(b)同 人が善良 なる性格<ofgoodcharacter>の 持 主であ るこ と。

(2)第18条 を条件 として、連邦政 府は21歳 以下の何 人について も、 その両親の う

ち少な くとも一方が市民であれば(あ るいはその死亡時に市民であ ったな らば)、

その親 あるいは後見人に よる連 邦政府 への申請にも とづき、 これ を市民 と して

登録 させ るこ とがで きる。

(3)第18条 を条件 として、1962年10月 始 め以前 に出生 した21歳 以下の もので、そ

の父が市民で あ り(あ るいはその死 亡時 に市民 であった)、 しか も剛0月 始め

におい ても市民であ った(も しその当時 生存中で あれば)も のは、その親あ る

いは後見人 による連邦政府への申請 にも とづき市民 と して登録 され る資格を有
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す る。ただ しこれは同人が通 常は連 邦内に居住 し、かつ善良 な る性格 の持主で

あ ることを連邦政府 が納得 した場合 にか ぎられる。

(4)本 条 の(1)の 目的につ き、サバ州 とサラワク州 に含 まれ る地域 にお けるマ レ

ーシア ・デー以前の居住 は、連邦 内居住 として扱われ る。

(5)本 条 の(1)で 言 う既婚女性 とは、連 邦内においてムルデカ ・デー以前に施 行

されていた関係法 を含 む、施 行 中の いかなる成分法に も依拠 し、 あるいはサバ

州 とサ ラワク州 に含 まれ る地域 にお いてマレー シア ・デー以前 に施 行 されてい

たいかなる成分法 にも依拠 して、登録 され た結婚 に係 わ る女性 のことを言 う。

ただ し本項 は同女性 が1965年9月 始 め以前、あ るいは最高元首 の命令に よ り

定 め られたそれ以降 の特定 日以前 において市民登録の 申請 を行 ない、 その 当日

においてサバ 州 とサ ラワク州 における通常 の居住者であ るような場合は適用さ

れない。

(6)(廃 止)

〔子供 の登録 に係 わ る特別 な権限〕

第15A条 第18条 を条件 として、連邦政府は、適切 と思われ る特別 の状況下 において、21歳

以 下の何人 をも、市民 として登録 するこ とがで きる。

〔登録 に よる市民権(ム ル デカ ・デ ー以前 の連邦 にお ける出生者)〕

第16条 第18条 を条件 として、 ムルデカ ・デー以前 に連邦で 出生 した18歳 あ るいはそれ以

上の何人も、次 の点で連邦政府 を納得 させれ ば、同政府 に 申請を することによ り

市民 として登録 され る資格 を有 して いる 一

(a)同 申請 日直前 まで の7年 間に、 少な くとも合計5年 に亘 る期間連邦内に居

住 してい ること;

(b)永 久に連邦 内に居住 する意志の あ るこ と;

(c)善 良な性格 の持主で あるこ と;お よび

(d)マ レー語 の初歩的知識<anele皿entary㎞owledge>を 有 してい るこ と。

〔登録 によ る市民権(マ レーシア ・デー当 日にお けるサバ州、サラ ワク州の居住者)〕

第16A条 、第18条 を条件 として、 マ レーシア ・デ ー当日にサバ州も し くはサ ラワク州 に通常

居住 している18歳 あ るいはそれ以上の ものは、次の点で連 邦政府 の納得 を得 れば、

1971年9月 以前 に連邦政府へ 申請 するこ とによ り、いずれ も市民 として登録 され

る資格 を有 す る 一

(a)(市 民権取得 のための)申 請 日当 日までの過去10年 間に合計7年 を下 らず、

かつ申請 日当日まで の過去12カ 月 を含む期間、マ レーシア ・デー以 前にお い
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ては これ らの諸州 に含 まれ る地域において、 またマ レー シア ・デー以降にお

いて は連邦 において居住 してい ること;

(b)連 邦 内に永久に居住 する意志のあ ること;

(c)善 良な性格 の持 主であ ること;お よび

(d)市 民権取得 申請が1965年9月 以前に行 われ る場合 、お よび 申請者が申請 日

に45歳 に達 して いる場合を除 き、 申請者はマ レー語 あ るいは英語 の十分な知

識<asufficient㎞owledge>を 有す ること、 また申請者がサラ ワク内で現

在使用 され るいずれかの土着 言語<anynativelanguage>の 十分な知識 を有

すること。

第17条(廃 止)

〔登録 に関す る一般規定〕

第18条(1)何 人 も18歳 あるいはそれ以上 の場合 、第1付 則 に定 め られ た宣誓 を行 なうま

では、本憲法下 に市民 として登録 されない。

(2)何 人 も、本憲法下 に市民権 を放棄 し、あ るいは剥奪 された場合、 あるいは

1948年 マラヤ連邦協定下にムル デカ ・デー以 前に連邦市民権 を放棄 し、あ るい

は剥奪 された場合は、連邦政府 の承認 な くしては、本憲法下 に市民 と して登録

され ない。

(3)本 憲法下 に市民 として登録 されたものは、その登録 日以降、登録 による市民

であ るもの とする。

(4)(廃 止)

〔帰化 による市民権〕

第19条(1)下 記(9)を 条件 と して、下記 の条件が満 たされれば、連邦政 府は、非市民 た

る21歳 あ るいはそれ以上 の何人 の行な う申請 に対 して も、当該人に帰化 証を交

付す ることがで きる 一

(a)(i)必 要 とされ る期 間、すで に連邦 に居住 してい ること、かつ同証が交付

されれば永久に居住 する意志のあ ること;

(ii)(廃 止)

(b)善 良な性 格の持主であるこ と、お よび

(c)マ レー語 の十分な知識<anadequateknowledge>を 有す ること。

(2)(9)を 条件 として、下記の条件が満たされれば、連邦政府 は、非市民 たる21

歳あ るいは それ以 上の何人の行な う申請に対 しても適切 と思わ れる特別の状況

において、 当該人に帰化証 を交付す ることがで きる 一
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(a)必 要 とされる期 間すで に連邦 内に居住 し、かつ同証 が交付 されれば永久 に

連邦 に居住 する意志のあ るこ と;

(b)善 良 な性格の持主であ るこ と、 および

(c)マ レー語 の十分 な知識 を有 す ること。

(3)帰 化証交付 に必要 とされ る連邦 内あ るいは その関連地域内 にお ける居住期間

とは、 同証の 申請 日までの過去12年 間中合計10年 を下 らず、かつ 申請 日当日ま

での過去12カ 月 を含む期間であ る。

(4)本 条 の(1)、 お よび(2)の 目的 につ きサバ州 とサ ラワク州 に含 まれ る地域 にお

けるマ レー シア ・デ ー以前の居住は、連邦 内居住 として扱われ る;ま た(2)の 目

的につ き、マ レー シア ・デー以前 のシ ンガポール におけ る居住、あ るいは連邦

政府の承認が あれば マ レー シア ・デー以後の シンガポールにお ける居住は連邦

内居住 と して扱われ る。

(5)帰 化証 を交付 され たものは 同証交付 日以降、帰化に よる市民であ るもの とす

る。

(6)(廃 止)

(7)(廃 止)

(8)(廃 止)

(9)何 人 も、第1付 則 に定め られ た宣誓 を行 なうまで、帰化証 を交付 されない。

第19A条

第20条

第21条

(廃止)

(廃止)

(廃止)

〔領域 編入による市 民権〕

第22条 いずれか の新 しい領域 がマ レー シア ・デー以後第2条 に従 って連邦に編入され る

場合 、国会 は法律 によ り、何人が 同領域 の併合 による市民であ るべ きか、お よび

当該人が何 日よ り市民 であるべ きかを決 めるこ とがで きる。

第2章 市民権の停止

〔市民権 の放棄〕

第23条(1)21歳 あ るいはそれ以上 に して健全 な精神<ofsound皿ind>を 有 し、かつ現

在他 国民かあ るいは他 国民 となろう とするものは何人 も、連邦政府 に登録 され
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る宣言 によ りその連邦市民権 を放棄 す るこ とがで き、かつ直 ちに市民 た るこ と

を停止 する。

(2)連 邦 が何 らかの戦争 に関与 して い る間、本条 にもとつ く宣 言は連邦政府 の承

認 な しには登録 されない。

(3)本 条 は既婚 の2ユ歳以下 の女性 に対 しても、21歳 あるいはそれ以上 のものに対

す ると同様、適用 され る。

〔外国市民権取得 に伴 う市民権の剥奪〕

第24条(1)い か なる市 民も、登録、帰化 あるいはその他 の自発的かつ正式の行為(結 婚

以外)に よって連邦以外の国の市民権 を獲得 したことが連邦政府に明 らか とな

った場合、同政府は命令 によ り当該人の市民権 を剥奪す ることがで きる。

(2)・ いか なる市民 も、連邦外のいずれかの国の法律のも とに得 られ、かつ同国市

民 にのみ与 え られ る何 らかの権利 を自発的 に主張 しかつ行使 した ことにつ き連

邦政府が納得 す る場合、 同政府は命令 によ り当該人の市民権 を剥奪す ることが

で きる。

(3)(廃 止)

(3A)本 条 の(2)の 一般法則 を侵害す ることな く、かつ(3)の 適用 を容れた上 で、連

邦以外の地域 にお ける政治選挙で投票権 を行使す ることは当該地域 の法律 の下

に得 られ る権利 自発的主張 ・行 使 とみな され る;(2)の 諸 目的のため、また上記

の如 く(3)の 適用 を容れた上で、最高元首が本項の 目的 のために命 令によ り定め

た日以降、 一

(a)連 邦外の地域の 当局に対 して旅 券の発行 ・延 長等 の申請を行 な うもの;

または

(b)か か る当局が旅行証 として発行す る旅券を使 用す るもの、

は 当該地域の法律に よ り得 られ、 かつ当該地市民 にのみ与 え られ る権利 を自発

的 に主張 し、行使す るもの とみなす。

(4)も し第15条 の(1)に もとつ く登録 に よる市民た る女性が、非市民 との結婚に

よ り連邦以外 のいずれかの国の市民権 を取得 した ことが連邦政府に明 らか とな

った場合、同政府は命令に よ り同女性 の市民権 を剥奪 す るこ とがで きる。

〔第16A条 または第17条 にもとつ く登録 あ るいは帰化 によ る市民権 の剥奪〕

第25条(1)連 邦政府は下記の点で納得 すれば、 第16A条 あ るいは第17条 にもとつ く登録

による市民、 あるいは帰化 によ る市民のいずれについて もそ の市民権 を命令に

よ り剥奪 ことがで きる 一

(a)連 邦に対 し不忠あ るいは離反 した<disloyalordisaffected>行 為あ る
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いは言論 を した こ と;

(b)連 邦が現在あ るいは過去において 関与 したいかな る戦争の期間中において

も敵 と不法 に通商あ るいは連絡 を行な うこと、あ るいは当該戦争中、敵を援

助す ることを自 ら知 ってい るような事業に従事あ るいは関係 す ること;あ る

いは

(c)市 民権登録 日あるいは同証交付 日か ら5年 以内に、いかな る国においても

5年 を下 らない期間の拘留あ るいは5000マ レーシア ・リンギ ットあ るいは当

該国通貨の相 当額 を下 らない罰金 をうけ、かつその罰に関 して無条件赦 免を

うけ なか ったこと。

(1A)連 邦政府 の承認 な しに、第16A条 あ るいは第17条 に もとつ く登録に よる市民、

あるいは帰化 による市民が、連邦外の いずれかの国の政府、あ るいはその政治

機 関、 あるい はかか る政府の代理機 関等 において、忠誠の誓言、証言あ るいは

宣言 を必要 とする事務、地位 あ るいは雇用等の義務 を受け入れ、あ るいは これ

に奉仕 し、あ るいは これ を遂行 した ということが、連邦政府に とって明 らかな

場合は、 同政府は命令に よ り当該人の市民権 を剥奪す ることがで きる。

ただ し、何 人も1962年10月 始め以前 において市民であ りなが ら為 したこ とを

理 由に、本項 のも とに市民権 を剥奪 され ることはない。

(2)第16A条 あ るいは第17条 の もとつ くいかな る登録に よる市民、あ るいはいか

な る帰化 によ る市民 も、5年 間継続 して通常連邦外のいずれかの国に居住 し、

かつその期間 一

(a)い ずれ の時において も連邦政府 あるいは連邦政府がその一員 となってい る

国際機関 に奉仕 しなか った こ と、 あ るいは

(b)連 邦 の領事 に対 し毎年その市民権保持の意 向を通達 しなか った こと;

な どが連邦政府 に明 らか になった場合、 同政府は命令 によ り当該人の市民権

を剥奪 する ことができる。

ただ し本項 は、1977年1月 始 め以前 にお けるいずれの英連邦国おけ る居住期

間にも適用 されない。

(3)(廃 止)

〔登録 ・帰化 によ る市民権 の剥奪 に対 す るその他の規定〕

第26条(1)登 録 、あ るいは帰化 によるいかな る市民 も、その登録あ るいは帰化証 が 一

(a)不 正手 段、虚 偽の意 思表示 あ るいは何 らかの具体的事実の隠蔽によ って

られたものであ ること;あ るいは

(b)間 違って作成 され、 あ るいは交付 され たもので あること、

が明 らか とな った場合、連邦政府 は命令 によ り、 当該人の市民権 を剥奪す る
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ことがで きる。

(2)第15条 の(1)に もとつ く登録 によ る市民 た る女性 に して、そ の市民権登録 の

もととな った結婚が、死亡以外 の理 由で結 婚 日後2年 以 内に解消 した こ とが明

白とな った場合、連邦政府は命 令によ り同人の市 民権 を剥奪 するこ とがで きる。

(3)(廃 止)

(4)(廃 止)

〔市民権喪失者の子供の市民権の剥 奪〕

第26A条 第24条(1)あ るいは第26条(1)の(a)の も とに、何人 かが市民権 を放棄 しあるいは

剥奪された場合 、連邦政府 は当該 人の子 に して本憲法 に したが って市民 と して登

録 され、 しか も当該人の子、あるいは当該 人の妻 または夫の子 として登録された

21歳 以下の何 人の市民権 を も命令 によ り剥奪 す るこ とがで きる。

〔市民権喪失に関す る一般規定〕

第26B条(1)何 人も市民権の放 棄あるいは剥奪 によって、市民であ ることを停 止す る以

前に行 ない、あ るいは犯 したこ との責任か らは免れない。

(2)何 人 も市民であ ることを続 ければ公共 の利益 に資 さない と連邦政府 が納得 し

ないか ぎ り、 当該人は第25条 、第26条 あるいは第26A条 に よ り、市民権 を剥 奪さ

れない;何 人 も、市民権i剥奪 の結果 いかなる国の市民で もな くな ることが連邦

政 府に とって明 らかであれば、第25条 、第26条 の(b)、 あ るいは第26A条 のも と

に市民権 を剥 奪されない。

〔剥奪の手続 き〕

第27条(1)連 邦政 府は、第24条 、第25条 あ るいは第26条 にもとつ く命 令を行 な う前 に、

当該命 令を出され るものに対 し、 同命令の 出され る理 由、お よび当該 人が本件

を本条 にも とつ く査 問委員会 に照会 する権利、 とを当該人に書 面で通知 する。

(2)か か る通知 を与え られたものが、上記の ご とく当該件の照会 を申請 す る場合、

連邦政 府は この 目的のために自 らが任命 する委員長1名(司 法経験 を有 するも

の)お よびその他2名 の委員か らなる査問委員会 に本件 を照会 す る。また連邦

政 府はその他 いかな る件 につ いて も同様の照会をす ることがで きる。

て3)か か る照会 の場合 、委員会 は連邦政府が指定す るよ うな方法 で査 問を行 ない、

その報 告書を同政府 に提出する;ま た連邦政府は命令を出すか どうか の決定 を

下す際に本報 告書を考慮 する。

〔法運用によ る市民 に対す る第2章 の適用〕
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第28条(1)本 章 の上記諸規定 の諸 目的の ため 一

(a)ム ル デカ ・デー以前 にお いて連邦市民 となったもの、 すなわち、1948年 マ

ラヤ連邦協定 あるいはいずれかの州の何 らかの規定 の もとに、市民 としての

登録 によ り、あ るいはいずれかの州統治者の州民 としての登録の結果、あ る

いは市民権 証の交付 によって、連邦市民 とな った もの は、何人 も登録に よる

市民 として、また当該人が連邦 内で 出生 しなか った場合は第17条 にもとつ く

登録 によ る市民 として、それぞれ扱われ る。

(b)ム ル デカ ・デー以前において連邦市民 とな った女性、すなわち、連 邦市民

あるいは州統治者 の州民 と結婚 した女性 の登録 を認め る1948年 マ ラヤ連 邦協

定、 あ るいはいずれかの州の法律の何 らかの規定に も とづ き、市民 としての

登録 によ り、あ るいはいずれかの州統治者の州民 としての登録の結果連 邦市

民 となった女性は、第15条(1)に もとつ く登録に よる市民 として扱われ る。

(c)ム ル デカ ・デー以前において、1948年 マラヤ連邦協定の もとに連邦市民 と

して帰化 したもの、 あるいはいずれかの州の法律 の もとに州統 治者の州民 と

なったものは、何 人も((2)を 条件 と して)帰 化 によ る市民 と して扱わ れ る。

また本章の第27条 以前の諸規定 におけ る市民 の登録あ るいは帰化 について の諸

言及 も、 同様 に解釈 され るもの とす る。

(2)連 邦 内に出生 したものは何人 も、本条に よ り、第25条 にも とつ く市民権 の剥

奪を蒙 らないもの とする。

(3)ム ル デカ ・デー以前 に連邦市民であ った ことに よ り、同 日において法運用に

よ る市民 となったものは、同 日あ るいはそれ以 前に為 したいずれかの行為 を理

由に して、第24条(1)あ るいは(2)の もとに市民権 を剥 奪されないもの とす る。

ただ しかか るものの場合、第25条(2)は 、ムルデカ ・デー以前に始ま る外 国で

の居住期 間および同 日あるいはそれ以降に始 まるかか る期間について等 しく適

用 され る。

〔マ レーシア ・デーに市民 となった ものの市民権 の剥 奪〕

第28A条(1)(」 廃止)

(2)第24条 、 第25条 、 第26条 お よび第26A条 の諸 目的のため、マ レーシア ・デー

以前 においてイギ リスお よび諸植民地の市民の身分を持 ってい るこ との結果、

マ レー シア ・デーにおいて法運用に よる市民 とな った ものは 一

(a)登 録 に よ りその身分 を得たのであれば登録に よる市民;お よび

(b)帰 化 に よ り、 あ るいは その結果 としてその身分を得たのであれば帰化 に

よる市民;

として扱われ るもの とする;ま た第24条 、第25条 、第26条 お よび第26A条 等 にお
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ける市民の登録あ るいは帰化に関す る諸言及 も同様 に解釈 され るもの とす る。

(3)い ずれかの女性が本条 の もとに登録 による市民 として扱 われ、かつ またか よ

うに扱われ る原因 とな る身分が結 婚に よって得 られたもので あ る場合 、第24条

の(4)お よび第26条 の(2)の 目的のため、同人は第15条 の(1)に も とつ く登 録によ

る市民 として扱われ るもの とす る。

(4)マ レーシア ・デー以前に出生 した ものが、サバ州 も しくはサ ラワク州 との

何 らかの関係 か ら、本条の もとに登録 に よる市民 として扱わ れ、 しかも同人が

サバ州 とサラ ワク州に含 まれ るいずれの地域において も出生 したもので ない場

合、当該人に対 しては、あたかも第16A条 あ るいは第17条 にも とつ く登録 による

市民であ るかの如 く、第25条 が適用 され る。

(5)何 人かが本条 のも とづ き帰化 によ る市民 として扱われ る場合、 も し当該 人が

サバ州 とサラ ワク州に含 まれ るいずれかの地域 において、マ レー シア ・デ ー以

前に出生 し、 しかも これ らの地域 におけ る帰化 によ り、あ るいは帰化の結果 と

して得 た身分 のゆえに、かよ うに扱 われ る場合 は、第25条 に よ り市民権 を剥奪

されない。

(6)何 人かがマ レーシア ・デー以前 において保持 していた何 らかの身分のゆ えに、

同日において法運 用によ る市民 となったものの、 同人が同 日以前に行な ったこ

とのために、 関係法規 によ り連邦市民 たる身分の剥奪 を免れない ものであ った

場合、 上記諸項 を侵 害す ることな しに、連邦政府は命令によ り、当該人の市民

権iを剥 奪す ることがで きる;た だ しこの場合 その目的のための手続 きは1965年

9月 以 前に始 め られ てい るもの とする;し か し第26A条(2)、 お よび本条 の(7)を

条件 とした上 での第27条 は、本項 にも とつ く命令 に適用され る。 これは これ ら

2条 が第25条 にも とつ く命令 に適用 され るの と同様であ る。

(7)何 人かの人が本条(6)に も とづ き市民権の剥奪 を蒙 り、 かつ また当該人がそ

の市民権 を獲得 した原 因 となる身分 を剥奪 するための手続 きがマ レーシア ・デ

ー以前 に始め られ ていた場合、 それ らの手続 きは本項 にも とつ く市民権剥 奪の

手続 きとして扱わ れ るもの とし、かつ またこう したもの として継続 され るもの

とす る。 しか しこれ らの手続 きはマ レーシア ・デー以前におけ る身分 に関す る

法律 に従 って継続 され るもの とし、 これ に関 する連邦政府 の諸機能 は同政府が

定め ることので きる関係州 の当局 に付託 され る。

第3章 補足

〔英連邦市民権〕

第29条(1)連 邦の英 連邦内におけ る地位 に従 い、連邦市民は何 人も、 その連邦市民 であ
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るがゆ えに、他の英連邦諸国の市民 と共通の身分 を享受 する。

(2)い かな る現行法 も、国会 が他 に規 定 しな いか ぎ り、英連邦市民ではない とこ

ろのアイル ラン ド共和国の市 民に関 して も英連邦市民 と同様 適用 され る。

〔市民権証〕

第30条(1)連 邦政府は、何人かの市民権 申請に関 して、事実上、法律上 を問わず疑 いの

存 する場合で も、 当該人が市 民であ ると証明す ることがで きる。

(2)本 条の(1)の もとに発行された証明書は、不正手段 、虚偽の意志表示、ある

いは何 らかの具体的事実の隠 蔽によって得 られたものであ ることが証 明され な

いか ぎ り、それにかかわ る当該人が同証明書に記された 日において市 民であっ

た ことを証明す るものであ るが、また同人がそれ以前 の 日において市 民であっ

た とい ういかな る証拠を も侵 害す るものではない。

(3)何 人かの人が連邦市民 として出生 したか どうか を決定 する目的のため、 同

人が他の国の市民 として出生 したか どうか とい う問題 は、連邦政府 によ り決定

され る。か くして連邦政府 のこれに関す る証明書 は(不 正手段 、虚偽 の意志表

示あ るいは具体的事実の隠蔽 に よって得 られた と証明され ないか ぎり)最 終的

な もの とす る。

(4)(廃 止)

第30A条(廃 止)

第30B条(廃 止)

〔第2付 則の適用〕

第31条 国会が他に規定 しないか ぎ り、第2付 則の第3部 に含 まれ る補足 的諸規定は、 こ

の第3部 の諸 目的のため、効力を もつ。

第4部

連 邦

第1章 最高元首

〔最高元首とその配偶者〕
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第32条(1)Yangdi-PertuanAgongと 呼ばれ る最 高元首 を置 く。 同元首 は連邦 内の何

人よ りも上位 に位 し、かつまた、第15部 よ り設立され る特別法廷 を除 き、 いか

な る訴迫 も受 けない。

(2)最 高元首 の配偶者<Consort>(RajaPermaisuriAgo㎎ 皇后 と呼ばれ る)

は、最高元首 に次 ぎ、連 邦の何 人よ りも上位 に位 する。

(3)最 高元首 は5年 を任期 に統治 者会議 によって選 出され る。 しか し統治者会議

に宛 てた本 人の 自筆の書状 によ り、何 時でも辞任 することがで き、あ るいは統

治者会議 によ り解任 され るもの とする。また統治者であ ることを停止す る と同

時に、元首 の職務 を停止 する。

、(4)最 高元首 の選出 ・罷免には第3付 則 の第1部 お よび第3部 が適用 され る。

〔連邦の副元首〕

第33条(1)副 連邦元首(TimbalanYangdi-PertuanAgongと 呼ばれ る)を 置 く。副元

首は最高元首 のいかな る空位期 間、お よび最高元首が病気、連邦内不在、 その

他何 らかの理 由で、その職務 を遂行 しえないいかなる期間 について も、最高元

首の職務 を代 行 し、その特権 を保持 す る。ただ し、副連邦元首は、連邦元首の

執務不能期 間も しくは15日 以 内 と期待 され る不在期間については、副元首 自ら

がそれを必 要も しくは当を得 たもの<expedient>で あ ると同意す る場 合 を除 き、

かかる機能 を行使 しないもの とする。.

(2)副 元首は統 治者会議に より5年 を任期 に、 あるいは最高元首の在任中 に選出

され る場合 は最高元首の残 りの任期 をもって、選 出され る。 しか し統 治者会議

に宛でた 自筆の書状によ りいか な る時 でも辞任 することがで きる。 また統治者

であ ることを停 止す ると同時 に副元首 の職務 を停止す る。

(3)副 元首の任期 中に、最高元首 の座が空位 となる場合、前者の任期は後者の空

位状態が止 む とともに満了す る。

(4)副 元首の選出には第3付 則第2部 の諸規定 が適用 され る。

(5)最 高元首 の諸機能 は(1)に も とづ き、 副元首 によ り代行され るが、後 者の空

位、病 気、 連邦内不在、 あ るいはその他 の理 由によ り、 これが代行 されない場

合は、国会 は法律 に よ り別の統 治者 を して 代行 さるよう規定す ることがで きる。

ただ しかか る法律 は統治者会議 の同意 な しには議決 されない。

〔最高元首、有罪 の場合 職務停 止〕

第33A条(1)最 高元 首は、第15部 にも とづ き設 置され る特別法廷 において何 らかの法律

によ り罪科 を科せ られ る場合、 最高元 首 としての機能 の行使 を停止す る。

(2)最 高元首が本条(1)に もとづ き最高 元首 としての機能 を停止 す る期 間は、本
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憲法第32条(3)に 規定す る連邦元首の任期の一部 と見な され る。

〔最高元首の執務 不能、その他 〕

第34条(1)最 高元首は イスラム教 の長 としての諸機能 を除けば、 自己の州の統治者 とし

ての諸機能 を遂行 しない。

(2)最 高元首は いかな る有 給の職 にも就 かない。

(3)最 高元首はいかな る商企業 にも積極 的に関わ らない。

(4)最 高元首は、 自己の州の憲法 あ るいはいずれかの州法の諸規定に もとづ き州

統治者 として 同人に支払われ、 または帰属 す るいかな る種類 のいかな る給与 を

も受け とらない。

(5)最 高元首 は他国への国賓訪 問の場合 を除 き、統治者会議 の同意な しには15日

以上連邦を不在にす ることがで きない。

(6)上 記(2)、(3)は 皇后 には適用 され ない。'

(7)副 元首、あ るいは法律 によ り任ぜ られた何 人かが、 最高元首の機能 を15日 以

上の期 間にわた って代行 す る場合、(1)～(5)の 諸規定 がその期 間につき、最高

元首に対す ると同様 、当該 人に適用 され る。

(8)本 条 の(1)は 何 ら、最高元首 が 自己に付与 された下 記の権 限を 自己の州の統

治者 として単独 で、 あるいは他の いずれ かの権威 と協力 して、行使 することを

妨げ るものではない 一

(a)州 憲法 を改正す る;ま たは

(b)摂 政 あ るいは場合 によ り摂政府 の一員が死 亡 し、 あ るいは何 らかの理 由

でそれぞれの任務 を果 た しえな くなった場合、代わ りの摂政 あるいは摂政府

の一員を任 命す る。

〔最高元首 とその配偶者 の王室費、お よび副元首の報酬〕

第35条(1)国 会 は法律 によ り最高元首の王室費 を定め る。 この王室 費は皇后 に支払われ

る年金 についての規定 を含む。 またその支払 いは統合基金 に既定 されたもの と

し、最高元首 の在位 中には削減 され ない。

(2)国 会 は、 副元首 の報酬 、あるいは最 高元首 の機能 を代行 す るよう法律 に より

任ぜ られたものに対す る、 その代行期 間について の報酬 に関 して法律 によ り定

め る。 また本項に従 ってその規定が作 られ るところの報酬 は統合基金 に既定さ

れ るもの とす る。

〔国璽 〕

第36条 最高元首 は連邦 の国璽<PublicSea1>を 保持 し、使用 す る。

46



〔最高元首の就任宣誓〕

第37条(ユ)最 高元首は自己の職務を遂行する前に、統治者会議の前、および連邦裁判所

首席裁判官(首 席裁判官不在の場合は同裁次席上級裁判官)の 面前で、第4付

則第1部 にある就任宣誓を行ない、これに署名するものとする。また同宣誓は、

この目的のため統治者会議が任命 した2名 のものの立会で行なわれる。

(2)副 元首は、統治者会議を召集する目的で行使する場合以外の機能を行使する

前に、統治者会議の前、および連邦裁判所首席裁判官(首 席裁判官不在の場合

は同裁次席上級判事)の 面前で、第4付 則第2部 にある就任宣誓を行ない、か

つこれに署名する。

(3)英 語に翻訳された上記2つ の誓言は、第4付 則第3部 に記載する。

(4)第33条(5)に もとづき制定される法律には、いずれも(必 要な修正を加えた

上で)本 条(2)に 相当する規定を設ける。

第2章 統治者会議

〔統治者会議)

第38条(1)統 治者会議(MajlisRaja-Raja<ConferenceofRulers>)を 置 く。 この

会議 は第5付 則 に従 って構成 され る。

(2)統 治者会議 は次の機能 を遂行 す る 一

(a)第3付 則 め諸規 定に従 う最 高元 首および副元首 の選出、

(b)宗 教的行 事、儀 式あ るいは式典 な どの連邦全体への拡大 に関す る賛否の表

明、

(c)法 律 に対 す る同意あ るいは同意 の保 留。 また本憲法に もとづ き統 治者会議

の同意 を必要 とし、 または同会議 との協議 によ りまたは協議後 に行なわれ る

べ き任命 について助 言を与 え るこ と、

(d)本 憲法第182条(1)に もとつ く特別裁判所 の委員<members>の 任命、

(e)本 憲法第42条(12)に もとつ く特赦 ・刑罰 の執 行延期 ・猶 予の下賜 、 も しく

は判決の差 し戻 し ・一時延期 ・減刑、

また国家的政策(た とえば移民政策 な どの変更)の 諸問題 お よびその他同会議

が適切 と思 う何 事についても討議 す るこ とがで きる。

(3)こ の会議 が国家的諸事につ き討議 す る際は、最高元首は首相 の、 またその他

の統治者お よび知 事<Yangdi-PertuaYangdi-PertuaNegeri>は 各 々の州首

相<Menteri-MenteriBesar、 あ るいはChiefMinisters>の 、陪席 を得 るもの

とする;か か る討議 は、 内閣 の助言 に従 う最高元首、および各州政府 内閣 く
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executivecouncil>の 助言に従 うその他の統治者お よび知事 な どの遂行す る機

能のひ とつ とする。

(4)統 治者の特権、地位、爵位 、あ るいは位 階 に直接影響 を及ぼ す法律は、いず

れ も統 治者会議の 同意な しには可決 されない。

(5)統 治者会議 は、第153条 に もとつ く行政活動に影響 を及ぼ すよう何 らかの政

策 変更が行 われる前 には、協議 をうけ る。

(6)統 治者会議 の委員は、下記の諸機 能 に関す るいかな る議事 についても 自己の

自由判断によ り行動 することがで きる 一

(a)最 高元 首の選 出ある りは解任、あ るいは副元首の選 出、

(b)任 命 に関する助 言、

(c)州 境 を変更 し、 あるいは統治者の特権、地位、爵位 あるいは位階に影響

す るいかな る法律 にも同意あ るいは 同意の保留 をす ること、 あるいは

(d)宗 教 的行 事、儀式あ るいは式典な どの連邦全体への拡大 に対す る賛 否表

明、

(e)本 憲法第182条(1)に もとつ く特別裁判所委員<me皿bers>の 任命、

(f)本 憲法第42条(12)に もとつ く特赦 ・刑罰の執 行延期 ・猶予の下賜 、も しく

は判 決の差 し戻 し ・一時延期 ・減刑。

(7)宗 教 的行 事、儀式 あるいは式典な どの連邦全体への拡大 に関 し賛否を行 な う

とい う、統 治者会議 の機能は、サバ州 あるいはサ ラワク州へ は及 ばない もの と

す る。 したが ってこれ らの州は第3条(2)お よび本条 にお け る連邦全体への言及

か らは除外 されたもの として とり扱 う。

第3章 行政府

〔連邦の行政権〕

第39条 連邦の行政権 は最高元首 に付与 され 、かつ連邦法、 あ るいは第2付 則の諸規

定に従い、 最高元 首あるいは 内閣あるいは内閣の任 ずるいずれ かの閣僚に よっ

て行使 され るもの とする。 しか し国会 は法律 によ り行政機能 を他 のもの に与え

ることがで きる。

〔助言 にもとつ く最高元首の行 動〕

第40条(1)最 高元首は、本憲法あ るいは連邦法にも とつ く機能 を遂行 す るに際 し、本憲

法 によって別 に規 定 され る場合 を除 き、内閣 あ るいは内閣の一般 的権限の もと

に行動 する一大臣の助言に従 って行 動す る。 しか し最高 元首は、内閣の入手 し

うる連邦政府 に関す るいかな る情報 についても要請 によ り知 る資格 を有す る。
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.(1A)連 邦 憲法 も しくは連邦法 は、最高 元首 が助 言に従い、助言 にもとづ き、助言

を考慮 して行動 す るよ う定 めてい る。最高元首は、かか る機 能 を行使 する際、

か かる助言 を受 け入れ、 それ に従 って行動 する。

(2)最 高元首 は次の機能 を果 たすに際 し、 自己の 自由判断 によ り行動 することが

で きる。 すなわ ち 一

(a)首 相 の任命、

(b)議 会解散 の要請 に対 する同意 の保留、

(c)統 治者 ら<TheirRoyalHig㎞esses>の 特権、地位、爵位、お よび位階

のみ に関 する統治者会議の開催要求、お よびかか る会議におけ るあ らゆ る行

動。

また本憲法 に述べ るその他 いか なる場合 にお いて も、同様 とす る。

(3)最 高元首が下記以外 の機能 を遂行 する場合、連邦の法は同人が内閣以外 の何

人 あるいは何 らか の団体 と協議の後、 あるいはその勧 めにも とついて行動 す る

よ う要求 する規定 を作 ることがで き る。

(a)自 由裁量 で遂行 す る機能、

(b)遂 行 について他 の条 で規定が作 られてい るような機能 。

〔軍の最高指揮〕

第41条 最高元首を連邦軍隊の最高司令官 とする。

〔恩赦権等〕

第42条(1)最 高元首は、軍法会議 によって処せ られたすべての犯罪、 および クア ラル

ンプルお よび ラブアンの連邦 区で犯 されたすべての犯罪 に関 し、恩赦、執 行猶

予 および執行延期等 を与 える権限 を有す る。 また州の統治者 あ るいは知事 は当

該州内で犯 され た他 のすべての犯罪 に関 し、恩赦 、執行猶予 および執行延期等

を与え る権限 を有 する。

(2)(10)を 条件 として、 また善行 ・特別奉仕 を考慮 した判決の差 し戻 しに関す る

連邦法の規定 を損 なうこ とな しに、いずれの犯罪につ いても刑 を恩赦、一時停

止、あ るいは減刑 すべ く連邦 または州の法に よ り与え られる権限は、 もしその

刑が軍法会議の議決 するものであれば、最高元 首によ り行使 され るもの とする。

またそれ以外の場合は いずれ も、その犯罪の犯 された州 の統治者あ るいは知事

が これ を行使 する。

(3)い ずれかの 犯罪 が全体的 にあ るいは部 分的に連邦外 において、あ るいは数州

において、 あ るいは どこで犯 されたか疑わ しいよ うな状況で犯 された場合 は、

本条の 目的の ため、 当該裁判の行なわれた州で犯 された もの と して、扱わ れ る
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もの とする。本項の 目的のため、クア ラル ンプル連邦区、 も しくは場合に よ り

ラブア ン連邦 区、は州 として見 なされ る。

(4)本 条で言及 された権 限は 一

(a)最 高元首が これ を行使 す るか ぎ りは、第40条(3)に もとづ き、連邦法がそ

れにつ いて規定を作 ることので きる機能に属す る;

(b)州 の統治者あ るいは知事 が これ を行使 す るか ぎりは、(5)に 従 って当該州

のために構成され る恩赦会議<PardonBoard>の 助 言にも とづ き行使 される

もの とす る。

(5)各 州 のた めに構 成され る恩赦 会議 は、連邦の法務長 官、当該州の州首相 、お

よび統治者あ るいは知事 の任命 す る3名 以 下の委員によ り構成 され る。 しか し

法務長官は時々文書によ り、 同庁 の一員 としての機能 を他 の何 人にも付託 する

こ とがで きる。 また統治者 あ るいは知 事は 自己の任命 したいずれかの委 員が不

在 あるいは行動不能の場合、他 のものを任命 し、 一時 的にその機能 を代行 させ

ることがで きる。

(6)統 治者あ るいは知事 の任命 す る恩赦会議 の委員は3年 の任期 をもって任命 さ

れ るもの とし、再任 の資格が あ るもの とす る。 しか しいずれの時 において も辞

任は可能 とす る。

(7)州 の立法議会、あ るいは下院議会 の議員は、恩赦会議 の一員 とな り、あ るい

はかか る一員の機能 を一時的 にせよ遂行 すべ く、統治者 あるいは知事 によ り任

命 されない もの とす る。

(8)恩 赦会議 は統治者あ るいは知 事の前 に会 し、統治者 あ るいは知事が これ を司

会 する。

(9)恩 赦会議 はいずれの件 につ いても 自己の助 言を提 する前 に、法務長官が これ

について配布す る書面による意 見を考慮 す る。

(10)本 条のいずれの規定 にもか かわ らず、マラ ッカ州、ペ ナン州、サバ州あ るい

はサ ラワク州、 またはクアラル ンプル とラブア ン連邦 区において はイスラム教

の諸問題を規定す る。いかなる法律 のも とに設立 され たいか なる法廷が科す刑

について も、恩赦 、執行猶予 および執行停止 を下 す権限 は、 同州 のイス ラム教

長 たる最高元首が これを行使 す る。

(11)本 条の 目的のため、クアラル ンプル連邦 区 とラブア ン連邦 区に単一の恩赦会

議 を設置す る。本条 の(5)(6)(7)(8)、 および(9)の 諸項は、必要 な変更を施 した

上で本項(11)に よる恩赦会議 に適用 され る。 ただ し統治者 も しくは州知事への

言及は最高元首への言及 とし、 また州 主席大 臣へ のそれ はクアラル ンプル連邦

区 とラブア ン連邦区を所 轄す る閣僚 へのそれ とす る。

(12)本 憲法のいかな る規定 にもかかわ らず、本条 に言及 され る諸権限が 一
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(a)州 元首 に よ り行 使され うるものであ り、また州元首 も しくはそめ妻、 息子

もしくは息女に関 して行使 され るもの とす る場合、 かか る権 限は、 本条 にも

とづ き当該州 に設 立される恩赦会議 の助 言にも とづ き行動 す る最高元首 が行

使 するもの とす る。最高元首 はこの恩赦会議 を主宰 す る。

(b)そ れぞれ場合 に よ り最高元首、州統治者、 も しくはその配偶者 に関 して

行使 され る場合 、かか る権限 は、統治者会議 によ り行使 され、次 の規定 が適

用 され る。

(i)最 高元首 は、 本項(12)に も とつ く議事 に出席す る場合、首相 を随伴せず、

そ の他の統治者 も州政府主席大 臣を随伴 させ ない。

(ii)本 項(12)に も とづ き何 らかの事項 につき決定 を行 なう場合、統治者会議

は、 まず法務長 官の出す書状 による見解 を検討せねばな らない。

(c)自 己の息子 も しくは息女 につ いて最高元首 も しくは場合 によ り州統 治者に

よ り行使 され る場合、かか る権限は、統治者会議が指名す る州の統治者によ

り行使 され るもの とす る。 なお この際統治者 らは、本条に よ り当該件のため

に設置 され る恩赦会議 の助 言に従 って行動 するもの とす る。

(13)(12)の(b)(c)の 目的 のため、最高元首 も しくは場合 によ り該 当す る州統 治者 、

および諸州元首 は、統治者会議の メンバーた るをえない。

〔内閣 〕

第43条(1)最 高元首は、 自己の職務 の遂行 に際 し、 自己に助言 を与え る内閣<Jl皿a'ah

Menteri>を 任命 する』

(2)内 閣は下記 に従 い任命 され る 一

(a)最 高元首 は 自己の判断 にお いて、下院議会議 員の過 半数 の信任 を得 そ うな

下院議員 を、 内閣 を主宰 する首相<PerdanaHenteri>と して任命 する;ま た

(b)最 高元首 は首相 の助 言にも とづ き両院の議員の うちか らその他 の大 臣

<Menteri>を 任命 する;

しか しも し国会 の解散 中に任命が行なわれ る場合 には、解散 直前の下院議会に

おいて議員で あったものが任命 され る。 しか しこうして首相 に任命 された もの

が、 も し新 しい下院議会 の議員で な く、 またその他いずれの場合 において も下

院議員 でも上院議員 でもない場合は、当該人は新 国会 の開始後 はその職 を続 け

ないものとす る。

(3)内 閣 は国会 に対 して集 団的 に責任 を負 う。

(4)も し首相が下院議会議 員の過半数の信任を失い、 しかも最 高元首が同首相の

要請 にかかわ らず国会 を解散 しない場合、首相は内閣 の辞表 を提 出す る。

(5)(4)を 条件 として、 いずれかの大臣の任命が首相 の助 言にも とづ き最高元首
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に よ り取 り消 され ない場合、 これ ら首相以外の閣僚は最高元首 の嘉み する間そ

の職 を保持 す るもの とする。 しか しいか なる大 臣も辞 職 するこ とがで きる。

(6)大 臣はその職 の機能 を遂行 する前 に、最高元首の面前 にお いて、第6付 則に

定 めた就任 および忠誠の宣言お よび秘密保持の誓言を行 ない、 これ に署名 する。

(7)本 条 のいかなる規定 にもかかわ らず、第17条 にもとつ く帰化 あるいは登録に

よ る市 民は、 首相 には任命 され ない。

(8)(廃 止)

(9)国 会 は、 内閣の閣僚の報酬 につ いて法律 によ り定め る。

〔副大 臣〕

第43A条(1)最 高元首 は、首相の助言 にもとづ き、両院の 中か ら副大 臣<DeputyMini-

ster>を 任命 す るこ とがで きる;し か しも し国会の解散 中に、 この任命 が行な

われ る場合 は、解散 直前の下院議会 において議員であ った もの を任命す ること

がで きる。 しか しも し同人は、次 の国会 においていずれの院の議員で もない場

合は、 同会期 の開始後、 その職 を保持 しない。

(2)副 大臣は大臣の義務お よび職務 の遂行 を補佐す る。

(3)第43条 の(5)お よび(6)の 諸規定 は大 臣に対 すると同様 、副大臣 にも適用さ

れ る。

(4)国 会は、 副大 臣の報酬 につ いて法律 によ り定め る。

〔政務 次官〕

第43B条(1)首 相は両院の議 員の中か ら政務次官 を任命 することがで きる;し か しもし

この任 命が国会の解散 中に行 なわれ る場合は、解散直前の下院議会において議

員であ った ものを任命 す るこ とが可能 である。 しか しも し同人は、次の国会に

おいていずれの院の議 員でもない場合 は、 同会期の開始後、その職 を保 持 しな

い。

(2)政 務 次官は大臣および副大 臣の義務 および機能の遂行 を補佐 する。 また政

務 次官はかか る目的 のため、大 臣お よび副大 臣の全権限 をもつ。

(3)政 務 次官はいかな る時にも辞任 す るこ とがで きる。また首相は いかな る時

で も政務 次官の任命 を決 め ることがで きる。

(4)政 務 次官はその職 の機能 を遂行 す る前に、』第6付 則 に定 め られ た秘密保持

の宣誓 を首相 の面前 において行ない、かつ これに署名 す る。

(5)国 会は、政務 次官の報酬について規定を定 め る。

〔政治秘書〕
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第43C条(1)首 相は 自 ら適切 と考え る数 の政治秘 書<PoliticalSecretary>を 任命 する

ことがで きる。

(2)本 条 によ り政治秘書に任命 され るものは、 一

(a)い ずれの院の議員であ る必要もない;

(b)い かな る時 も辞任す るこ とがで きる;

(c)上 記の(b)を 条件 として、首相 に よってその任命が決 め られ る時 まで、そ

の職 を保持 す る。

(3)第43B条(4)の 規定は、政務 次官に対す ると同様、政治秘書 にも適用 され る。

(4)政 治秘書の義務 お よび機能 、およびその報 酬は内閣が これ を決定 する。

第4章 連邦立法府

〔国会の構成 〕

第44条 連邦の立法権 は、国会に付 与され る。 国会 はく最高元首お よび上院議会<Dewan

Negara>、 下院議会<DewanRakyat>と して知 られる2つ の院<Majlis>に よ り構

成 され る。

〔上院議会 の構成 〕

第45条(1)本 条 の(4)を 条 件 として、上 院議会 は次 の通 り、選出議員お よび任命議員に

よ り構成 され る;

(a)各 州につ き2名 の議 員が第7付 則 に従 い選出 され る;お よび

(aa)最 高元首は、クアラル ンプル連邦 区に2名 、および ラブア ン連邦 区に1名

を任命 す る。;お よび

(b)40名 の議 員が最高元首によ り任命 され る。

(2)最 高元首が任命 す る議 員は、公務 員 として著 し く貢献 し、、あ るいは専 門職、

商業 、工業 、農業 、文化 活動あ るいは社会事業等に著 し く貢献 し、 あ るいは少

数民族 を代 表 し、 あ るいは原住民<aborigines>の 利益 を代 表 しえ る、等 と同

元首が考 え るもの とする。

(3)上 院議 員の任期 は第7付 則 の諸規定 を条件 として、3年 とす る。 これは国会

の解散 によ り影響 を受けないもの とす る。

(3A)上 院議 員は、継 続 的である と否 とにかかわ らず、2期 以上務 めないものとす

る。

(4)国 会 は法律 によ り 一

(a)各 州の選出議 員数 を3名 に増す;

(b)各 州の選出議 員を当該州 の選挙人の直接投票によ り選出す るよう定め る;'
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(c)任 命議 員の数 を減 らし、あ るいは これを廃 止す る;

ことがで きる。

〔下院議会 の構成〕

第46条(1)下 院議会 は192名 の選出議 員か らな るもの とす る。

(2)選 出区別議 員数は以下の通 りとす る。

(a)マ レー シアの諸州は以下 の通 り、181名 とす る。

(i)

(ii)

(iii)

(iv)

(v)

(vi)

(vii)

(viii)

(ix)

(x)

(xi)

(xii)

(xiii)

(b)

(i)

(ii)

ジ ョホール州か ら20名;

クダー州か ら15名;

クランタ ン州 か ら14名;

マ ラッカ州か ら5名;

ヌグ リ ・ス ンビラン州か ら7名;

パハ ン州か ら11名;

ペナ ン州か ら11名;

ペラ州 か ら23名;

プル リス州か ら3名;

サバ州 か ら20名;

サラワク州 か ら27名;

スランゴール州か ら17名;

トレンガヌ州か ら8名;お よび

クアラル ンプル とラブア ンの連邦 区は以下の通 り、11名 とす る。

クアラル ンプル連邦 区か ら10名;

ラブアン連邦 区か ら1名 。

〔国会 議員の資格 〕

第47条 連邦に居住 す る市民 は何人 も 一

(a)30歳 以下 でなければ、上院議員の資格 を有す る;

(b)21歳 以下 でなけれ ば、下院議員の資格を有す る;

ただ し、本憲法 あ るい は第48条 に従 って制 定 されたいずれかの法律 に よ り、議 員た

ることの資格 を失 って い る場合を除 く。

〔国会議 員の欠格事項)

第48条(1)本 条 の諸規定 に従 い、下記の場合 は いずれの院の議 員の資格 もないもの とす

る。

(a)不 健全 な精神<ofunsoundmind>の 持 主であ ることが、現在お よび過去

において 明 らか にされ、あ るいは宣 言されてい る場合;あ るいは
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(b)免 責未決済破産者であ る場合;あ るいは

(c)有 給の職 を保持 してい る場合;あ るいは

(d)両 院あ るいは州立法議会への候 補者 として指名 され、あ るいはかか る立候

補者 に対す る選挙責任者 として働 きなが らも、法が要求す る選挙支出報 告を

定め られた期間 内お よび方法で提 出 しなか った場合;あ るいは

(e)連 邦(あ るいはマ レーシア ・デー以前 にあってはサバ州、サラ ワク州また

はシ ンガポール)に おけ る裁 判所 において有罪の判決 をうけ、一年を下 らざ

る期 間の拘留あ るいは2000リ ンギ ヅ トを下 らざる額 の罰金 刑 を宣告され、 し

か も恩赦を うけていない場合;あ るいは

(f)自 発的に、連邦外のいずれかの国の市民権を獲得 し、あ るいはその市民権

にもとつ く諸権利を行使 し、あ るいは連邦外のいずれかの国に対 し忠誠 を宣

言 した場合 。

(2)連 邦法は、選挙に関連 して犯 罪を犯 した両院いずれの国会議 員に対 して も、

同法に明記された期間、資格 の剥奪 を科 す ことがで きる。また選挙 に関連 して

有罪の判決を うけた もの、あ るいは選挙に関係す る訴訟 において、かか る罪 を

構 成す る行為 を犯 した ことが判 明 した もの も、連 邦法律 に明記 され た期間、資

格 を失 うもの とす る。

(3)本 条 の(1)の(d)あ るいは(e)に も とつ く議 員資格 の剥奪は、最高元首が、 こ

れを撤 回す ることがで きる。 またか か る撤 回が行 なわれ ない場合で も、(d)で ふ

れた選 挙支出報 告の提 示が求 め られ た 日、 あ るいは(e)に いう有罪者が釈放 され

た 日、 または(e)に い う罰金が 当該 人に科 された 日、 よ り5年 の期間 を経 れば、

この議 員資格 の剥 奪は停 止され る。 また市 民にな る以前 に為 したことだけを理

由に(1)の(f)に もとづ き、資格 を失 うことはない。

(4)本 条 の上記 規定 にもかかわ らず、上下 両院いずれの議員であれ、(1)の(e)に

より、 あ るいは(2)に も とつ く連邦法律 によ り、議 員資格 を喪失 する場合、

(a)そ の資格 喪失は、以下 の 日か ら14日 を経 た時点で発効す る。

(i)当 該議 員が上記(e)で 指定 された如 くに、有罪 とされ、刑を宣告 された

日、 も しくは

(ii)有 罪 とされ、あ るいは(2)に も とつ く連邦法律 にい う、あ る種 の行為 を

犯 した と証 明された 日、 も しくは

(b)も し上記(a)に 指定 され た14日 の期間 内にかか る有罪宣 告や刑判決に関 し

て控訴 も しくは何 らかの法廷手続 きが行 なわれ る場 合、あ るいは場合 によ り

かか る有罪宣 告や刑判決が なされ る場合、資格喪失は、かか る控 訴も しくは

他 の法廷手続 きが法廷 によ り処理 され たその日か ら14日 を経 て、発効 する;

もしくは
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(c)も し上記(a)に 指定 され た期間以 内に、 もし くは上記(b)に 指定 され た控訴

やその他 の法廷手続 きが処理 され た後の期間に、恩赦請願が なされ る場合、

かか る資格喪失 は、請願処理 に引 き続 き直 ちに発効 す る。

(5)(4)は 、何人 かを上下院へ指名、選 出、任命す る目的のため には適用 されな

い。かか る 目的 のためには、資格喪失 は、(1)の(e)、 も しくは場合 によ り(2)に

述べ られ た事項<event>の 発生 にともない直 ちに発効 す る。

(6)下 院議会議 員を辞職 するものは、 その辞任が発効す る日か ら5年 間は、下院

議会議員 にな る資格 を喪失す る。

〔両院議員兼職等に対する禁止規定〕

第49条 何人も同時に両院の議員たるをえない。また何人も一つ以上の選挙区を代表する

下院議員、あるいは一つ以上の州を代表する上院議員に選出されえず、また何人も

同時に上院の選出および任命の議員たるをえない。

〔欠格 による欠員、 同意 のない指名、任命 の禁止〕

第50条(1)い ずれの院 においても議員が その院 の議員資格を剥 奪 され る場合、その議席

は欠員 とな る。

(2)下 院議 員た る資格 のないものが、 同院 に選 出された場合、 あるいは上院議員

た る資格 のないものが同院 に選 出あ るいは任命された場 合、あ るいはいずれの

院 において も選 出あ るいは任命 が第49条 に反す る場合 、 これ らの選出あ るいは

任命 は無効 とす る。

(3)(廃 止)

(4)何 人 も 自ら同意す ることな しに、 いずれ の院の議員 にも立候補者 と して指名

されず、 また上院議 員にも任命 され ない。

〔議 員の辞任〕

第51条 両 院いずれ の議 員 も、上院議員 であれ ば上院議長あての、 また下院議員であれば

下院議 長あての 自筆書状 に よ り、議 員を辞任 することがで きる。

〔議員の欠席 〕

第52条(1)両 院 いずれの議 員も、院の許 可な く6カ 月間 すべての会期 に欠席 する場合、

同院はその議席 を欠員 と宣 言す るこ とがで きる。

(2)上 下 院いずれかの議員に して、 自己の属 する議会の会期 に欠席 する許可 を与

え られた者 は、その欠席期 間中、議会 の行事 ・議事への参加は如何な る形式に

おいても認め られない。
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〔議員資格剥奪の決定〕

第53条(1)国 会議員に資格問題 が発生 す る場合 、当該院が決定 を下 し、 これ を最終的な

もの とす る:

ただ し、本条は、院の決定 に影響 を及ぼす訴訟行為(資 格剥奪 の排除 をね ら

った訴訟を含 む)、 あ るいはその判決 に猶 予 を与え るために、院が 自己の決定

を遅 らせよ うとい う慣行 を妨 げ るもの とは解 されない、 もの とする。

(2)上 下院いずれの議員も、第48条(1)の(e)に もとづ き、 も しくは第48条(2)に

よ り作 られた連邦法にも とづき資格 を喪失す る場合、本条の(1)は 適用 されず、

同院の議 員であ ることを停止 す る。 またその議席 は、第48条(4)に 従 って資格 喪

失が発効す るや直 ちに空席 とな る。

[上院の欠員お よび臨時欠員]

第54条(1)(3)に 規定 す る場合 を除き、上院議 員に欠員がある場合、 も しくは下院議 員

に不時の欠員があ る場合 、かか る欠 員 もし くは不時 の欠員は、上院議長 〈Pre-

sidentoftheSenate>が 欠員 あ りと定 めた 日、 も しくは場合に よ り選挙委員

会委員長が不時の欠員あ りと定 めたその 日、 か ら60日 以内に充足す るもの とし、

選挙を行ない、あ るいは任命 を行 な うもの とす る。

ただ し、(1)に 指定 した期 間以 内に任命 がなされなか った場合で も、時期遅 れ

の任命 は無効 とはな らない。

また、(下 院の場合、訳者補足)下 院議会 が本憲法第55条(3)に も とづ き解散

とな る日までの2年 以内に、 当該議会 に不 時の欠 員が確定 した場合 、かか る不

時の欠員は、同院議 長が選挙委 員会 に対 して書面で、下院議 会の多数 を制 する

与党の数的勢 力がかかる欠員 によ り影響 をうけて いると通知 す るのでなければ、

充足されない もの とす る。一方与党 が影響 を受ける状況にあ っては、 選挙委員

会が通知 を受領 した 日か ら60日 以 内にかか る欠 員を充足 す るもの とする。

(2)(廃 止)

(3)上 院議 員の欠員が本憲法第7付 則 にも とづ き州が選出す る議 員で充足 され る

べ き欠員であ る場 合、(1)の 諸規定 は適用 されない。'

〔国会の召集 、停会 および解散〕

第55条(1)最 高 元首は時々、国会 を召集 し、 一会期 の最終 日と次 の会期 の初 日に定め ら

れた 日との間に6カ 月を経過 させ ない もの とする。

(2)最 高元首は国会 を停会 あるいは解散 させ ることがで きる。

(3)国 会 は期 前解散 しないか ぎ り最初の開会 日よ り5年 継続 し、 その後に解 散す
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る。

(4)国 会 が解 散 され る場合 は、解散 の 日か ら60日 以 内に総選挙 を行 な う。 また国

会 は、 その 日か ら120日 を越 えない 日に召集 され るもの とする。

(5)国 会 で未決の法案は、 国会 の停会 を理 由に しては廃案 としない。

(6)(廃 止)

(7)第66条 の(4)も し くは(4A)に もとづ き最高元首の同意 を待つ法案 は、国会の

停会 も しくは解散 を理 由に して は廃案 としない。

〔上院 の正 ・副議 長〕

第56条(1)上 院 は時 々、その議 員の1名 を議長<Yangdi-PertuaDewanNegara,英 語名

はPresidentoftheSenate>に 、 また1名 を副議長に選 出す る。 また(1)を 条

件 として上 院は議長 の職が欠員 のあいだ、議長の選出以外のいかな る議事 も行

なわないもの とす る。

(2)議 長 あ るいは副議長 の職 を有 するものは、上院議 員 と して選 出あ るいは任命

された期 間の満了をもって、 あるいはその他の理 由で上院議 員た ることを停止

す るこ とによって、 同職 の保持 を停止 する。 またいかな る時で もその職を辞す

る ことがで きる。

(3)議 長 が会期 に不在 の場合は副議長、 あるいは副議長 も不在 の場合は上 院の議

事手続 きが定 め るその他 の議員が、議長 として職務 を とるもの とす る。

(4)州 立法議会 の議 員が議長 に選 出される場合、同人はその機 能 を遂行す る前に

立法議会 を辞任 す るもの とす る。

(5)上 院議長 に選出された者は、選 出3カ 月後 、 もしくはその後 のいずれの時点

にあっても、 公共 その他 いずれ を問わ ず何 らかの組織 あ るいは機 関の、も しく

は商業、工業 、あ るいはその他 の事業 の、理事会あ るいは経 営重役会の一員 と

な り、 も しくは従業 員あるいは雇用者 とな り、 もしくはそれ ら事業 体の諸 事あ

るいはビジネスに従 事す る場合 は、 そこか らいかな る給 与、報 酬、利益、利潤

を受け る受 けないにかかわ らず、議長職 を持つ資格 を喪失す るもの とす る:

ただ し、 それ らの事業体 が何 らかの福祉、 もし くはボ ランタ リ事業、も しく

は社会 やその一部 に利益 をもた らす 目的、 もしくは慈善その他社会 的性 質の事

業 もしくは 目的、を遂行 するもので あ る場合、そ してそ こか らいかな る給 与、

報 酬、利益 、利潤をも受けない場合 は、上記の資格喪失は適用 されないもの と

す る。

(6)(5)に おけ る上院議長 の資格喪失 につき何 らかの疑 義が生 じた場 合、上 院議

会の決 定が行 なわれ、それが最終 とな る。
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〔下院 の正 ・副議長〕

第57条(1)下 院議会は時 々 一

(a)同 議会の議員あ るいは同議 会 に選 出され る資格 を有 するものを議長<Ya一

㎎di-PertuaDewanRakyat>に 選 出する。

(b)同 議会の議員の なかか ら2名 を副議長 に選 出する。

また下院は、(3)を 条件 として、議長の職が欠員のあ いだ、議長の選出以外の

いか なる議事 も行なわない もの とす る。

(1A)下 院議員で な くして、議 長に選出 され たものは 一

(a)そ の職 に就 く前 に、第6付 則 に定め た就任お よび忠誠の宣誓を議会 にお

いて行ない、かつ これに署名 す る、 また

(b)そ の職 を保つ ことに より、第46条 に従 って選ばれた議 員に加 えて、 下院

の1議 員にな るもの とする。

ただ し(b)は 本憲法の次の諸規定、 すなわ ち第43条 、第43A条 、第43B条 、第50条

～第52条 、第54条 お よび第59条 の諸 目的のためには効 力をもたない。また何人

も(b)を 理 由に しては下院議会 におけ る投 票資格 を与え らないもの とする。

(2)議 長はいか なる時においても、 下院議 会書記あての 自筆書状 によ りその職 を

辞 すことがで きる。 また議長 は下記 の場 合、職を辞 す 一

(a)総 選挙後 下院議 会がは じめて開かれ る時;

(b)議 会解散以外の理由で、議 員た ることを停 止す る際、 または議長が(1A)の

(b)に よる議 員資格 を停止 す る時;

(bb)(5)に よ り資格を失った時;

(c)下 院がそれ を議 決す る場合 。

(2A)副 議 長はいかな る時においても、 下院議会 書記あて の 自筆書状に よ り、その

職 を辞 す ことがで きる。 また副議長 は下 記の場合職 を辞 す 一

(a)下 院議員た ることを停止 す る際;

(b)下 院議会 がそれ を議 決す る場合 。

(3)議 長が空席 の場合 、も しくは議長 が総 選挙後 の最初 の会期以外の理由で欠席

の場合 、副議長の一人、も しくは両 副議 長 とも欠席の場合や欠員の場合は議会

の議事手続 き規則の定め る他 の議 員が、議 長の役割 を果 たす。

(4)州 立法議会の議員が議 長に選 出され る場合、 同人は その機能 を遂行す る前に

立法議 会 を辞 任す るもの とす る。

(5)下 院議長に選出された者は、選 出3カ 月後 、も しくは その後いずれの時点に

あ って も、公共その他いずれを問わず何 らかの組織あ るいは機 関の、 もしくは

商業、工業、あ るいはその他 の事業 の、理 事会 あ るい は経営重役会 の一員 とな

り、 も しくは従業員あ るいは雇用者 とな り、も しくは それ ら事業体 の諸事 ある
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いは ビジネスに従事 す る場合 は、 そ こか らいかな る給与、報酬、利益、利潤、

を受け る受けないにかかわ らず、議長職 を持 す資格 を喪失す るものとする;

ただ し、 それ らの事業体が何 らか の福祉、 も しくはボ ランタ リ事業、 も しく

は社会 やその一部 に利益 をもた らす 目的、 も しくは慈善 その他社会的性質の事

業 も しくは 目的、 を遂行 するもので ある場合、そ してそ こか らいかな る給与、

報酬、利益、利潤 を受 けない場合は、上記の資格喪失は適用 されない もの とす

る。

(6)(5)に おけ る下院議長 の資格喪失 につ き何 らかの疑 義が生 じた場合、下院議

会 の決定 が行 われ、 それが最終 とな る。

〔両院正 ・副議長 の報酬〕

第58条 国会 は法 によ り、上院 の正 ・副議長お よび下院の正 ・副議長の報酬 を定め る。 ま

た上院議長お よび下院議長 について定め た報酬は統合基金 に規定 され るもの とす る。

〔議員 の誓言〕

第59条(1)両 院 のすべ ての議 員は、議席 につ く前に院 を司会 す るものの面前において第

6付 則 に定 めた形式 の誓言 を行 ない、かつ これに署名 す る。 しか し上院の議長

あ るいは下 院の議長 の選 出につ いては、いずれの議員 もこの誓言を行な う前に、

これに参加 す ることがで きる。

(2)も し議 員が、選挙後最初 の国会開催 日以降6カ 月以 内、あ るいは国会 が認め

たそれ以上 の期 間内に、議席 につか ない場合、 この議 席は欠員 とす る。

〔最高元首 の演説 〕

第60条 最高 元首 は、 いずれかの院 あるいは合 同 した2つ の院に対 して演説す ることがで

きる。

〔内閣 お よび法務 長官 に関す る特別規定〕

第61条(1)閣 僚 はすべて、 いずれかの院 の議 員 としての権利のほか、他方の院の議 事に

参加 す る権利 を有 す る。

(2)い ずれの院も法務 長官 あるいは閣僚の1人 を当該人がその院の議 員でない場

合 でも、 院の委員会 委員に任命 するこ とがで きる。

(3)本 条 は国会 議員でないものに対 し、 当該院あ るいはそのいずれかの委 員会 に

おいて投 票す る権利 を与 えるもので はない。

(4)本 条 において 「閣僚 」 とは副大 臣 と政務次官 を含む。

60



〔国会議事手続 き〕

第62条(1)本 憲法お よび連邦法の諸規 定に従い、国会の各院は 自己の議事手続 きを定め

る。

(2)各 院 とも、その議員に欠員があ って も活動す ることがで き、 また議員資格の

ない ものの出席あ るいは参加 があ って も、その議事を無効 にす ることはない。

(3)本 条の(4)、 第89条 の(1)、 第159条 の(3)お よび第13付 則の(10)お よび(11)等

に従い、いずれの院 も、全会 一致でない場合、投票議 員数 の単純多数 によ り議

決 を行 な う。議長は第57条(1A)の(b)の みに よる議 員でない場合、可 否同数 を回

避 する必要があれば、投 票を行 な う。ただ しこれ以外 の場合 は投票 を行 なわな

い。

(4)各 院 とも、その議 事手続 きを定め るに際 し、その手続 きに関係 するいずれの

決定 も、一定 の多数 あ るいは一定 の投 票数に よらざれ ば行 なわれ ないもの とす

る、 と規定 す ることがで きる。

(5)院 を欠席 してい る議 員は投 票を認 め られない。

〔国会の特権 〕

第63条(1)国 会 あ るいは これに付 属す る委員会 の議 事の有効性 は、 いずれの法廷 におい

て も疑 問に付 されないもの とす る。

(2)何 人 も国会 あ るいは これに付属 す る委員会 の議事 に参加 して行な った発言あ

るいは投票に関 しては、いかな る法廷 におけ るいかなる訴迫 も受けない もの と

する。

(3)何 人 も国会 によ りあ るいは薗会 の責任 で公布 された ものに関 してはいかなる

法廷におけ るいかな る訴迫も受けないもの とす る。

(4)本 条の(2)は 、国会 が第10条 の(4)に も とづ き制定 した法律に もとつ く罪を有

するもの、 あ るいは、非 常事態(緊 要権限)勅 令第45号 、1970年 に よ り修 正さ

れた扇 動法1948年 に もとつ く罪 を有 す るもの、 には適用 されないもの とす る。

(5)(4)に もかかわ らず、何 人も上下院 も しくはその委員会のいずれかの議 事に

参加 してい る際には、最高元首 も しくは統治者 に関 して以下の例外 事項 を除 き

如何な る言説 を行 な っても、 そのために、 いずれ の法廷においても何 ら法的措

置 を被 るものではない。最高元首 としてのYangdi-PertuanAgo㎎ の憲法上 の地

位、 も しくは州統 治者の憲法上 の地位、 の剥奪 を主張す ることは、例外 事項 と

なる。

〔議 員の報酬〕

第64条 国会は法律によ り各院の議 員の報酬 を定 め る。
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〔上院 および下院 の書記〕

第65条(1)上 院議会お よび下院議会 にそれ ぞれ書記<clerk,setiausaha>を 置 く。

(2)上 院議会 お よび下院議会 の書記 は、一般公務員 の中か ら最高 元首 が任命 する。

同人は、年齢未 了のまま辞任 するか、 も しくは他の公務 職へ配置転換 され る場

合 を除 き、満55歳 になるまでその職 に勤め るもの とす る。

(3)本 項(3)が 発効 するまで、上院議会 ・下院議会の書記の職 にあった者は、そ

れ ぞれ満55歳 に達 しないか、あ るいは 自ら選んで連邦の一般公務職 になるので

ない場合は、本項(3)の 発効以前 に適用 されて いたもの を下 らない条件<ter皿s

andconditions>に よ り、その職 を継続維持 し、 また連邦裁判事 と同様の理 由

・方式 による以外は その職 を免ぜ られない もの とす る。 また この点 に関 し、本

憲法第125条(3)に ある建議(同 条の場合は、判事罷免 を求め るもの、訳者補足)

は、上院議会議長、 も しくは場合 によ り下院議 会議長 に よる建議、であ るもの

とする。

(4)(廃 止)

(5)(廃 止)

第5章

立法手続き

〔立法権 の行使〕

第66条(1)国 会 の立法権 は、両院(あ るいは第68条 で述べ る場合 は下院議会)が 議 決 し、

また本条で他 に規定 され る場合 を除 き、最高元首が同意 した法案に よ り行使 さ

れ るもの とす る。

(2)第67条 に従 い、両 院のいずれ も法案 を提出す ることがで きる。

(3)法 案 は、立 案 した院が これ を議決 したの ち、他 方の院に送 られ る。また後者

が これ を議決 し、修 正案 につ いて両院間で同意が達せ られた後 、あ るいは第68

条 にも とづ き必要 とされ る場合、最高元首に提出され、その同意を求め るもの

とする。

(4)最 高 元首 は、法案 の提示 を受 けてか ら30日 以内に、国璽<publicseal>を

印するこ とで 同意 しなければな らない。

(4A)法 案 は、最 高元首 が(4)に 指定 された期間以内に同意 しない場合 で も、 その

期 間が経過 すれば、 あたか も同元首が 同意 したの と同様 の形 で、法律 とな るも

の とす る。
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(4B)(廃 止)

(5)法 案は、最 高元首の同意を得 、 も しくは(4A)に 定め られ る方式で、法律 とな

る。 しか しいかな る法 も、公刊 され るまでは効力 を表 さない。ただ この ことは、

法 律の運用を延期 させ、 もし くは遡及的法律 を作 ろうとす る国会 の権限を妨げ

るものではない。

(6)連 邦政府 の行為が関係 す る法案はその行為に従 う場合 を除 き、元 首には提出

されない もの とす る、 とい う意味の、その行為を確認す る法はいずれ も、本条

あ るいは第68条 に よっては無効 にされない もの とす る。

〔法案上程の制限および課 税 ・支出を含 む改正法案の提出〕

第67条(1)次 の事項 に関す る規定 を(直 接 、間接 をとわず)定 め る法案、 あ るいは改正

法案は大臣に よる以外は議会 に上程 もし くは動議提出されないもの とす る;す

なわち 一

(a)い かな る税の課徴 または増税 、あ るいは現行税 の廃 止または軽 減;

(b)連 邦によ る金銭 の借 入れ、あ るいは担保の提供、 あ るいは連邦 の財政 義務

に関す る法律 の改正;

(c)統 合基金 の管理 、同基金 か らの支出、あ るいはか か る支 出の廃止 または変

更;

(d)統 合基金 への払込み、同基金 か らの支払義務 のない金銭 の支 出、振 出 しま

たは引出 し、あ るいはかか る支出、振 出 しまたは引 出 し等 の増額;

(e)連 邦に対す る債務 の棒 引 きあ るいは軽減;

(f)州 に対す る税あ るいは料金 の割当てあ るいは交付金 の下付;

(g)統 合基金 のための金銭の受け と り、あ るいはかか る金銭 の管理 または振出

し、あ るいは連邦 または州の会 計検査;

これ らは、 それについて財務担 当大臣が、当該法案 あるい は当該改正案の諸

目的について、ただ単に付 随的であ り、実質的な性格 を持 たない、 とい う域

を越え るものであ ることを、示す ところの規定 である。 またこれ らいずれか

の規定を定 め る法案は上院議会 には上程 されないもの とする。

(2)上 記 いずれの事項 を規定す る法案あ るいは改正案も、単 に次 の理 由だ けでは

制定 されない もの とす る 一

(a)そ の規定が何 らかの罰金あ るいはその他の金銭 によ る刑罰 の賦課あ るいは

変更 を求めた り、あ るいはそれがライセ ンス料、 あるいは何 らかの奉仕 に対

する料金あ るいは経費の支払い、あ るいは要求を定 めるものであ る とい う理

由;あ るいは

(b)そ の規定が、い ずれかの地方 自治体 に よる地 方自治 目的のための税 金あ る

63



いは税 率の賦課 、変更あるいは規則 の制定 であ るとい う理 由。

〔下院議会 のみが議 決 した法案 に対 する元首 の同意〕

第68条(1)下 院議会 を通過 した金銭法案 が、会期 を未 だ少な くとも1カ 月以上あ ます上

院議会 に送 られなが ら、 その期 間に改正案が 出されず に否決 された場合、同法

案 は下 院議会 が他 に定 めないか ぎり、最高元首 に提 出されその 同意 を求め るも

の とす る。

(2)金 銭 法案以外の法案は、次 の場合下院議会が他 に定 めないか ぎり、両院が合

意 す る改正案 を付 して、最高元首に提 出され、その同意 を求め るもの とす る。

(a)下 院議会 を通過 した法案 が、会期 を未 だ少 な くとも1カ 月以上あ ます上院

議会 に送 られ、否決 された場合、あ るいは下院議会 の 同意 しない改正案 を付

して可決 された場合;お よび

(b)下 院議会 が法案 を最初 に可決 してか らすで に一年以上を経た次 の会期 にお

いて(同 一国会 であろ うとなか ろう と)、 同法案が(3)に のべ る改正のみ を付

して下院議会 によ り再度可決 され、かつ会期を未だ少 な くとも1カ 月以 上を

あます上 院議会 に送 られた にもかかわ らず上院議会 よ り否決 され、あ るいは

下院議会 の同意 しない改正案 を付 して可決 された場 合。

(3)上 記(2)に 言及 した改正 とは、下院議長が 当該法案が前会期 に可決され て以

来経過 した時間の故 に必要 と認めた改正であ るか、あ るいは同人が前会期 にお

いて上院議会 が付 した改正案 に相 当するもの と認めた改正 とす る。

(4)本 条 に従 って、法 案が最高元首 に提 出され る場合、 同法案 には、本条 の諸規

定 が遵守 された とい う下 院議長 の証明書 を添付す るもの とす る。 また この証明

書 はあ らゆ る目的に対 して最終的な ものであ り、かついかな る法廷においても

疑 問に付 されないもの とする。

(5)本 条 は、本憲法 に対 して何 らか の改正 を行なお うとす る法案 には適用 されな

い。この場合 の改正 とは、第159条(3)の 諸規定か ら除外 された改正以外 のもの

を指 す。

(6)本 条 において、金 銭法案 とは下記 の事項の すべて、 あるいはいずれかを扱 う

規 定のみを含む ものであ ると、下院議会議長が考 え、か つ同人が金銭法案であ

ると証 明す るところの も'のを意味す る。すなわ ち 一

(a)第67条 の(1)に い う事項、 あるいは税 の規則;

(b)第67条 の(1)の(d)に いう額 の削減;

(c)こ れ らの諸事項、あ るいはそのいずれかの事項 には付随的 な事項。
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第6章

財産、契約および訴訟に関する権限

〔財産、契約お よび訴訟 に関する連邦の権限〕

第69条(1)連 邦 はいか なる種類の財産 に関 して もこれ を取得、保持お よび処分 し、かつ

契約 を結ぶ権限 を有 する。

(2)連 邦は訴訟 を起 こ し、かつ起 こされ ることがで きる。
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第5部

州

〔統治者 および知事 の序列〕

第70条(1)州 の統治者<Ruler>お よび知事<Yangdi-PertuaNegeri>は 、最高元首お

よびそ の配偶者の序列を条件 として、何 人よ りも上位 に位 す る。 また各々の統

治者あ るいは知事は、 自己の州 内においては他 の統治者 よ りも上位 に位す る。

(2)上 記 の(1)を 条件 として、統治者 は知事の上位 に位 し、統治者 の間では統治

者 に就任 した 日付に従 う。知事 は知事 に任命 され た日付 に従 って上位 を決め る。

2名 の知事が同 日に任命 され た場合 は年輩者が上位 に位 する。

〔連邦 による州憲法の保障〕

第71条(1)連 邦は、州の統治者 が位 を継 ぎ、州 憲法に従い憲法上の諸権利お よび特権 を

保持、享受、行 使す る権利 を保障 す る。 しか しいずれの州 の統治者の継承 に関

するいかな る紛 争も、当該州の憲法 によ り規 定された 当局 お よび仕方によって

のみ解決され るもの とする。

(2)上 記(1)は 、必要な修正 をほ どこ した上で通常の州統治者に対す ると同様、

ヌグ リ ・ス ンビラン州 の部族の首長 くRulingChief>に も適用 され る。

(3)い ずれかの州において、本憲法あ るいは当該州の憲法のいずれかの規定が、

慣習的 に無視 されてい るこ とが 明 らか な場合、国会 は本憲法のいかな る規定に

もかかわ らず、法に よ りこれ らの規定 を遵守 させ るための規定を作 ることがで

きる。

(4)い ずれかの州の憲法が、本条 の(5)(以 下 この項 を"基 本規定"<essen-

tialprovisions>と 呼ぶ)に 認 め られ た修正の有無にかかわ らず第8付 則の第

1部 に述べ る諸規定あ るいは実 質的 に同趣 旨の規定 を含 まず、あ るいは基本規

定 と一致 しない規定 を含 んでいる場合、国会は本憲法のいかな る規定 にもかか

わ らず、当該州において、この基本規定 を有効 な らしめ、あ るいは一致 しない

規定を除 くための規定 を法によ り定め ることがで きる。

(5)第8付 則 の第1部 に述べ られ 七いる諸規定は、以下に述べ る場合 において、

第2節 あるいは第4節 、あ るいはその双方の代わ りに、同付則第2部 に述べ ら

れ た諸規定 を もって代 え るこ とによ り、修正され うるものであ る 一

(a)す べての州 において、 これ らの諸規定あ るいは以上の ように して修正 され

た諸規定に従 って構成 された第二期立法議会が解 散す るまでの間;

(b)プ ル リス州 においては、同州議会が決定す る時期 まで、 また第8付 則第2

節 にのべた規定 については無期 限に。
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(6)本 条 にも とづ き州 のために定 め られた法律 は、 国会が これ を事前に廃 止 しな

い場合 は、当該 法律 の可決後 に成 立 した新 しい当該州議会が定 める日に失効 す

るもの とす る。

(7)サ バ 州も しくはサ ラワク州 に関 しては、 一

(a)上 記(5)は 適用 されない;し か し

(b)1975年8月 末 まで、 あるいはそれ以前 につ いては連邦最高元首 が知 事の協

力を得 て命令 に より定 め る時まで、(4)が 適用 され る。 この場合(5)に 認め られ

た修正 に関す る言及 は、マ レー シア ・デー当 日に施行 されていた州憲法 による

修正 に関す る言及 として扱 われ る。

(8)(廃 止)

〔州議会 の特権〕

第72条(1)い かな る州 の州議会 にお けるいか なる議事 も、その有効性 は、いかな る法廷

においても疑 問に付 されないもの とする。

(2)い かな る州の州議会 あ るいはそのいか なる委員会において、その議事 に参加

して行 なわれた発 言あ るいは投票 に関 しては、何人もいかな る法廷 にお いて も

訴迫されないもの とす る。

(3)何 人も、いかな る州 の州議会 によ り、 あるいはその権限において 出版 された

ものにつ いては、いかなる法廷 にお いて も訴迫されない もの とする。

(4)上 記(2)は 、 本憲法第10条(4)に よ り国会が可決 した法にも とつ く罪、あ るい

は非常事態(緊 要権限)令 第45号 、1970年 に よ り改正 された扇動法1948年 に も

とつ く罪 をかせ られたものには適用 され ない。

(5)(4)に もかか わ らず、何人 も、い ずれの州の州議会 も しくはその委員会 のい

ずれかの議 事に参加 している際 には、統治者に関 していか なる言説 を行 な って

も、そのために、いずれの法廷 にお いて も何等法的措 置を被 らない もの とす る。

ただ し統治者 の同州 における統治者 としての憲法上の地位 の剥奪 を主張す る場

合 を除 く。
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第6部

連邦と州の関係

第1章 立法権の配分

〔連邦法律お よび州法律 の適用範囲〕

第73条 本憲法に よ り付与 され た立法権を行使 す るにあた り 一

(a)国 会 は連邦全体 あ るいは その いずれかの部 分に対す る法律、 および連邦の内

外 において効 力を有 する法律を制定す ることがで きる;

(b)州 立法府 はその州の全体 あるいは そのいずれかの部 分に対す る法律 を制定す

ることがで きる。

〔連邦法律お よび州法律 の主たる対象〕

第74条(1)国 会 は、 その他 のいずれかの条 によるを問わず、付 与された立法権を侵す こ

とな く、連邦管轄事項表 あるいは連邦 ・州共同管轄 事項 表(す なわち、第9付

則にあげ る第1表 あ るいは第3表)に 列挙 した諸事項 のいずれについて も、法

律 を制 定す ることがで きる。

(2)州 議会は、他 のいずれ の条 によるを問わず、付与された立法権 を侵す ことな

く、州管轄事項表(す なわ ち、第9付 則 にあげる第2表)あ るいは連邦 ・州共

同管轄 事項 表に列挙 した諸事項 のいずれについ ても、法律を制定 す ることがで

き る。

(3)本 条 によ り付与 された立法権 は、特定 の事項 につ き本憲法に課 せ られ た条件

あるいは制限 に従 った うえで、行使 され る。

(4)第9付 則 の諸表に列挙された諸事項 を叙 す るに際 し、一般的かつ特殊的表現

が使用 され る場合は、前者 の一般性 は後 者によって制限されないもの とする。

〔連 邦法律 と ・州法律 との矛盾〕

第75条 いずれか の州法律 が連邦法律 に矛盾す る場 合は、連邦法律が優先 し、州法律 は矛

盾のか ぎりにお いて無効 とな る。

〔特 定事項 に関す る州 に代 わる連邦の立法権〕

第76条(1)国 会 は次 の場合州管轄事項表に列挙されたいずれの事項 について も立法 する

ことがで きる 一

(a)連 邦 といずれか の国 との間のいかな る条 約、協定、あ るいは連邦が一員と

なってい る国際機 関のいずれかの決定 を実施 しようとする場合;あ るいは
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(b)2州 、 あ るいはそれ以上 の数州 の法律 に統一性を持 たそ うとす る場合、 あ

るいは;

(c)い ずれ かの州の州議会が そのように要請 する場合 。

(2)上 記(1)の(a)に 従 う立法 は、 イスラム教徒 またはマ レー人の慣習、あ るいは

サバ州 とサ ラワク州 におけ る土着法 または慣習等に関す ることについては一切

係 らないもの とする。 また(a)に もとつ く法律の法案は当該州の政 府が協議 をう

ける前 には、国会のいずれの院 にも上程 され ない もの とす る。

(3)(1)の(b)あ るいは(c)に 従 う法は、い ずれの州において もその州 の立法府 が

制定 する法律 によ り採用され るまでは、本条の(4)に 従 い施行 されないもの とす

る。 またか くして採用された法律は州法 とみなされ、連 邦法律 とはな らない。

したが って 同法律は 当該州の立法府が制定 する法律によ り、改正 ・廃 止され る

ものであ る。

(4)国 会は、法律 と政策 の統一性 を確保す るとい う目的 の場合 のみ、次 の事項に

ついて法律 を作 ることがで きる;す なわ ち土地保 有、地 主 と小作 との関係、土

地 に関 する権利証書類の発記、土地の譲渡、土地に関す る抵 当、賃借権、お よ

び料金、地役権お よびその他の土地に関 する権利や利権 、土地 の強制収用、土

地評価見積 も り、お よび地方 自治。(1)の(b)お よび(3)は 、 これ らいずれ の事項

に関す るいかな る法律に も適用 されな い。

〔州 の立法権 を拡 大す る国会の権限〕

第76A条(1)連 邦管 轄事項表に列挙 され た事項に関す る法律 を制定 する国会の権限の中

には、諸州立法府あ るいはその いずれかに対 して当該事項 の全体あ るいは一部

について法律 を制定す るこ とを認め る権限 も含 まれる、 こ とをここに宣言す る。

ただ し州立法府は国会 が課 す条件あ るいは制限に従 うもの とす る。

(2)・ 第75条 にもかかわ らず、本条の(1)に 触 れたご とく国会法に よ り与え られた

権i限に もとつ く州法律 は、それ 自身が規 定す るか ぎりにお いて、同法律以前に

通過 した(当 該州に関す る)い かな る連邦法律 をも改正あ るいは廃止す ること

がで きる。

(3)州 立法府が国会法によ り当分の間立法を認め られた事項は、本憲法の第79

条、第80条 お よび第82条 の諸 目的のため、当該州 に関 しては連邦 ・州共同管轄

事項表に列挙 された事項 の如 くに、扱われ るもの とす る。

〔残余の立法権〕

第77条 第9付 則にあ げた諸表のいずれに も列挙されない事項 に して、国会が立法権 を有

する事項でない もの については、州立法府が立法する権限を有す るもの とす る。
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〔河川利用を制 限す る立法〕

第78条 国会制定の法律、 あ るいはかか る法律 にも とつ く条令が、一州内のみを流れ るい

ずれか の河川の航行 あ るいは潅概 につ き、 当該州あ るいはその住民の権利 を制限 す

るものであ る場合、 同州立法議会が議員総数の過 半数 によ る決議 で これ を承認す る

までは、同法律 は同州 内で発効 しない もの とす る。

〔共同管 轄事項 に関す る権限の行使〕`

第79条(1)法 案 あ るいは法案 に対す る改正案が、連邦 ・州共同管轄事項表 に列挙 された

事項のいずれか、あ るいは州管轄事項表に列挙され、かつ、 連邦 が本憲法の第

94条 に従 いそれ につ いて機能 を行使 するような事項 のいずれ か、 に関 する法に

変更を提案 して いる、 とい うことが国会のいずれかの院、あるいはいずれかの

州 の州 立法議会 の主宰者<presidingofficer>に 明か になった場合、同人は

本条の諸 目的の ため同法案 あ るいは同改正案 を証 明す るものとする。

(2)本 条 によ り証明 された法 案あ るいは改正案 について は、主宰者が、州政府 あ

るいは場合 によ り連邦政府 が協議 を うけた ことを認め、緊急 を要す るためにこ

れに関 する議事進行 を許可す るのでなければ、 その発表後4週 間 を経過 す るま

ではこれ に関す る議 事を進 めないもの とす る。

第2章

行政権の配分

〔行政権 の配分〕

第80条(1)本 条 の以下の諸規定に従 い、連 邦行政権 は、 国会に立法権のあ るすべ ての事

項 にお よぶ。 また州行政権 は州立法府 に立法権 のあるすべての事項におよぶ。

(2)連 邦 の行政権 は、本憲法の第93条 、第94条 、第95条 に定めた場合を除 き、州

管轄事項表 に列挙 したいずれの事項 に もお よばず、 また連邦法律あ るいは州法

律 に定め た場合 を除 き、連邦 ・州共同管轄事項 表に列挙 した いずれの事項 にも

お よばない。

また連邦法律 あるいは州 法律 が連邦 ・州共同管轄事項表 に列挙されたいずれ

か の事項 につ き、連邦に行政権を付与す るか ぎり、州 の行政権は排除され るこ

ととなる。

(3)第76条(4)に も とつ く法律が、連邦に行政権 を与 える規定 を定めてい る場合、

同法律は、 関係州の立法議 会の決議 に よって承認 され ないか ぎ り、いか なる州

において も施行 され ない。

(4)連 邦法 は、州 の行政権が連邦法律の特 定の規定 の実施過程 に及ぶ もの とする、
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と定 め ることがで きる。またこの 目的のため州のいかな る機 関にも権 限を与 え、

義務 を課す ことがで きる。

(5)連 邦法律あ るいは州 法律 の諸規定 に したがい、連邦 と州 とは、後者 の機 関に

代 わ り、前 者の機 関が機能 を遂行す るための取 り決めを結ぶ こ とがで き る。 こ

の ような取 り決めは、これ によ り必要ないかな る費用の支払いについても規定

す ることがで きる。

(6)本 条(4)に 従 い、 なん らかの機 能が、連邦法律 によ り、州の いずれ かの機

関に与え られ る場合 、連邦は、連邦 ・州間で合意 す るような、 あるいはこの合

意のない場合 は連邦裁判所首席判事の任命 す る裁定機 関の定め る、支払 いを州

に対 して行 な うもの とする。

〔連邦に対 す る州 の義務〕

第81条 あ らゆ る州 の行政権 は、下記 に従い行 使され るもの とする。

(a)当 該州 に適用 される連邦法に合致 し;ま た

(b)連 邦 の行政権 の遂行 をさまたげない こと。

第3章

財務負担の分担

〔連邦 ・州共 同管轄事項表 の諸事項に関す る支出の分担〕

第82条 連邦 ・州共 同管轄事項表 に列挙 したいずれかの法律 あるいは行政 行為 が支 出を要

す るものである場合、 その支出は他に合 意のないかぎ り下記の要領 で負担 され るよ

う、本憲法 のも とに行動が と られ るもの とす る。

(a)そ の支 出が、 連邦の仕事に由来 す る場合、 あるいは連邦の政策 に従 い、 かつ

連邦政府 の特別 な承認 を得て行なわれ る州 の仕事 に由来す る場 合は、 連邦 によっ

て負担 される。

(b)そ の支 出が、一州 あるいは数州がそれ 自身 の責任で行な う一州 あ るいは数州

の仕 事に由来 す る場合は、 当該一州あ るいは数州が負担 す る。

第4章

土地

〔連邦目的のための土地の収用〕

第83条(1)州 内の土地で譲渡されたものでない土地が連邦目的のため必要とされる場合、

連邦政府は州政府と協議の後 一 これは前者の義務 とする 一 州政府に対 し
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て、 自 らが定め る土地 を自 らにあ るいは自らの定め る公共機関 に提供 す るよ う

義務づ けることがで きる。

ただ し連邦政府が この土地収用は 国益 に沿 うものであ ると、 自ら納得 しない

場合は、州 目的に留保 され たいかなる土地の提供 をも要求 しない ことを条件 と

、 す る。

(2)本 条の(1)に 従い連邦政府が州政府 に対 して土地の永久提供 を求め る場合、

この提供は土地の使 用に関す る制限 を付す こ とな く、行なわれ るもの とする。

ただ し適性 な免役租<quitrent>が 毎年支払われ るもの とす る。また連邦 はこ

の提供 に対 し、市:場価格 に等 しいプ レミア ムを州 に対 して支払 うもの とする。

また連邦政府が州政府 に対 して正 当な年賃借 料お よび、州政府 が要求 する場合

は正 当 と思われ るプ レミア ムを支払 うものとす る;

ただ し、 当該地が連邦 目的 のため 留保 されてい る間に(州 以外 の支 出によ り)

ほ どこされた何 らかの土地改 良によ り、土地の価格が上昇 した場合、 この上昇

分は本項の 目的のために市場価格、賃借料あ るいは プレ ミアムを決定 する際 に

は考慮 されない ことを条件 とす る。

(3)本 条(1)に もとづ き、 いずれ かの 土地 に関す る要求がなされなが ら、 その要

求 の時点において 当該地が州 目的 として意図 されてい る場 合、 もし 一

(a)他 の土地が代わ りに州 によって 収用 され;ま た

(b)こ う して収用された土地 の価格 が、連邦 に提供された利権 に関する(2)に

も とつ く連邦の支払い額(賃 借料以外 のもの)を 越え る場合 、

連邦 はこの超過分 に関 して 公正な額 を州 に対 して支払 うもの とす る。

(4)そ の利権 が連邦あ るいはいずれかの公共機関に属 してい るよ うな土地 に関 し

て、本条 に従 って追加的に提供 され る場合、 これ に関す る(2)に よるプ レミア ム

の支払 い額 は、 当該利権 が上 記の ごとく帰属 して以来、ほ どこされた諸改良の

市場価格 に等 しい額 だけ、減額 され るものとする。

(5)本 条 の上記の諸規定(た だ し(3)を 除 く)は 、下記の諸修正に従 い譲渡 され

た土地 に対 して も適用され る;一

(a)(1)に おいて"州 政府 と協 議の後"と いう表現は削除 され る。

(b)(1)に もとづ き要求がなされ る場合、その要求 に応 ずるために必要 な土地

に対す る利権 を、合意 によ り、あ るいは強制的 に、収用 させ ることも州政府の

義務 とす る。

(c)(b)に 従 う土地の収用において、あ るいはそれ に関 して州が負担 し.た支 出

はいずれも、連 邦によ り償われ るもの とす る。ただ し収用が合意によ る場合で

も、連邦が この合意の 当事者でない場合、連邦 には強制収用におけ る支払 い以

上の支払い を行 な う義務はな いもの とす る。
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(d)(c)に 従 う連邦の州に対す る支払い額は、本条(2)の 諸 目的のため、 市場価

格、適性 な免役租、あ るいは公正 な年間地代 を決定す るに際 し、考慮 され るも

の と し、かつ また(2)に もとづ き連邦か ら支払われ るいかな るプレミアムか ら

も控除 され るもの とす る。

(6)ム ルデ カ ・デ ー以前 においてマラヤ連邦政府の支出で州政府 が収 用 した土地、

あ るいは その土地 に対 する利権 に関 して、本条(1)に 従 い何 らかの提供 が連 邦

に対 して行 なわ れる場 合、(5)の(d)が マラヤ連邦政府 に よる収用に関 して支払

われ た額 に適用 され る。 これは(5)の(c)に 従 い連邦に よ り支払われ た額 とみな

され る。 また(3)は かか る土地 には適用 され ない。

(7)本 条の いか なる規定 も、連邦政府 と州政府 との間で合意す るような条件 で当

該州 内の土地 を連邦 目的のために留保 するこ とを妨げ るものではない。また本

条 にも とつ く連 邦政府の要求 な しに、州 の関係 当局が当面施行 中のいずれかの

法律 に従 いすで に譲渡 された土地 を連邦 目的のために収用す る権限 も影響 も受

けないもの とす る。

(8)本 条 は、州 の土地が連邦政 府 と州政府 との間で合意された約定 と条件 にもと

づ き、連邦政府 に本条 にもとつ く要件 を課 すことな しに、連邦へ譲 渡す ること

を何 ら妨 げ るものでは ない。

第84条(廃 止)

〔連邦 目的 のために リザ ーブされた土地の連邦へ の譲渡〕

第85条(1)州 の土地が連 邦 目的 のためい リザ ーブされてい る場 合、連邦政府 は州政府に

対 して、利 用法 につ き何 ら制約を受け るこ とな くその土地を、 永久に譲渡 する

よう求 め ることがで きる。 しか しこの譲渡 は、(2)に 従 って決め られ るプ レミア

ムの支払 い、および適性 な免役租 の各年毎 の支払 いを条件 とす る。

(2)(1)に 言 うプ レミアムは、以下の額 を除 いた当該地の市場価格 に等 しいもの

とす る 一

(a)同 地が連邦 目的の たあ に使用されていた際 に、(州 の支出以外 で)ほ どこ

された改良事業 の市場価値;お よび

(b)州 政 府が当該地 に関わ る何 らかの利権 を獲得 した費用に関 して、連邦が支

払い、 もし くはムルデ カ ・デー以前にあってはマラヤ連邦政府 が支払 った、額 。

(3)(1)を 妨げ ることな しに、州の土地が連邦 目的 のために リザ ーブされ ている

場合 、連邦政府は、州政府が連邦に対 して(2)の(a)と(b)に 述べ られ た市場価値

と額 とを支払 うことを条件 に、その土地 を州 に譲与<release>す るこ とがで き

る。
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(4)本 条 に規 定 され る場合 を除 き、連邦 目的のために リザー ブされてい る州の土

地は、かか る リザーブの状態 を停止 しない もの とす る。 リザー ブされた土地 は

すべて、連邦政府によ り、 も しくは連邦政府 のために、管理 ・運営 され るもの

とす る。また連邦政府は、かか る土地の全体、 も しくは部 分の占有 ・管理 ・運

営の権利、 も し くは貸 出あ るいは リースを、何 人にも認 め ることが できる。

(a)当 該人に よる同地の利用は、期 間を設けず連邦 目的であれ、 も しくは補助

的、付 随的 目的であれ認め られ る;も し くは

(b)連 邦政府 が当面 当該地 を何 らかの理 由で利用 できない場合 は、 当該 人によ

る連邦 目的以外 の目的のための同地の利用は、連邦政府 が定 め る期 間、約定、

条件で認め られ る。

(5)本 条 において、連邦 目的のために リザーブされた州 の土地 とは、次の ものを

含む 一

(a)ム ルデカ ・デー後 は連邦 目的 となった ところの目的の ため、 ムルデカ ・デ

ー以前 に当時 当該州で施行 されていた法の諸規定 に従 い リザー ブされていた土

地;

(b)ム ルデカ ・デー以後 、当該州で当面施行 されて いる法 の諸規定に従 い連邦

目的のために リザー ブされた土地;

(c)す でに廃止 された本憲法第166条(4)に いう ところのあ らゆ る州有地<any

stateland>;

(d)本 憲法第83条(7)に よ り連邦 目的のために リザー ブされ た州内のあ らゆ る

土地<anylandinaState>。

.〔連邦に帰属 す る土地 の処分〕

第86条(1)土 地 に対 す る利権が、何 らかの 目的のために、連邦 も しくは公共機 関<pub-

1icauthority>に 帰属 してい る場合 、連邦も しくは公共機 関は、その土地に対

す る利権全体 も しくはその僅 小な る部分 を、適切 と見 なされ るものに対 して処

分す るこ とがで きる。

(2)州 の土地 に対 する利権 が、本条 もしくは第85条 に従 い連邦 も しくは公共機関

に よ り、または連邦 も しくは公共機 関に対 して処分 され る場合、その取 引を し

か るべ く登記 す るの は当該州の政府の義務 とす る。

〔地価 に関する紛争 の裁決〕

第87条(1)本 章 の上記諸条 にもとつ く連邦に よる、あ るいは連邦 に対 する何 らかの支払

い、あ るいはかかる支払いの額 に関 して、連邦政府 と州政府 との間 に何 らかの

紛争が発生す る場合、 この紛争は、連邦政府あ るいは州政府の いずれかの依頼
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で、本条に もとづ き任命 された土地裁判所<LandsTribunal>に 付 され るもの

とする。

(2)土 地裁判所 は次の ものによ り構成 され る 一

(a)委 員長1名 。 これは連邦裁判所首席裁判官が任命 し、あ るいは現在 におい

て連邦裁判所 、控 訴裁判所、 も しくは高等裁判所 の裁 判官 であ るか、 あ るいは

その資格を有す るもの、 あるい はマ レー シア ・デー以前において高等裁 判所 の

裁判官であ った もの とす る;

(b)委 員1名 。 これは連邦政府が任命 するもの とす る;お よび

(c)他 の委 員1名 は当該州政府が任命す るもの とす る。

(3)土 地裁判所 の手続 きは規則委員会<RulesCommittee>、 あるいは連邦裁判

所 の定 め る諸規則 を成文法下に定め る権 限を有す るその他 の当局が作 る裁判所

規則 に よって規定 されるもの とする。

(4)法 律 のいかな る問題 について も土地裁判所か ら連邦裁判所へ の控訴は成立す

る。

〔統 治者を有 せざる州へ の第83条 ～第87条 の適用〕

第88条 統治者を有せ ざ る州へ の第83条 ～第87条 の適用 は次 の場合に有効 とす る 一

(a)こ れ らの諸条 が統治者 を有す る州に適用され ると同様の仕方で(土 地保有制

度上 の違 いを考慮 し出来 るか ぎり実際的に)、 これ らの州に適用 され るべ く必要

とされ る修正 に して、国会が法律 によ り規定 す るような修正に従 う;ま た

(b)サ バ州 とサ ラワク州の場合、第83条 の(5)の(a)は 除外 され る。

〔マ レー人の保留地〕

第89条(1)い ずれかの州 内の土地に してムル デカ ・デー直前において当時の法律 に従 い

マ レー人保留地<aMalayreservation>で あったものは、 当該 州の立法議会 の

法<Enactment>に よ り他に規定 され るまではその法律に従 いマ レー人保 留地 と

して継続 され う る者 とす る。 この場合 州立法議会の法 とは次のもの とす る 一

(a)立 法議会 の全議員の過半数お よび出席投 票議 員の3分 の2を 下 らない票に

よ り議決 され たもの;お よび

(b)国 会の いずれかの院の全議 員の過半数 によ り議決された当該院 の決議お よ

び投票議員 の3分 の2を 下 らない票によ り承認 された もの。

(1A)マ レー人保留地 の所有権、も し くはそれに対 する権利あ るいは利権 は、それ

を保持 する個人、 も しくは団体<corporation>、 会社あ るいはその他 の機 関

<body>(法 人 ・非法人 を問わ ず)が マ レー 人保留地に関す る関連法規 に従 い

それ らを保持 する資格や適性 を失えば、 それ らの所有権、権利、利権 を州 当局
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<StateAuthority>に 対 して喪失 し、返還 され も しくは剥奪 され る、 とい うこ

とを、(1)に もとづ き成 立す る法律が規定 する場合、 同法律 は、第13条 との整合

性 の欠如 を理 由に しては、無効 とは され ない もの とす る。

(2)現 行法律 に従い、当面はマ レー人保 留地で はな く、かつ開発 ・耕作 されてい

ないいかな る州内の土地 について も下記 のこ とを条件 に して同法律に従 いマ レ

ー人保留地 として公布す ることがで き る;一

(a)州 のい ずれかの土地が本項 にも とづ きマ レー人保留地 として公布 され る場

合、 同州 内の土地に して未 だ開発 ・耕作 されて いない 同 じ広 さの土地が一般譲

渡 のため供 され るもの とす る;お よび

(b)本 項 にもとづ き当面マ レー人保 留地 として公布 され た一州 内の全 面積 は

(a)に 従 い一般譲渡のために供 されて い る同州 内の全面積 をいかな る時点にお

いて も越 えない もの とす る。

(3)本 条(4)に 従い、いかな る州 の政府 も現行法律 に従 い下記の土地 をマ レー人

保留地 として公布す ることがで きる。 一

(a)こ の目的のため同州政府 が合意 によ り収用 したあ らゆる土地;

(b)そ の他 いずれの土地でも地 主の 申請 にも とづ き、か つそれ に権利 あ るいは

利権 を有 す るすべての人の同意 があ る場合;

また、(州 政府は)特 定 の土地がマ レー保 留地 でな くなる場合、同様 の特性

をもち、か つ当該地の面積 を越 えない面積 をもつ 土地 を、現行法律に もとづ き

マ レー保留地 として直ちに宣言す るもの とす る。

(4)本 条 のいかなる規定 も、非マ レー 人がその時点で所有 も しくは 占有 し、ある

いは、 かか る人が何 らかの権利 もしくは利権 を有す る土地 を、マ レー人保 留地

として公布 することを認め るものではない。

(5)い かなる州政府 も、(3)を 侵 害す ることな く、法律 に従 い、マ レー人あ るい

はその他種族 を居住 させ るため土地 を収用 し、かつその 目的の ため信託機 関を

作 るこ とが できる。

(6)本 条 において 「マレー人保留地」 とは、当該地 の位 置す る州 のマレー人あ る

いは原住民<natives>に 対す る譲渡 のために保留 され た土地 を意味す る;ま た

「マ レー人」 とは、 当該人が居住す る州の法律 にも とづ き、 土地 の保留の 目的

のためマ レー人 として扱われ るあ らゆ る人を含 む。

(7)本 条 は、 第161A条 に従い、本憲法のその他 のいかな る規定 にもかかわ らず、

効 力を有 す るものとする。 しか し(こ のよ うなその他 の規定 を侵害 することな

く)い かな る土地 も本条お よび第90条 に規定 され る以外 は、 マ レー人保留地 と

して保 留あ るいは公布 されない もの とす る。

(8)本 条 の諸規定 は、 クア ラル ンプル連邦区に も他 の州 に対 する と同様 に適用さ
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れ る。ただ し(1)は クアラル ンプル連邦 区への適用 に当た り、以 下のよ うに読 む

べ く修 正され る。即ち、 クアラル ンプル連邦 区の うちムルデカ ・デー直 前まで

現行法律 にも とづ きマ レー保留地で あった土地は、国会各院総数 の大多数 が議

決 し、 かつ各院 の出席投 票議員 の3分 の2を 下 らない数が議決す る国会 の法 に

よ り他 に規定 されるまで、 当該法律 に従 いマ レー保留地であ ることを続 け る。

〔ヌグ リ ・ス ンビラ ン州 および マラ ヅカ州の慣習法適用地お よび トレンガヌ州 のマ レ

ー人保有地 に関 す る特別規定 〕

第90条(1)本 憲法 のいかな る規定 も、 ヌグ リ ・スンビラン州あ るいはマラ ッカ州 の慣習

法適用地<custo皿aryland>あ るいはそれに伴 う利権 の譲 渡あ るいは貸借 に関

し法律 が課 したいかな る制限 の有効性 にも影響 を及 ぼさないもの とする。

(1A)(1)の 目的のため、

(a)「 譲渡<transfer>と は、 あ らゆ る種類の委託(charge)、 譲渡(trans-

mission)あ るいは付与(vesting)、 も しくは先取 り特権 あ るいは委任 の設定、

もし くは何 らかの手続 き差 し止め通告の記載、 もし くはいか なる種類 ・性質

のものであれ、あ らゆる形態 の取引あ るいは処分、をも含む;ま た、

(b)リ ース とは、いかな る形態 ・期間の貸出<tenancy>を も含む。

(2)本 憲法のいかな る規定 にもか かわ らず、マ レー人保 有地<Malayholdings>

に関す る トレンガヌ州の現行法律は、第89条(1)に 述べた通 り議決 ・承認 された

同州立法府 の法<Enact皿ent>に よ り他 に規定 され るまで、施行 され るものとす

る。

(3)ト レンガヌ州 立法府 のかかる法は いずれ も、統治者を有 するその他の州にお

いて施行 されている現行 法律 に相 当す るマ レー人保 有地 のための規定 を作 るこ

とがで きる。 この場合、 上記第89条 が下記の修正を加 えたうえで トレンガヌ州

に関 して効 力をもつもの とする;す なわ ち 一

(a)ム ル デカ ・デー直前 において、 当時の現行法律 に従 いマレー人保 留地であ

った土地 に対す る(1)に おける言及は トレンガヌ州立法府 の当該法の議 決直前

においてマ レー人保有地 であった土地 に対す る言及 と入れかえ られ るもの とす

る。

(b)上 記に従 い、現行 法律 のいかなる言及 も上記州立法府 の法 と解 す るもの と

す る。

〔国家土地評議会 〕

第91条(1)国 家土地 評議会<NationalLalldCouncil>を 置 く。委員長は閣僚 とし、 委

員は統 治者 あ るいは知 事の任命 する各州か らの代表各1名 、 また連邦政 府が任
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命す る同政 府の代表 か らなる。た だ し連邦政府 の代 表者数は第95E条 の(5)に 従

い、10名 を越 えないもの とする。

(2)委 員長 は国家土地評議会に提 出されたいか な る問題 にも投 票す ることがで き

るが、賛否 同数 の場合 にお ける決定投 票権 はもたないもの とす る。

(3)国 家土地 評議会 は委員長 によ り委員長が必 要 と考 え る回数召集 されるもの と

す る。 ただ し毎年少 な くとも一回は開かれ るもの とす る。

(4)も し委員長 あるいは州あ るいは連邦政府 の代表が会議 に出席不能 の場合、当

該人を任命 した当局 は別人 を任命 し、同会議 に出席 させ ることがで きる。

(5)国 家土地評議会は、連邦政府 、諸州政府お よび国家財政評議会等 と時々協議

の うえ、鉱業、農業、林 業あ るいはその他 いずれか の 目的 のための全連邦内の

土地利用の促進 ・管理 また これ らに関す る諸法 の実施 な どのための国家的政策

を制定 するこ とを義務 とす る。 また連 邦 ・州政府は か くして制定 された政策 に

従 うものとする。

(6)連 邦政府 あるいはいずれの州政府 も、 土地利用 に関 するその他 の事に関 し、

あ るいは土地 に関わ る何 らかの法案、 あ るいはかか る法 の実施 に関 して国家土

地評議会 と協議す ることがで きる。か くして国家土地評議会は これ らの事項 に

つき当該政府 に勧告す ることを義務 とす る。

第5章

国家開発

〔国家開発計画〕

第92条(1)も し最高元首が専門家委員会 の勧告 の後、 また国家財政評議会<National

FinanceCouncil>、 国家土地評議会お よび関係州政府 と協議の後、1州 あるい

は数州 にお ける、1あ るいはそれ以上 の地域 において開発計画 を実施 す ること

が国家利益に資す ると納 得す る場合、 同人は同計画 を公表後 当該地域を開発地

域 として宣言す ることがで きる。か くして その計画 に関わ る事項 のいずれかが、

本条 に関わ りな く、州のみに立法権 の存する事項で ある として も、国会 は同開

発計画あ るいはその一部 を発効 させる権限 を有 するもの とする。

(2)本 条 に従 い議決 された法<Act>は いずれ も、 この 旨を述べ、 また(1)の 規定

が守 られた こ とを述べ るもの とす る。また第79条 はかか る法のためのいかなる

法案あ るいはかか る法案に対 す るいかな る改正案 にも適用 され ないもの とする。

(3)本 条 にお いて、 「開発 計画」 とは、開発地域の天然資源の開発、改良あるい

は保護、かか る天然資源の利 用、あ るいは同地域の雇用手段 の増大等に対する

計画を意味 する。
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(4)連 邦政 府は、 その他 のいずれかの条項 にもとづ き土地 の利権 を連邦 目的 のた

めに取得 あ るいは提供せ しめるための 自己の権限を侵害 す ることな く、開発地.

域におけ る私 人の占有 しない土地 を開発 目的のために個 々に明記され るかぎ り

において保 留す ることを時々要求 するこ とがで きる。 しか し保 留の結 果 として

州が受け とる歳入 の減 少は連邦 によ り償われ るもの とす る。

(5)開 発 計画の実施 によ り連邦が受 けとる所得のすべては、(6)に 従 い下記の も

のに当て られ る 一

(a)第 一に、当該開発 計画の ための資本準備および運営 費への充 当;

(b)第 二に、計 画実施 にあたって連邦が負担 した、(4)に も とつ く支 出を含む、

あ らゆる支 出の連邦へ の払 い戻 し;お よび

(c)残 高については、 開発地域 の位置 する州への支出、 あ るいはも しその地域

が2つ あ るいはそれ以上の数州 に位置 する場 合は、連 邦政府 の決 め る割合 に

よってそれ らの諸州へ の支 出にあて られ る。

(6)も し連 邦政府 と開発地域 の全体 あるいは一部を含むいずれか の州 の政府 との

間で、開発計画実施 に ともなういずれかの支出が当該州 によって まか なわれ る

ことに合意 があれば、かか る支 出は同州へ払い戻され るもの とす る。 またこの

払い戻 しは、連邦 が負担 した支 出の連邦への払い戻 しと同等 の地位 を有す るも

の とす る。

(7)国 会 は本条 に従 って議決 され たい かなる法をも廃止 ・改正す ることがで きる。

また国会 はその 目的のため、 自 らが必要 と考 える付随的 かつ必然的規定 を作 る

ことができ る。

(8)本 条 のいかな る規定 も国会 あ るいは州立法府の下記 の権限 に影響 を及ぼすも

のではない 一

(a)本 憲法のいずれか他の規定 にも とづき課す ことが認 め られてい るような国

税 あ るいは地 方税 を課 すこ と;あ るいは

(b)連 邦統 合基 金あ るいは場合 によ り州統合基金 か ら本条 の(5)あ るいは(6)に

もとつ く払い戻 しのされない交付 を行 なうこと。

ただ し次の場合 は除外 され る;す なわち、本条なか りせば州法 によって課 せ

られたであ ろう地方税 が、(1)に 従 って連邦法律に より何 らかの財に課せ られ る

場合には、同 じ種 類のいかな る地方税 も、連邦法律が課 した地 方税が支払われ

る期間については、州法律 によっては課 されないもの とする。

第6章

連邦に よる調査 、州へ の助 言、および州活動の監査
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〔調 査、測量及 び統計〕

第93条(1)連 邦政府は 自ら適切 と考え る調査(委 員会 あるいはそれ以外 のいずれであれ)

を行ない、測量を許可 し、かつ統 計を収集 ・出版 するこ とがで き る。以上は こ

れ らの調査 、測量、統計の収集 ・出版 が州 立法府 の立法権 の及ぶ事項 に関係 す

ると否 とに関わ りがない。

(2)連 邦政府 が本条下にその権 限を遂行 する際、州政府 お よび その全官吏 ・関係

機 関は これを援助 することを義務 とす る。 また連邦政府 はこの 目的のため、 必

要 と考え る指示 を与 えることがで きる。

〔州事項 に関す る連邦の権限〕

第94条(1)連 邦の行政権 は州立法府 に立法権 のあ るいかな る事項 に関 しても調査の実施、

実験 ・展示所 の供与 ・維持、 州政府 に対 する助言 ・技術 援助の提供、および州

住 民のための教育、広報活動 、展示 の供与 などの事項に及ぶ。 またいかなる州

の農 ・林業 関係官吏 とい えども、本項 のも とに当該州政 府 に与 え られ る専 門的

助 言は これをいずれ も受 け入れ るもの とする。

(2)本 憲法のいずれにもかかわ らず、 現存 の農業局、土地 ・森林 ・社会福祉局長

はムル デカ ・デー 直前において 自ら遂行 していた機能 を継続遂行 することが で

きる。

(3)本 憲法のいかなる規 定 も、州の立法権 内にあ る事項 に関 し、連邦政府が第

93条 お よび本条 にも とづ きその機能 を遂行 するため省あ るいは局 を設立するこ

とを妨げないもの とする。なおかか る事項 には土壌保護 、地方 自治お よび都市

・農村 計画 を含 め ることがで きる。

〔州 活動の監査〕

第95条(1)本 条 の(3)に 従 い、連邦政府 によ り認 められた公務 員はいずれ も、連邦の行

政権 を行使 す るに際 し、州政 府のいかなる局あ るいは事業 につ いて も連邦政府

に対 し報告 を行 なうため、 これ らを監査 するこ とがで きる。

(2)本 条 にも とづ き作成 された報告は、連邦政府の指示が あれぱ、 当該州政府 に

伝 え られ、 同州立法議会 に提 出され るものとす る。

(3)本 条 は、一州 の独 占的立法権 内に属 する事項のみを扱い、あ るいはそれのみ

に関 して行 なわれ た局あ るいは事業 の監査 については、 これ を認めないもの と

す る。
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第7章

国家地方 自治評議会

〔国家地方 自治評議会〕

第95A条(1)国 家地方 自治評議会<NationalCouncilforLocalGovernment>を 置 く。

委員長は閣僚 とし、委員は統治者 あ るいは知事の任命す る各州1名 の代表、 お

よび連邦政府が任命す る連邦政 府の代表か らな るもの とす る。ただ し第95E条 の

(5)に 従 い連邦政府の代表者数 は10名 を越 えないものとす る。

(2)委 員長は本評議会のいかな る問題に も投 票することがで き、 また賛 否同数 の

場合 の決定投票権 を有す る。

(3)本 評議会 は委 員長に よ り、同人が必要 と考える回数、召集 され るもの とする。

ただ し毎年 少な くとも一回は開かれ るもの とす る。

(4)も し委員長 あ るいは州あ るいは連邦政 府の代表 が、会議 に出席不能 の場合、

同人を任命 した当局は別人を任 命 し、 同会議に出席 させ ることがで きる。

(5)本 評議会 は、連邦政府お よび諸州政府 と時々協議の うえ、連邦全体 における

地方 自治 の促進、発展お よび監督、お よび これに関 する法律の運用等のための

国家的政策 を制定 することを義務 とす る。か くして連邦 ・州政府は こう して制

定された政策 に従 うもの とす る。

(6)連 邦政府 およびいずれの州の政府 も、地方 自治 を扱 う法案に関 して本評議会

にはか るこ とを義務 とす る。 また本評議会は これ らの事項 につ きこれ らの諸政

府に勧 告す ることを義務 とす る。

(7)連 邦政府 あ るいはいかな る州の政府 も、地方 自治 に関 するその他のあ らゆる

事項 について本評議会 にはか るこ とがで きる。

第8章

サバ州、サ ラワク州への適用

〔サバ州、サ ラワク州に対する立法権配分の修正〕

第95B条(1)サ バ州、 サラ ワク州の場合 一

(a)第9付 則の第2表 に付 した補足は、州管轄事項表の部分 をなす と見なされ、

そ こに列 挙された諸事項は、連邦管轄事項 表あるいは連邦 ・州共同管 轄事項

表には含 まれない、 と見 なすもの とする;ま た

(b)第9付 則の第3表 に付 した補足は、州管轄事項表 に従 い、連邦 ・州共同管

轄事項表の部 分をなす と見 なされ、 またそ こに列挙 された諸事項は連邦管轄

事項表には含 まれない、 と見 なすもの とす る(し か し連邦管轄事項 表に言及
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する場合は、州管轄事項表の解釈 に影響 しな いもの とす る)。

(2)本 条の(1)に よ り、一州 に対 する一期間のみにか ぎった項 目〈ite皿〉が、連

邦 ・州共同管轄事項 表に含 まれ る場合、その期間が満了 して も、連邦法律 あ る

いは州法律に よ り規定 され る場合 を除 き、同項 目に よ り議決 した いかな る州法

律の継続的運用 も影響を受 けない もの とす る。

(3)サ バ州 とサ ラワク州の立法府は また販売税 を課 すための法律 を作 るこ とがで

きる。 またサバ州 とサラワク州 において州法律 に より課 せ られたいかな る販売

税 も、連邦管轄 事項表 にではな く、州管轄事項 表に列挙された事項に属 するも

の と見なされ る;し か し

(a)州 販売税の徴収あ るいは実施 においては、同 じ種類 の商品間には商 品の 由

来す る場 所に応 じた差別を行 わない もの とす る;ま た

(b)連 邦販 売税 の徴収は、州販売税 が徴 収され る以前 の当該税 を負担 すべ き人

か ら集めた額 か らまかなわれ るもの とす る。

〔命 令に よ り州の立法 ・行政権 を拡 大す る権 限〕

第95C条(1)マ レーシア ・デー以後に可決 した国会の法の諸規定 に従 い、最高元首は、国

会の法に よ り定 め られる規定をいかな る州に関 して も、下 記の 目的のために、

命令に よ り作 ることがで きる 一

(a)州 立法府に対 して第76A条 に述べた ような法律の制定 を認 め るため;あ る

いは

(b)州 の行 政権、 および第80条 の(4)に い う州行政権 の権 限あ るいは義務を拡

大す るため。

(2)本 条(1)の(a)に よ り下 された命令は、マ レーシア ・デー以後 に可決 した国

会の法を同法がその旨規定 しないか ぎ り改正 ・廃止 する権 限を州 立法府 に対 し

て、与えない もの とする。

(3)第76A条 の(3)お よび第80条 の(6)は 、国会 の法 に関 して 適用 され ると同様 、

本条(1)の(a)お よび(b)そ れぞれ にもとつ く命令に関 して適用され るもの とす る。

(4)本 条に もとつ く命令が、その後の命令によ り取 消され る場合 、後者 には前者

に よって可決されたいか なる州法律、 あるいはかか る州 法律 にも とづき定め ら

れたいかな る補助 的立法 あるいは為 されたいかな ることを も(一 般的 にあるい

はその命令が明記す る度合い に応 じ、 あるいはその 目的 のために)、 継続施行

させ る規定 を含め ることがで きる。

ただ し、国会の法によ り定め られ たものでないか ぎり、 本項 に よって はいか

な る規定 も継続施 行され ないことを条件 とす る。

(5)本 条 にもとつ く最高元首 のいかなる命令 も、国会 の各院に提出されるもの と
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す る。

〔サバ州、サ ラワク州 に対 す る国会 の土地 あ るいは地方 自治に関す る統 一法を国会 が

可決す る権限 の排除 〕

第95D条(1)サ バ州 とサ ラワク州 に関 しては第76条(4)は 適用されず、 また同条(1)の(b)

は、国会 に対 して同条(4)に 述べ られ た事項に関 する法 を定 め る権限 を与 えない

もの とす る。

〔土地利用、地 方 自治 、開発等の国家計画 か らのサバ州、サラワク州の除外〕

第95E条(1)サ バ州 とサ ラ ワク州 に関 しては、第91条 、第92条 、第94条 および第95A条 は

下記の諸項 に従 い、効 力を有す るものとする。

(2)本 条 の(5)に 従い、第91条 お よび第95A条 においても、州政府は 国家土地評

議会あ るいは場 合によ り国家地方 自治評議会の定め る政策 に従 うこ とを要求 さ

れないもの とす る。 しか し当該州の代表は、 当該評議 会において投 票の資格は

ないもの とす る。

(3)第92条 においても、州 のいか な る地域 も、当該知 事の同意 な しには開発計

画の諸 目的のために開発地域 と して宣言 されない もの とす る。

(4)第94条 の(1)(こ れにも とづ き連 邦は、州管轄事項 表中の諸事項 に関 して調

査 を行 ない、助 言 ・技術援助等 を与 えることがで きる)に おいて も、サバ州 と

サ ラワク州の農林 関係官吏は、州政 府に与 え られた専門的助 言を考慮 はするが、

受け入れ る必要 はないもの とす る。

(5)本 条(2)は 次の場合州へ の適用 を停止 するもの とす る。

(a)第91条 に関 し、 も し国会が知事の 同意 を得てその旨規定 する場合;あ る

いは

(b)第95A条 に関 し、も し国会が 立法議会の同意を得 てその旨規定 する場合;

しか し本項 に よ り、サバ州 も しくはサ ラワク州の代表が国家 土地評議会あ る

いは国家地方 自治評議会 にお いて投票資格 を得 る場合、 その代表1名 につ き、

連邦政府代表の総数 も1名 増 やされ るもの とす る。
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第7部

財政規定

第1章

総則

〔法律の認めない課税 の禁止〕

第96条 いかな る国税 あ るいは地方税はい ずれ も、連邦法律 によ らず、あ るいはこれ にも

とつかなければ、連邦の諸 目的のためには徴 収されない もの とす る。

〔統合基金〕

第97条(1)連 邦が募 りあ るいは受 け とったすべての歳入お よび金銭は、本憲法あ るいは

連邦法律 の諸規定 に従 い、一個 所に払い込 まれ、ひ とつの基金 を形 づ くるもの

とする。 この基金 は連邦統合基金 と して知 られ る。

(2)州 が募 りあ るいは受 け取 った すべての歳入及び金銭は、本条の(3)お よびい

ずれの法律 に も従 い、一個所 に払 い込 まれ、ひ とつの基金 を形づ くるもの とす

る。 この基 金は当該州 の統合基金 と して知 られ る。

(3)ザ カ ヅト、 フィ トラー、バイ トウル マル<Zakat,Fitrah,Baitul-Mal>も

しくは 同様 のイスラム教歳入<revenue>が 、州法律に従い、 もし くはクアラル

ンプル とラブア ンの連邦 区に関 しては 連邦法律 に従 い、徴収 され る場合 は、 そ

れ らは別個の基金に払い込まれ、州法律 も しくは他 方の場合 は連邦法律 、の権

威 にも とつかない場合 は支 出を行 なうべ きで はない。

(4)本 憲法においては、他 に説明 を要 しない場合、統合基金 に対す る言及 はいず

れも連邦統合基金へのそれ と解 す るもの とする。

〔連 邦統合基金 に既定 された支出〕

第98条(1)い ずれか他の条あ るいは連邦 法律 にも とづ き支払われ る、供与、報 酬あるい

はその他の金銭 に加 え、次の支払 いが統合基金 に既定 され るもの とす る 一

(a)連 邦 に義務のあ るすべての年金 、官職喪 失の場合 の補償、お よび賜金;

(b)連 邦に義務のあ るすべての債務;お よび

(c)い ずれ の裁判所に よるを問わず、連邦 に とって不利 な裁定、決定あ るいは

判定 に応 ずるために必要なすべての金銭 。

(2)連 邦は、本第11部 の諸規定に従い州へ何 らかの交付金 を支払 う場合、 当該

州が連 邦に対 して支払 うべ くその州統 合基金 に既定 されたいかなる債務 の額 を

も控除す ることがで きる。

(3)本 条 の諸 目的 のため、債務 とは利 子、減債基金支払 、債務 の返済あ るいは
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定時償還、および統合基金を担保にする公債発行およびそれによる債務の返済

および償還等に関するすべての支出を含むものである。

〔年度財政報告〕

第99条(1)最 高元首 は、 各財政年度に関 して、その年度 の連邦 の収支見積書 を下院議会

に提 出させ るもの とする。 また もし国会がいずれの年 に関 して も他 に規定 しな

い場合 は、 同見積書は 同年度の始 まる前に提出されるもの とする。

ただ し歳入見積 と歳出見積 とは別 個の書類 にするこ とも可能 であ る。 この場

合歳入見積書は 当該年度の始 まる前に提出され る必要はな いものとす る。

(2)歳 出見積 とは以下 を示す 一

(a)統 合基金 に課せ られた支出 を賄 うに必要 とされる全額;お よび

(b)(3)を 条件 として、統合基金か ら賄 うべ きその他の諸 目的 のための支出に

見合 うに必要 な額。

(3)本 条(2)の(b)に 示された額は次の もの を含 まない 一

(a)連 邦 が特殊 目的 のため募 り、 また公債発行を認める法 によ りそれ らの 目的

のために充 当され る公債の募集額に相 当す る額;

(b)い ずれかの信託 に従 い連邦が受 け取 る何 らかの金銭 あるいはそれに伴 う利

子 に相 当す る額 に して、その信託の諸条件に従 い使用 され るべ きもの;

(c)連 邦 が保有 す る金銭 に して、連邦法律 に より、あ るいは これに従い設立さ

れた何 らかの信託基金の 目的のために受け とられ、あ るいは充 当され るよう

な金銭 に相 当す る額。

(4)上 記見積書 はまた、可能なか ぎ り、前会計年度末 にお ける連邦の資産 と負債、

資産 の投資 ・保有状況、お よび未決済 となっている負債の諸 目的な どを示すも

の とす る。

〔支出法案〕

第100条 支出法案<supplybil1>と して知 られ る法案には、既定費お よび第99条 の(3)に

述べた額 に当た る支出以外 に して、統合基金か ら支払 われ る諸支 出項 目が含 まれ る

もの とす る。か くして この法案は、上記 の支出にみあ うべ く必要 な額 を統合基金 よ

り出し、かつこれを同法案 に明記 した諸 目的に当て るよう定め るもの とす る。

〔補正および超過支 出〕

第101条 いずれの財政 年度 についても、次の ことが明 らかになった場合、 すなわち 一

(a)い ずれかの 目的のため支 出法案 によ り当て られた額が不十分であ ること、

あ るいは支 出法案 によ りいか なる額 も当て られ なか った ような目的に対 して、
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支出が必要 となったこと;あ るいは

(b)支 出法案 によ りいずれかの 目的のために当て られ た額 を超過 して、 その

目的のために支出が行なわれた こと。

以上の場合、必要 とされ、または支出 され るべ き額 を示 す補正見積が下院議

会に提出され るもの とす る。 また これ らの支 出項 目も支 出法案 に含 まれ るも

の とす る。

〔不確定 目的のための支 出認可権〕

第102条 国会はいかな る財政年度に関 して も次の権限をもつもの とす る 一

(a)支 出法案 の可決前に、当該年度 の一部 に対する支 出を法律 によ り認め るこ

と;

(b)第99条 ～第101条 に従 わない場 合で も、何 らかの公務 の増大 も しくは不確

定的性格 のため、 あるいは異常に緊急な事態 のため、 そ うす るこ とが国会に

とって望 ま しい場合、当該年度 の全体 あ るいは部分 に対 す る支 出を法律に よ

り認め ること。

〔予備基金〕

第103条(1)国 会は法律 によ り予備基金<contingenciesfund>の 創設 を定 め、かつ財

政担当大臣に対 し、 も し同人が規定の存在 しないような支 出につき緊急かつ予

見 しえない必要が発生 した と納得す る場合、かか る必要に添 うため予備基金よ

り前払いさせ るよう定 めることがで きる。

(2)上 記(1)に 従 い何 らかの前払いが行なわれ る場合、補正 見積 が提 出され、か

つ この前払い額 に代わ る目的で出来 るだ け早 く支出法案が導入 され るものとす

る。

〔統合基金か らの引 き出 し〕

第104条(1)下 記(2)を 条件 として、次の場合以外ではいかな る金銭 も統合基金か らは引

き出されない もの とす る 一

(a)統 合基金に既定 されて いる場合;あ るいは

(b)支 出法案 によ り支 出が認め られ る場合;あ るいは

(c)第102条 にもとづ き支 出が認 め られ る場合。

(2)上 記(1)は 第99条(3)に 述べ たよ うないかな る額に も適用されない。

(3)連 邦法律に規定 された方法以外 では、 いかな る金 銭 も統合基金 か らは引 き

出され ない。
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〔会計監査長官 〕

第105条(1)会 計 監査 長官<Auditor-General>を 置 くもの とす る。同人は最 高元 首の助

言にも とづ き、かつ統 治者会議 と協議の後 に任命 され るもの とす る。

(2)会 計監査 長官の職 を保持 す るものは、再任の資格 があ るが、それ以外 のい

かな る連邦の公職、あ るいは州 のいかな る公職に も任官の資格 がないもの とす

る。

(3)会 計監査 長官はいかな る時 も職 を辞 すこ とがで きるが、連 邦裁判所裁判官

と同様 の理 由お よび方法によ らない場合 は罷免 されない もの とす る。

(4)国 会 は法に よ り、会計監査長官 の報酬 を定め る。か くして定 め られ た報酬

は統合基 金に既 定され るもの とする。

(5)会 計監査長官の報 酬および その他 の任官条件(年 金権 を含 む)は 、 同人 の

任命後 は同人の不利にな るよう変更 され ないもの とす る。

(6)本 条 の諸規定に従 い、会計監査 長官 の服務条件は連邦法律 によ り、 また連

邦法律 の諸規定 に従い最高元首 によ り、決定 され るもの とす る。

〔会計監査長官の権利お よび義務 〕

第106条(1)連 邦お よび諸州の会計 は会計監査長官 によ り監査されかつ報告 され るもの

とす る。

(2)会 計監査長官は、連邦および州 の会計 およびその他 の公共 当局お よび最高

元首が命令 によ り指定 され る諸 団体 の会計 に関 して、連邦法律 によ り規定 され

るようなその他 の義務 を遂行 し、か つかか る権限 を行 使す る。

〔会計監査長官の報告〕

第107条(1)会 計監査長官はその報告 を最高元首 に提 出 し、後 者は これ を下院議会に提

出 させ るもの とする。

(2)州 の会計、あ るいは州法律 によ り権限 を行使 する公共機関 の会計 に関す る

かか る報告の コピーは 当該州の統治 者あ るいは知事に提出され、後者は これを

当該州立法議会 に提出 させ るもの とす る。

〔国家財政評議会〕

第108条(1)国 家財政評議会<NationalFinanceCo㎝cil>を 置 く。構成員は首相、首

相 の選任 す る他 の複数の閣僚、および統治者 あるいは知事の任命す る各州1名

の代表 とす る。

(2)国 家財政評議会 は首相によ り首相 が必要 と考 えるだけ、お よび3州 あ るい

はそれ以上 の州 の代表が会議 を要求 す る時、召集 され る。 しか し少 な くとも1
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2ヶ 月 に1回 は会議 を開 くもの とす る。

(3)国 会財政評議会のいかな る会議 において も、連邦の他 の閣僚は、首相の代

理 をつ とめるこ とがで き、 また首相、 あ るい は同人の欠席 の場合 これに代わ る

閣僚が、 司会 するもの とす る。

(4)連 邦政府は下記の事項 に関 し国家財政評議会 と協議す るを義務 とす る 一

(a)連 邦 による州への交付金 の下付;

(b)い ずれかの連邦税 あ るいは料金 の徴収額の全体あ るいは部分の州への割

当て;

(c)連 邦お よび州の年間借款 必要額、 および連邦お よび州に よる借入権限 の

行使;

(d)州 への借款の供与;

(e)第92条 に従 う開発計 画の作成;

(f)連 邦管轄事項表第7項 目の(f)お よび(g)に 言及す る諸事項;

(g)第109条 の(2)あ るいは第110条 の(3)あ るいは(3A)に 述べ るような法律 の

ための法案 の導入提案;

(h)本 憲法 あるいは連邦法律 によ り国家財政評議会 との協議 を定め られ るよ

うなその他の事項。

(5)連 邦政府は その他いずれの事項 に関 して もそれが財政問題 を含む と否 とに

かかわ らず、国家財政 評議会 に意見 を求 めることがで きる。 またいずれの州 の

政府 も、 当該州 の財政状態に影響を及 ぼすようないずれの事項 に関 して も本評

議会 に意見 を求め ることがで きる。

〔州への交付金〕

第109条(1)連 邦は各財政年度に関 し、 各州 に対 して次の交付金を下付す る 一

(a)人 頭 交付<CapitationGrant>と して知 られ る交付。 これは第10付 則 の

第1部 の諸規定 に従い算定され るもの とす る;

(b)州 道交付 として知 られ る州道路維持の ための交付。 これは第10付 則 の第

11部 の諸規定 に従い算定 され るもの とする。

(2)国 会は時 々法律 によ り人頭 交付 の率を変 えることがで きる。 しか しかか る

法律 の結果 が交付 を減ず るものであ る場合、 同法律の 中に規定 を設け、いずれ

の州 がいずれの財政年度においても受け取 る交付額が その前年度に受け取 った

額 の90%を 下 らないことを保 障す ることとする。

(3)国 会 は法律 によ りいずれの州に対 しても特殊 目的のた め交付 を行な うこと

ができ る。交付 の条件はかか る法に より規定 することがで きる。

(4)本 条 の上 記の諸規定に述べた交付を行なうに必要 な額 は統合基金に規定 さ
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れ るもの とする。

(5)第103条 に従 い、予備基金が創 設 され る場合、支 出の緊急かつ予見 しない

必要 に応 ず るために同基金か ら前払いを行 な う権限は、かか る必要に応 ず るた

め、州 に対 して かか る前払いを行 な う権 限を含 むもの とす る。

(6)連 邦 は下記 のもの を州準備基金<statereservefund>と して知 られ る基

金 に払 い込 むもの とする 一

(a)(廃 止)

(b)毎 財政年度 に関 し、連邦政 府が国家財政評議会 と協議の後必要であ ると

決定 す るような額;

か くして、連 邦は時 々、国家財政評議 会 と協議 の後、開発 目的のため、あ る

いは一般的 に州歳入 を補正す るためいかな る州 に対 して も、州予備基金 か ら

交付 を行 な うことが できる。

〔税 ・料 金な どの州へ の割 当〕

第110条(1)下 記 の(2)を 条件 として、各州は、第10付 則 の第3部 に明記 した各種 の税、

料金等お よびその他 の財源 のうちか ら、 当該州内において集 め られ、課 せ られ

あ るいは募 られたあ らゆる徴収額を受け とるもの とする。

(2)国 会 は時々法律 によ り、第10付 則の第3部 の1、3、4、5、6、7、8、

12あ るいは14の 各セクシ ョンに明記 されたいずれの財源 をも、実質的に同価値

の他の財 源に代え るこ とがで きる。あ るいは こう して代 え られたいずれ の財源

も同様 に代え られ る。(訳 者注。第10付 則の第3部 で はsectionと はせず、i-

temと してい る)

(3)各 州は、連邦法律 によ り、あ るいはそれにも とづ き、規定 され るよ うな条

件 によ り、 当該州に産 出され る錫の輸出税の10パ ーセ ン ト、あ るいは同様 に し

て規定 され るよ うなそれ以上の額 を受け取 る。

(3A)国 会 は、各州が連邦法律 によ りあ るいは これにも とづ き定め られ るような

条件に よ り当該州に産 出す る(錫 以外の)鉱 物にかか る輸 出税の うち、 同様 に

して定め られ るような割合 を受 け取 るもの とす る、 と法律 によ り規定 す ること

がで きる。本条 において鉱物 とは鉱石、金属および鉱物油 を意味す る。

(3B)国 会は、(3)あ るいは(3A)が 認め る条件 を課す権限 を侵害 することな しに、

法律に よ り規定 され るような場合において、あ るいはこの ような場合 を除 き、

鉱物にかか る鉱 山使用料あ るいは同様の料金の徴 収を(借 地契約あ るいはその

他 の手段 によると、あ るいは州法<Enactment>に よ るとを問わず、また本項

の施行前後いずれにおいても当該手段が とられ、あるいは州法が可決 する とに

かかわ らず)、 同法律 に より禁止 し、あ るいは制 限するよう、規定 する ことが
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で きる。

(4)国 会は、(3)あ`る いは(3A)の 諸規定 を侵害す ることな しに、法律によ り次の

行為 をなす ことがで きる 一

(a)連 邦が募 り、あ るいは徴 収 したいずれかの税 あ るいは料金 の全部 あ るい

はい ずれかの部分を州 に移転 する;お よび

(b)連 邦法律に より認め られたい ずれかの税 あ るいは料金 を州 目的のために

集め る責任 を州に移管 する。

(5)本 条の(1)、(2)あ るいは(4)に もとづ き州 が受 け取 るべ き額 は統合基金へは

払 い込 まれない もの とする。 また(3)お よび(3A)に も とづ き州 が受け取 るべ き

額 は統合基金に既定 され たもの とす る。

〔借 り入れ に関す る制限〕

第111条(1)連 邦は連邦法律 にもとつか ない場合は借 り入 れを行 なわないもの とする。

(2)州 は、州法律 の権威に もとつかない場合、借 り入れ を行 なわ ない。 また州

法律は、州が連邦以外か ら、 も しくは5年 を越 えない期間 に限れ ば、連邦政府

が その 目的のために認めた銀行 あるいはその他 の金融機 関以外 か ら借 り入れ る

こ とを認めない。なお後者の場合 も連邦政府 が指定 す る条件 に従 わねば な らな

い。

(3)州 は、州法律 の権威に もとつ く以外はいかなる保証 も行 なわ ない。州に よ

る保証は、連邦政 府の許可お よび連邦政府が指定 する条件 に従 う場合 を除 き、

行 なわれない もの とする。

〔州 の定 員制変更 に関す る制限〕

第112条(1)本 条の(2)を 条件 として、いかな る州も、連邦 の承認 な しには、 それ 自身の

あるいはその部局 の定員 を増や した り、あるいはそうす ることの結果が年金、

賜金あ るいはその他の手 当な どに関 する連邦 の債務 を増 す ことにな る場合、確

定 した給与の率を変更 するこ とは しないもの とす る。

(2)本 条は次の場合 適用され ない 一

(a)年 金 あつかない任命でその最大給与が月に400リ ンギ ヅ トも しくは最高元

首命令に よ り定め られ るその他の額 を越えないもの;あ るいは

(b)年 金のつ く任 命でそ の最大給与が月に100リ ンギ ヅ トもしくは最高元首命

令 によ り定め られ るその他 の額 を越 えない もの。

第2章

サバ州、サ ラワク州への適用
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〔サバ州、サ ラワク州 の会計監査〕

第112A条(1)会 計監査長官 はサバ州お よびサ ラワク州の会 計、あ るいはそのいずれかの

州において州法律 によ り付与 された権限を行使 す るいずれの公共 当局 の会計

を問わず、それに関する報告 を最高元首(同 人は この報 告を下院議会 に提 出

せ しめ る)お よび当該州の知事 に提 出するもの とす る。 したがって第107条 の

(2)は これ らの報告には適用 されな い。

(2)知 事は 自己に提出 されたかか る報告 を州立法議会 に提 出させるもの とす

る。

(3)1969年 前において終 了す るいずれかの期間に対す る、(1)で 述べ た会計 に

関す る会 計監査 長官の権限 と義務は、サバ州 もし くはサラワク州 においては、

当該州にそのつ ど駐在 する会計監査局の上級公務員によ り代 わって行使 ・遂

行 され ることを条件 とす る。

ただ し同公務 員の不在あ るいは執務不能、あ るいは空席 の問 は、その権限お

よび義務 は会 計監査長官 自身あ るいは 同人の選定す る会計監査局 の公務員に

よって行使 ・遂行 され ることを条件 とする。

〔サバ州、サラ ワク州 の借入れ権〕

第112B条 第111条 の(2)は 、それが 当面の間連邦の 中央銀行 の承認 を得て いれば、サバ州

も しくはサラ ワク州 が 自州 の法律 によ り自州 内において借 り入 れる権限 を制限 し

,な いもの とす る。

〔サ バ州、サ ラワク州に対す る特別交付 および歳入の割当〕

第112C条(1)第112D条 の諸規定 および第10付 則の関係項 目に示された制限 を条件 として、

(a)連 邦はサバ州 とサ ラワク州 に対 して、各財政年度 に関 して第10付 則 の第

4部 に明記 した交付 を行 なうもの とする;お よび

(b)各 州は第10付 則 の第5部 に明 記 した税、料金、および賦課金の全徴 収額

の うち、当該州内において集 め られ、課せ られ、あ るいは募 られた もの、

あ るいはそのよ うに明記 された部分 を、受け取 るもの とする。

(2)同 付則第4部 に明 記 した交付 を行 なうため必要 とされ る額、お よび同第5

部の3あ るいは4に も とづきサバ州 も しくはサラワク州 が受 け取 るべ き額 は、

統合基金 に既 定されたもの とす る。また同第5部 にも とづきサバ州 も しくは

サ ラワク州が別 に受け取 るべ き額 は統合基金に払い込 まれないもの とす る。

(3)第110条 において(3A)お よび(4)は サバ州 もし くはサラ ワク州 に適用 されな

いもの とす る。

(4)第112D条(5)を 条件 として、第110条 の(3B)は 、サバ州 も しくはサラワク州
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に関 して 一

(a)鉱 物油 を含む全 ての鉱 物に関 して適用 され るもの とする;し か し 一

(b)国 会 に対 しては、いずれの鉱物 につ いて も州に よる鉱山使用料の徴収を

禁止 した り、あ るいは州 に よって徴収 され る鉱山使用料を制限す るような

権限 を認め ないもの とす る。 これは、州が有 する(輸 出税 と して計算され

る)従 価10パ ーセ ン トに及ぶ使用料 の受取資格を制 限 しないためであ る。

〔サバ州、サ ラワク州への特別交付 の再検 討〕

第112D条(1)第10付 則第4部 の1お よび2の(1)に 明記された交付 、お よび本項 によ り

なされ る代替的あ るいは追加 的交付 は、下記(4)に もい う間隔 をおいて、連邦

および関係州の政府に よって再検 討され るもの とす る。 また も しこれ ら諸政

府が これ らの交付の変更 あるいは廃止、あ るいは これ らの交付あ るいはその

いずれか の代わ りにあ るいはそれ に加 えて、別 の交付 を行な うことに同意 す

る場合、上記第4部 および第112C条 の(2)に は、 この同意 を施 行させ るために

必要 とされ る改正を、最高元首の命令 によ りほ どこすもの とす る:

ただ し、最初の再 検:討において 同第4部1の(2)に 明記 された交付は、その

後 の5年 間の額 を定め るとい う目的のため以外では、疑 問に付されないこ と

を条件 とする。

(2).本 条 にも とつ く再 検討 はいずれ も、関係諸州の不足分 とともに連邦政府の

財政状態 をも考慮す るもの とす る。 しか しこの再検 討に際 しては(こ うした

考慮 に従 い)州 歳入が再検:討の時点 にお いて州の諸公 共事業 の費用に見合 い、

かつ事業 の拡大のため合理 的 と思 われ るだけの支給 を含 めて十分であ るこ と

を保証 す るよう努め るもの とす る。

(3)再 検討 にお いて支 給が行 なわれ るべ き期間は、5年 あ るいは(最 初 の再検

討の場合 を除 き)連 邦 と関係 州の間で合意す るそれ以 上の期 間 とす る;し か

し(1)に も とづ き、再 検討の結果を施行 するための命 令は、同項に もとつ くそ

の後の命令 によ り代 え られる場合 を除 き、同期 間の終 了後 も継続施行 され る

もの とす る。

(4)本 条 にも とつ く再 検討は、1968年 末以降か らの再 検討、あ るいは第2回 ま

たは それ以降の再検討においては前 回の再検討によ り定 め られた期 間の終 了

以降か らの再検討、の諸結 果を施行で きるよう保証す るため、合理 的に必要

な時期以前 には行なわれない もの とす る;し か し、以上 を条 件 としてサバ州

とサ ラワク州 に関す る再検 討は1969年 および1974年 をも って始 まる期 間にっ

いて行 なわれ るもの とし、またその後 については、連邦あ るいは州の政府 が

必要 とす る時(前 回の再検 討において定 めた期間あ るいはその後)に2州 中
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のいずれ の州 につ いて も行 なわれ るもの とす る。

(5)も し本条 にも とつ くいずれかの再検 討に際 し、連邦政府が、第10付 則第5

部 にも とつ く歳入の割 当(本 項 に もとつ く代替的あ るいは追加的割 当を含む)

のいずれ かを変更 しあ るいは第112C条(4)を 変更す るとい う意 向を州 に通告す

る場合、 この再検討は この変更を考慮す るもとの し、 かつ同再検:討において

定めた期 間の始 めか らこの変更を施行す るために、最高元首 の命令 によ り、

支 払いが行 なわれ るもの とす る。

ただ し本項 は4、7お よび8な どのセク ションにもとつ く割 当には適用 さ

れず、また第2回 の再検討までは5あ るいは7の セクシ ョンにもとつ く割 当

にも適用 され ないことを条件 とす る。

(6)も しいずれの再検討 に際 して も連邦政府 と州政府 とが いずれかの事項につ

いて合意 に達 しない場合、 この件れは独立 した査定 人に委託 され るもの とし、

その勧告は関係 諸政府 を拘束 し、かつあたか もこれ ら諸政府 間の合意であ る

かの如 くに、実施 され るもの とす る。

(7)第 ユ08条の(4)は 、本条の も とに発生 する諸問題に関 し、連邦政府 を して国

家財政評議会 に意 見を打診せ しめ ることには適用されないものとす る。

(8)本 条に もとつ く最高元首の命令 は国会の各院に提 出され るもの とす る。

第112E条(廃 止)
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第8部

選挙

〔選挙の管理 〕

第113条(1)選 挙委員会<ElectionCo㎜ission>を 設置 する。 同委 員会 は第114条 に従

って構成 され る。同委員会は、連邦法律の諸規定 に従 い、下院議会お よび州立

法議会の選挙 を管理 し、かか る選挙の ための選挙人名簿 を準備 ・改訂す るもの

とす る。

(2)(i)下 記(ii)を 条件 として、選挙委 員会は、 自 ら必要 と見 なすに従い時に応

じて、 連邦、州 の選挙区分割<division>を 見直 し、第13付 則 に定め られ

た諸規定 を満 たすべ く必要 と思われ る変更 を勧告す る。立法議会選挙のた

めの選 挙区見 直 しは、下院議会選挙のための選挙区見直 しと同時に行な う

もの とす る。

(ii)本 条 に もとつ く1回 の見直 しの完 了日と次回の見直 しの開始 日までには

8年 を下 回 らない間隔 を置 くもの とす る。

(iii)上 記(i)に も とつ く見直 しは、開始 日よ り2年 を越え ない期間以内に完

了す るもの とす る。

(3)も し選挙 委員会 が、第2条 にも とづ き制定 された法律の結果、本条 の(2)に

述べた再検 討を行 な うことが必要であ る、 と考 える場合、(2)に もとつ く最後

の再検 討よ り8年 を経過 して いる と否 とにかかわ らず、再検討 を行な うもの と

す る。

(3A)(i)下 院議会 の選出議員数が第46条 の改正 によ り変更 され る場合、も しくは

州 立法議会 の選 出議員の数が州立法議会の制定す る法律 によ り変更される

場合、選 挙委 員会 は、(3B)を 条件 として、かか る変更の結果影響を受ける

地 域の連 邦も しくは州への分割の見直 しを行な うもの とする。

(ii)上 記(i)に よ る見直 しは、(2)の(i)に い う見直 しに関 しては、(ii)に 規

定 された問隔 に影響 しないもの とする。

(iii)第13付 則 の諸規定 は、本項 による見直 しに適用 され るが、ただ し選挙委

員会 が必要 と考 え る修正 を条件 とするもの とする。

(3B)(3A)の(i)に い う本憲法第46条 へ の改正、 も しくは州 立法議会で成立 した法

律が、(2)で い う最後 の見直 しの完 了 日か ら8年 を経て施行 され る場合、また

選挙委員会 が(2)に もとつ く見直 しを行 なう必要があ る との見解にあ る場合、

選挙委員会 は、(3A)の(i)に も とつ く見直 しを行 なわ ず、代わ りに(2)に もとつ

く見直 しを行な う。かか る見 直 しを行 なうに際 して選挙委 員会 は、(3A)の(i)

にい う法律 改正の結果影 響を被 る地域 を考慮 するもの とする。
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(4)連 邦法律 あ るいは州法律 は、選挙委員会に対 して、(1)に ふれたもの以外の

選挙の管理 を認め ることがで きる。

(5)選 挙委員会 は、本条にも とつ く諸機能 の 目的に必要 であ るか ぎり、規則 を

定め ることがで きる。 しか しかか る規則はいずれ も連 邦法律 の諸規定 を条件 と

して、効力を もつ もの とす る。

(6)本 条 の(2)に もとつ く再検 討はマ ラヤ諸州およびサ バ州、 サラワク州 につい

て別 個に行 なわれ るもの とす る。本第8部 の諸 目的のため、 「再検 討の単位」

<unitofreview>と い う表現は連邦選挙区については、再検討の地域、 およ

び州選挙区については、州を意味す るもの とす る。また 「マラヤ諸州」 という

表現はクアラル ンプル連邦区 とラ ブア ン連邦区 とを含 むもの とする。

(7)本 条 の(3)を 条件 と して、いずれかの再検 討の単位 に関する(2)に も とつ く

最初 の検討のための期間は、本憲法あ るいはマ レーシア法 にも とつ く当該単位

に対す る最初 の選挙区の区画か ら起算され るもの とする。

(8)本 条 の(7)に もかかわ らず、(2)で い う見直 し期間は、1973年 憲法改正(第

2号)法 の可決後に行なわれたマラヤ諸州の見 直 し単位 に関 しては、同法可決

直後 の見直 し単位に関す る最初 の選挙区画定 か ら起算 するもの とす る。

(9)(2)も し くは場合 に よ り(3A)に も とつ く見 直 しの開始 日は、第13付 則の4に

い う(国 会議 長お よび首相 への、訳者補足)通 知 を官報で公示 する日とす る。

(10)(2)も しくは場合 に よ り(3A)に も とつ く見 直 しの完 了日は、第13付 則 の8に

い う首 相に対 す る報 告書の提出 日とす る。またかか る日の通知は、選挙委員会

によ り官報 に公示され るもの とす る。

〔選挙委員会 の規則 〕

第114条(1)選 挙委 員会 は、最高元首 が統治 者会議 と協議 の後任命す るもの とす る。同

委員会 は委 員長1名 、副委員長1名 、委員3名 か らな るもの とす る。

(2)最 高元首 は、選挙委員会 の委員を任命 す るにあた り、公けの信 任を うるよ

うな委 員会 を確保す ることの重要性 に留意 するものとす る。

(3)選 挙委員会 の委員は、年齢65歳 に達す るか、 あるいは(4)に もとづ き資格 を

喪失すれば、 職を停止す るもの とす る。また委 員はいかな る時 も最 高元 首にあ

てた 自筆の書状に よ りその職 を辞 す ることがで きるが、 しか し連邦裁判所 の判

事 と同様 の理 由 ・手続に よらない場合、罷 免され ない もの とす る。

(4)最 高元首 は、(3)の いずれに もかかわ らず、次の場 合は選挙委員会 のいずれ

の委員をも命 令に よ り罷免す るもの とする。

(a)委 員が免責未決済破産 者であ る;も しくは

(b)当 該委 員が有給の職、も しくは委貝会以外の職 に従事す る場合;も
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しくは

(c)委 員が 国会の いずれかの院あ るいは州立法議会 の議員で ある場合。

(4A)(4)に おけ る欠格規定 に加 え、選挙委員会の委員長は、 も し同職任命3カ 月

後 も しくはその後 の どの時点にお いて も、公共 その他 いずれ を問わ ず何 らかの

組織 あ るいは機関 の、 も しくは商業、工業、あ るいはそ の他 の事業の理 事会あ

るいは経営 重役会 の一員 とな り、 も しくは従業員あ るい は雇用者 とな り、 もし

くはそれ ら事業体 の諸事あ るいは ビジネスに従事す る場合は、そ こか らいかな

る給 与、報 酬、利益、利潤 を受 ける受 けない にかかわ らず、 その職 を保 持す る

資格 を奪わ れ るもの とす る;

ただ し、 それ らの事業体が何 らかの福祉、 も しくはボ ランタ リ事業、 もしく

は社会 やその一部 に利益 をもた らす目的、 も しくは慈善 その他社会的性 質の事

業 も しくは 目的 を遂行す るものであ る場合、 またそ こか らいかな る給与、報酬、

利益 、利潤 をも受 けない場合は、上記 の資格剥奪は適用 され ない もの とす る。

(5)国 会は法律 によ り選挙委員会委員の報酬 を定 め るもの とする。 この報 酬は

統合基金 に既定 され るもの とす る。

(5A)本 条 の諸規定 を条件 と して、国会は法律に よ り選挙委員会委員の報酬以外

の職務条件 を定め るもの とす る。

(6)選 挙委 員会委員の報酬お よびその職務条件は、当該委員の任命後において

は、 同人に不利 になるよう変 えられ ないもの とす る。

(7)選 挙委員会委員長が、いずれかの期間につ き、最高元首 よ り休暇を下賜 さ

れて い る場合 、も しくは連邦 内不在、病気、 あるいはその他の原因で職務 を遂

行で きない場合、副委員長がそ の期間 につ き委員長の職務 を遂行す る。またも

し副 委員長 も不在 の場合、 も しくは職務遂行不能 の場 合、連邦元首は同委員会

の委 員をその期間 につ き委員長の職務 を遂行 させ るよう任命 することがで きる。

〔選挙 委員会へ の援助 〕

第115条(1)選 挙委員会は、 自らか最高元首の承認をえて決め る数の人員を、同様 に し

て決 めた条件 で雇用 することがで きる。

(2)す べての公共 当局は委員会の要請に もとづ き、委員会の義務遂行 に対 して

可能 なかぎ りの援助 を与 えるものとす る。 また委員会 は、第113条 に述べ た選

挙区画定 のために勧告 を行な う とい う機能 を行使す るに際 し、連邦政府 の2名

の公務 員の助 言を求め るもの とする。 この2名 は、連邦選挙のための再検:討の

単位 におけ る地誌 および 人口の分布等 に特別の知識 を有す るもの とす る。また

この2名 は同上の 目的の ため最高元首 によ り、選定 され るもの とす る。
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〔連邦選挙区〕

第116条(1)下 院議会議員の選挙 に関 し、再検討の単位は、第13付 則 に含 まれ る諸規定

に従い選挙区 に分割 され るもの とす る。

(2)選 挙区の総数は、議員の数 に等 しいもの とし、1選 挙区につ き1議 員が選

挙 され るもの とす る。 またマ ラヤ諸州 においては この総数 か ら、第46条 と第1

3付 則に含 まれ る諸規定 に従 い決め られた数が各州に配 分され るもの とす る。

(3)(廃 止)

(4)(廃 止).

(5)(廃 止)

〔州選挙区〕

第117条 州立法議会議員の選挙に関 し、州は選 出議員 と同数 の選挙 区に分割 され、1選 挙

区につ き1議 員が選挙 され るもの とする;こ の分割は、第13付 則 に含 まれ る諸規定

に従い行なわれ るもの とす る。

〔選挙 に対す る異議 申 し立ての方法〕

第118条 下院議会 あ るいは州立法議会のいかな る選挙 も、当該選挙 の行 なわれた地域 にお

いて司法権 を有す る高等裁判所に対 して提出され る選挙請願<electionpeti-

tion>に よらない場合は、疑問に付 されないもの とす る。

〔落選の選挙請願を問 う方法〕

第118A条 下院議会 も し くは州立法議会 への落選に対す る不服の 申 し立ては、選挙請願 と

見な され る。高等裁判所 は 当選させ るに適切 と思う命令 を出すことがで きる。だ

が第54条 あ るいは第55条 に よ り、 もし くは場合 によ り州憲法の相 当す る規定 によ

り指定され る期 間以内に当選が果た されない場合は、 当該人が正 当な選出を受け

なか った と宣言す る理 由は存在 しないもの とす る』

〔選挙人資格 〕

第119条(1)す べての市民は、も し 一

(a)資 格審査 日において21歳 に達 し;ま た

(b)か か る資格審査 日においていずれか1選 挙 区の居住者であ り、 あ るいは

もし居住 していない場合 は不在投 票者であれば、下院議会 あ るいは立法議会

のいずれの選挙においても投 票の資格が あるもの とす る。ただ し同人が(3)

に もとづ き、あ るいは選挙に関 して犯 した罪に関す る法律 にも とづ き資格 を

喪失す る場合 は例外 とす る;し か し何人 も同一の選 挙において1つ 以上 の選
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挙 区では投 票 しないもの とす る。

(2)も し何人 かが、精神病 もし くは精 神欠陥を患 う者を全 般的にあ るいは主に

受 け入れ、治療す る場所 にい る患者 であ るとい う理 由だけで特定 の選挙 区内に

いる場合、 あ るいは拘留状態 にあ るとい う理 由だけでいずれかの選挙区内にい

る場合、 同人は(1)の 諸 目的のため、当該選挙区には居住 していない もの と見

なす。

(3)何 人 も次 の場合、下院議会 あ るいは立法議会 の選挙 において、選挙人 とし

て の資格 を失 う 一

(a)資 格審査の当 日、不健全 な精神 の持 ち主<apersonofunsoundmind>

と して拘留 されてい るか、拘 留宣告 に服 してい る場合;あ るいは

(b)資 格審査 日の前に英連邦のいずれかの地域 において、有罪 と宣せ られ、

死刑 あるい.は12カ 月を越 え る期 間の拘留を宣告 されて お り、 このため資格審

査 日にお いて もこの刑罰に服 していなければな らない場合 。

(4)本 条 にお いて 「資格 審査 日」 とは、その 日現在 において選 挙人名簿 が準備

され、あ るいは改訂 された ところの 日を意味 し、 また 「不在投 票者 」とは選挙

に関 する法律 の諸規定に もとづ き、 いずれかの選挙 区に関 して不在投票者 とし

て登録 され た市民 を意味す る。

〔上院議会の直接選挙〕

第120条 第45条(4)に 従 い、選挙人の直接 投票に よる上院議 員の選 挙に関 し、国会 によ り

規定が作 られ る場合、

(a)州 全体が単一の選挙区を構成 し、各選 挙人は、 その選挙 で充されるべ き

議席数 と同 じ数の投票権を上院議会 のいかな る選挙 においても、もつ もの と

す る;ま た

(b)下 院議会選挙 に対す る選挙人名簿は上院議会選挙 に対す る選挙人名簿で

もあ るもの とす る;ま た

(c)第118条 、第118A条 および第119条 は上院議会選挙 に関 しても、 下院議会

選挙 に対 す ると同様に適用され るもの とす る。
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第9部

司 法

〔連邦の司法権 限〕

第121条(1)同 等の司法権 と地位 をもつ2つ の高等裁 判所 を置 く。すなわち 一

(a)マ ラヤ諸州には、マラヤ高等裁 判所<HighCourtinMalaya>と して知

られ、クア ラル ンプルを主た る所在 地 とす る裁判所;お よび

(b)サ バ州 とサ ラワク州には、 サバ ・サラ ワク高等裁判所<HighCourtin

SabahandSarawak>と して知 られ、最 高元首 が定め るサバ、サ ラワク州 内

の場所 を主た る所 在地 とす る裁 判所 であ る。

(c)(廃 止)

また連邦法律 が定 め る下級裁判所<inferiorcourt>を 置 く。高等裁判所

と下級裁判所 は、連邦法律 によ り、 も しくはそれに もとづ き、付与 され る司

法権 と権限 を もつもの とする。

(1A)(1)に い う裁判所 は、イスラム法廷<SyariahCourt>の 司法権に属す る事

項 に関 しては司法権 を持 たないもの とする。

(1B)控 訴裁判所<MahkamahRayuan,CourtofAppeal>と して知 られ、クアラ

ル ンプルを主た る所在地 とする裁判所 を置 く。 この控 訴裁判所は、以下の司法

権 を持 つ、すなわち 一

(a)高 等裁 判所 もしくはその裁判官 の決定(高 等裁 判所の登録官 も しくはそ

の他 の事務 官がだす同裁 の決定で、連邦法律 によ り同裁裁 判宮に対 して控訴

可能 なものを除 く)に 由来 する控訴 を裁 く司法権;お よび

(b)連 邦法律 に よ り、 も しくはそれ にも とづ き付与され るその他 の司法権。

(2)連 邦裁判所<MahkamahPersekutuan,FederalCourt>と して知 られ、主た

る所在地 をクアラル ンプル とす る裁判所 を置 く。 この連邦裁 判所は、以 下の司

法権 を持つ もの とす る。

(a)控 訴裁 判所 、も しくは高等裁判所、 も しくはその裁判官 、の決定 に由来

する控訴 を裁 く司法権;

(b)第128条 お よび第130条 に明記 され るような第一審管轄権 あ るいは顧 問司

法権<consultativejurisdiction>;お よび

(c)連 邦法律 に より、 も しくはそれ にも とづ き付与 され るその他 の司法権。

(3)連 邦法律 に よ り、 あ るいは もとづ き課せ られた諸制 限を条件 として、(1)に

い う裁 判所 あ るいはその裁判官 による、 いかな る命令 、判決 あ るいは令状(そ

の性格 が許 す限 り)も 、その趣意 に従 い、連邦中で完全 な強制 力 と効力 を持つ

もの とし、 かつ連邦のいかなる地域 にお いて も実施、 あ るいは施行 するこ とが
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できる。また連邦法律は、連邦の一方 の地域 にお ける裁判所 あ るい はその係官

が他方 にお け る裁判所のため に働 くよう規定す ることがで きる。

(4)最 高元首 は、サバ州 ・サ ラワク州高等裁判所 の主た る所在地 を決定す るに

際 して、首相 の助言 にもとづ き行動 す るもの とする。 また後者 はサバ州お よび

サラワク州 の州首相お よび高等裁判所 の首席裁判官に意見 をき くもの とす る。

〔連邦裁 判所 の組織 〕

第122条(1)連 邦裁判所は、裁判所長官(そ の呼称は連邦裁判所首席裁判官<Chief

JusticeoftheFederalCourt>)、 控訴裁判所長官、高等裁判所首席 裁判官

<ChiefJudgesoftheHighCourt>の ほか、最高元首が命令 によ り他 に規定

す るまで、4名*の 他の裁判官お よび、(1A)に 従い任 命 され る追加的裁判官な

どによ り構成 され る。

下段 に次 の注 記 あ り。 「*現 在 は7名seeP.U.(A)114/82」 」

(1A)本 憲法 のいか なる規定に もかかわ らず、連邦裁判所首席裁判官の助言にも

とづき行動 す る最高元首は、 自 らが指定 する特定の 目的 もし くは期間につ き、

マ レー シアで高度の 司法職にあ るもの を連邦裁判所の特 別裁 判官<additional

judge>と して任命 す ることがで きる:

ただ し、か か る特別裁判官は、65歳 の年齢 に達 した との理 由では任官の資格

を失わ ないもの とする。

(2)控 訴裁判所 の長官以外の控訴裁判所裁判官 は、連邦裁判所の首席裁判官が司

法の利益 に とり必要 と見なせば、連邦裁判所の裁判官 と して執 務す ることがで

きる。 また当該裁判官は首席裁判官 によ り(必 要に応 じて)そ の 目的のために

指名され るもの とする。

〔控 訴裁判所 の構成)

第122A条(1)控 訴裁 判所は、委員長(呼 称 は長官<PresidentoftheCourtofAp-

pea1>)お よび、最高元首が命令 に より他 に定め るまで、他 の10名 の裁 判官

によ り構成 される。

(2)高 等 裁判所 の裁判官 は、控訴裁判所 長官 が司法の利益 に とり必要 と見なせ

ば 、控 訴裁 判所の裁 判官 として執務 す るこ とがで きる。 また 当該裁判官は、控

訴裁判所 長官 が高等裁判所首席裁 判官 と協議 の後(必 要 に応 じて)そ の 目的の

ために指名す るもの とす る。
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〔高等裁判所 の構 成〕

第122AA条(1)各 高等裁判所は、首席裁 判官<ChiefJudge>と その他4名 を下回 らない

数 の裁判官 によ り構成 され る;し か し他 の裁判官 の数 は、最高元首が命令 に

よ り他に定め るまで、以下 の数を越 えない もの とす

(a)マ ラヤ高等裁判所においては47名;お よび

(b)サ バ ・サ ラワク高等裁 判所 においては10名 。

(2)高 等裁 判所裁判官 として任 命され る資格 のあ るものは、第122B条 に従 い

(必 要に応 じて)そ の 目的のために指 名されれば、 同裁判所 の裁判官 と して執

務 す ることがで きる。

〔補助裁判官の任命〕

第122A8条(1)マ ラヤ高等裁判所お よびサバ ・サ ラワク高 等裁判所 の業務 の円滑化 をは

か るため、首相の助言に もとづ き行動 す る最 高元 首は、連邦裁判所首席裁判

官 と協議後、高等裁判所裁判官 として任命され る資格 のあ るものを、命令 に

よ り期間、 目的 を指定 した上 で補助裁 判官<judicialcQm皿issioner>と して

任命 す ることがで きる。か くして任命 された ものは、 自らが遂行 する必要があ

ると思 う高等裁判所裁判官の職 務を遂 行す る権 限をもつ。 この任命 によ り行動

す る際 に当人 の行 なうことはすべて、 当該裁 判所 の裁判官の それ と同 じ有効性

と効 力 を持 つ もの とする。

(2)第124条 の(2)お よび(5)の 諸規定 は、高等裁 判所裁判官 に対 する と同様、補

助裁判官に も適用 され る。

〔連邦裁判所お よび高 等裁判所の裁判官の任命〕

第122B条(1)連 邦裁判所首席裁判官、控 訴裁 判所長官 、高等裁判所首席裁判官、お よび

(第122C条 を条件 として)連 邦裁判所 、控 訴裁判所、高等裁判所のその他の裁

判官は、首相 の助 言にもとづ き行動す る最高元首 が統治者会議 と協議 した後に

任命 するもの とする。

(2)首 相は、(1)に も とつ く連邦裁判所 首席裁 判官以外の裁判官の任命に関 する

助言を行 なう前に、 同首席裁判官 と協議 する。

(3)首 相は、(1)に も とつ く高等裁判所 首席裁判官 の任命 に関 する助言 を行 なう

前 に、各高等裁 判所 の首席裁判官 と協 議 する。 またも しその任命がサバ ・サ ラ

ワク高等裁判所 に関 す るものであ る場 合は、サバ、 サラワク各州 の首席大 臣と

協議す る。

(4)首 相 は、(1)に も とつ く連邦裁判所 首席裁判官、控訴裁判所長官 も しくは高

等裁判所首席裁 判官以外の裁判官の任命 に関す る助 言を行 なう前 に、 もしその
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任命が連邦裁判所に関するものであれば、連邦裁判所首席裁判官 と、またその

任命が控訴裁判所に関するものであれば、控訴裁判所長官 と、さらにその任命

が高等裁判所に関するものであれば、高等裁判所首席裁判官 とそれぞれ協議す

る。

(5)本 条は、高等裁判所の首席裁判官以外の裁判官の任命に適用されると同様

に、第122飴 条(2)に もとづき高等裁判所裁判官として執務するものの指名に適

用され る。

(6)連 邦裁判所、控訴裁判所、もしくは高等裁判所の諸裁判官の任命日にもか

かわらず、首相の助言にもとづき行動する最高元首は、連邦裁判所首席裁判官

と協議 した後、かかる裁判官間相互の序列を決定する。

〔高等裁判所間の裁判官の転任〕 層

第122C条 第122B条 は、一方の高等裁判所の首席裁判官でない裁判官を他方の高等裁判所

の首席裁判官でない裁判官へ配置転換させる場合には、適用されない。かかる配

置転換は、最高元首が連邦裁判所首席裁判官の推薦にもとづき2つ の高等裁判所

の首席裁判官と協議をした後に行なわれるものとする。

〔連邦裁 判所、控訴裁判所 および高等裁判所 の裁判官の資格)

第123条 第122B条 による連邦裁判所裁判官、控 訴裁判所 裁判官、 も しくは高等裁判所裁判

官へ の任命資格 には、次 を条件 とす る 一

(a)市 民<acitizen>で あ ること;お よび

(b)任 命 の前 の10年 間、 これ らの裁判所の弁護 士<advocate>で あ ったもの、 も

しくは連邦 の司法 ・法務業 に従事 してい たもの、 もし くは州の法務業に従 事 し

ていたもの、 も しくはこの期間時 に応 じて これ らを転任 した もの。

〔裁判官の就任誓言〕

第124条(1)連 邦裁判所の首席裁判官は、職務を遂行する前に第6付 則に定められた就

任 と忠誠の誓言を行ない、署名せねばならない。またこれは最高元首の面前で

行なうものとする。

(2)連 邦裁判所の首席裁判官以外の裁判官、控訴裁判所裁判官、もしくは高等

裁判所裁判官は、裁判官の職務を遂行する前にいずれの裁判所においても司法

上の義務に関 して第6付 則に定め られた就任と忠誠の誓言を行ない、署名せね

ばならない。

(3)高 等裁判所首席裁判官に就任するに際 して誓言を行なうものは、これを同

高等裁判所の上級裁判官の面前で行なうものとする。
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(4)(3)を 条件 として、連邦裁判所裁判官に就任 す るに際 して誓言を行 な うもの.

は、 これ を同裁 判所 の首席裁判官の面前で行な う。 もし同人が不在 の際には、

在席す る次の上級裁判官 の面前で行な うもの とす る。

(5)高 等裁判所 の裁判官(首 席裁判官 を除 く)に 就任す るに際 して誓 言を行 な

うものは、 これ を同高等裁判所の首席裁 判官の面前で行 な う。も し同人が不在

の際には、在席 する次 の上級裁判官の面前で行 な うもの とする。

〔連邦裁判所 裁判官 の在職期間 と報酬〕

第125条(1)(2)か ら(5)ま での諸規定を条 件 として、連邦裁判所裁判官 は、満65歳 、 も

しくは最高元首が承認 すれば これを6カ 月越 えない時期、 に至 るまで在任 する。

(2)連 邦裁判所 裁判官は、最高元首へ宛 てた 自筆 の書 によ りいつで も辞任 す る

ことがで きる、 しか し本条の以下の諸規定 による以外 は、解任 されない もの と

す る。

(3)も し首相 、 も しくは首相 と協議 した連邦裁判所首席裁判官が、最高元首 に

対 して、連邦裁判所裁判官が、(3A)に 定め られた倫理 コー ドの いずれかの規定

に背馳 したとの理 由で、 あるいは心神 の衰弱 も し くはそのほかの原因 によ り公

務 を適切 に執 行 できな いことを理 由によ り職務 を適切 に果 た しえない との理 由

で、解 任 され るべ きで あると提議 す る場 合、最高元首 は、(4)に もとつ く裁決機

関<tribunal>を 任命 し、 これにその提議 を付託 するもの とす る。元首は、同

機関の勧告に も とづ き同裁判官を解任 す ることが で きる。

(3A)最 高元首は、連邦裁判所首席裁 判官、控訴裁判所長官お よび高等裁判所 首席

裁判官 の勧告に もとづ き、首相 と協議 した後、連邦裁判所の全裁判官が遵 守す

べ き倫 理 コー ドを書面で規定す ることがで きる。

(4)上 記の裁 決機関は、連邦裁判所 、控訴裁判所、 も しくは高等裁判所 の裁 判

官 を過 去 ・現在 において任官 した ことのあ る5名 を下回 らない数 の委員に よ り

構成され る。あ るいは も し最高元首が適切 と考 えれば、英連邦のいずれかの国

で過去 ・現在 において 同等の職 についていたか、 いるもの をもって構成 され る。

またその主宰者は次の序列、すなわち連 邦裁判所首席裁判官、控 訴裁 判所 長官、

そ して高等裁 判所首席裁判官の順 で、 またその他 の委員 については、委員へ の

就任の順序 噛(任命 日が 同一の場合 年輩者 が年少者の先 となる)で 決め られ る。

(5)(3)に よる付託 と勧告 を待つ問、最高元首は首相の勧告に もとづ き、 またそ

の他の裁判官 の場合は連邦裁判所 首席裁判官 と協議 した後で、連邦裁判所裁判

官を停職 させ ることがで きる。

(6)国 会 は、連邦裁判所裁判官 の給与 につ いて法 によ り規定す る。この規定 に

もとつ く給与は、統 合基金か ら既定費 として支 出され る。
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(6A)本 条 の諸規定を条件 として 、国会 は、連邦裁判所裁 判官の給与以外 の任 官

条件 を法 によ り規定す ることがで きる。

(7)連 邦裁判所裁判官の給与 その他 の任官条件(年 金権 を含 む)は 、任命後 当

該 人の不利 にな るよう変更されないもの とす る。

(8)(1)に もかかわ らず、連邦裁判所裁判官 によるいか な る行 動の妥当性 も、 当

人 が退任 の年齢 に達 した との理 由によっては、疑 問に付 されない もの とする。

(9)本 条 は、連邦裁 判所裁判官 に対 す ると同様、控訴裁判所 の裁 判官、お よび

高等裁判所裁判官に適用され る。ただ し、最高元首は、(5)に も とづ き、控訴裁

判所の長官 を除 く裁 判官、 も しくは高等裁判所 の首席裁判官 を除 く裁判官 を停

職 させ る前に、連邦裁 判所首席裁 判官 に代わ り同長官 も しくは同首席裁判官 と

協議す るもの とす る。

(10)控 訴裁判所 長官 と高等裁判所首席裁判官は連邦裁判所首席裁判官 に対 して

責任を負 うもの とす る。

〔裁判官 による権限の行使 〕

第125A条(1)本 憲法の何事にかかわ らず、以下 のように宣言 され る 一

(a)連 邦裁 判所 の首席裁判官 と裁判官 は、控訴裁判所 の裁判官 と高等裁判所

の裁判官が有す る権限 のすべ てを行使 するこ とがで きる。

(aa)控 訴裁 判所 の長官 と裁判官 は、高等裁判所の裁判官が有 するすべての権

限を行使 す ることができ る。

(b)マ ラヤ高等裁 判所 の裁判官 は、サバ ・サ ラワク高等裁判所の裁判官が有

す るすべての権 限を行使 するこ とが でき、 また逆 にサバ ・サ ラワク高等裁

判所 の裁 判官もマラヤ高等裁 判所 の裁判官が有す るすべて の権限 を行 使す

ることがで きる。

(2)本 条 の諸規 定は、 マ レー シア ・デー以降、本憲法の肝要 な部分 をな してい

と見なすべ きものであ る。

〔侮辱 を罰す る権限〕

第126条 連邦裁判所、控 訴裁 判所 も しくは高等裁 判所 は、

る権限を持 っ。

自己の法廷に対する侮辱を罰す

〔裁判官の行状に関する国会討議の制限〕

第127条 連邦裁判所、控訴裁判所もしくは高等裁判所の裁判官の行状は、国会のいずれの

院においても議員総数の4分 に1を 下回らない数により公告される実質的動議 にも

とつかない場合は討議されず、またいずれの州の立法議会においても討議されない
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も の とす る。

〔連邦裁 判所 の司法権〕

第128条(1)連 邦裁判所 は、権限 の行使 を規定 する法廷規則に従 い、次の事項 を決定 す

る権限 を持 つ。なおかか る権限 は他 のいか なる裁判所に も認め られない 一

(a)国 会、 あるいは場合 によ り州 立法府 が、 自己に立法権の ない事項に関す

る規定 を定 め るこ とを理 由に、 同規定 を盛 り込む法律 をつ くることが無効で

あ るか どうかを問う閤題;お よび

(b)州 と州 の間、 も しくは連邦 と州 との 間の、 その他 のあ らゆ る問題に関す

る紛争 。

(2)連 邦裁判所 は、 自己の上訴管轄権 を妨 げることな く、他の裁判所 で行 なわ

れ る訴訟手続 きにおいて本憲法 のいずれか の規定 につ き疑義が生ず る場合 、か

か る問題 を裁決 し、 その裁決 に従 い処理 させ るべ く他の裁判所 へ この件 を付託

す る権 限を有 する(か か る権限 の行使 を規定 する法廷規 則を条 件 として)。

(3)控 訴裁判所 や高等裁判所 も しくは それ らの裁判官か らの控 訴を裁 決す る連

邦裁判所 の上訴管轄権 は、連邦法律 によ り規定す ることので きるもの とす る。

第129条(廃 止)

〔連邦裁 判所 の顧 問司法権<advisoryjurisdiction>〕

第130条 最高元首 は、本 憲法 のいずれの規定の効力 に関 して も既 に発生 し、あるいは発生

しそ うに思 われ る問題 を連邦裁判所 にはか り、 その意見を求め ることが できる。

また連邦裁判所 は付託 され たかか る問題 に関する見解 を公開の法廷 で述べ るものと

す る。

第131条(廃 止)

〔連邦裁判所首席裁判官、控訴裁判所長官もしくは高等裁判所首席裁判官の執務不能

に関する規定〕

第131A条(1)連 邦裁判所首席裁判官、控訴裁判所長官、もしくは高等裁判所首席裁判官

の職務にして、当職が空席の場合、もしくは担任者が職務遂行不能の場合

に連邦裁判所の他の裁判官が職務を代行することに関して連邦法律が定める

規定は、本憲法にもとつく担任者の職務に及ぶものとする。

(2)控 訴裁判所長官、もしくは高等裁判所首席裁判官の職務にして、当職が空

席の場合、もしくは担任者の職務遂行不能の場合 に控訴裁判所もしくは高等裁
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判所の他の裁判官が職務代行することに関して連邦法律が定める規定は、連邦

裁判所裁判官としての職務以外の本憲法にもとつ く担任者の職務に及ぶものと

する。
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第10部

公 務

〔公務〕

第132条(1)本 憲法 の諸 目的 のため、公務 とは次の もの とす る

(a)軍 務;

(b)司 法 および法務;

(C)連 邦 の一般的公務

(d)警 察

(e)(廃 止)

(f)第133条 にいう共 同公務

(g)各 州の公務 一;お よび

(h>教 職<educationservice>。

(2) 本憲法 によ り別 に明白に規定す る場 合を除 き、本条(1)の(g)以 外 の公務職

へ の任命資格お よび服務条件は、連邦法律が、またかか る法律 の諸規定 を条件

として最高元.首が、 これ を規定す ることがで きる。また州公務職 への任命 資格

および服務条件 は、州法律が、 またかか る法律 の諸規定 を条件 として当該州 の

統治者あ るいは知事が、 これを規 定す ることがで きる。

(2A)本 条(1)の(a)、(b)、(c)、(d)、(f)お よび(h)に いう諸公務職 にあ るものは

いずれ も、本憲法 によ り明 白に規 定す る場合 を除 き、最 高元 首の嘉 みする間、

その職 を保持す る。 また州公務職 にあ るものはいずれ も、 当該州 憲法 によ り明

白に規定 する場合 を除 き、統治者あ るいは知事 の嘉み する間、 その職 を保持す

る。

(3)公 務 とは次の もの を含 まない もの とす る 一

(a)連 邦あ るいは州 におけ る行政職;あ るいは

(b)国 会の両院、あ るいは州立法議会 の議長、副議長 あ るい は議員 の職;あ

るいは

(c)連 邦裁判所、控 訴裁判所 、あ るいは高等裁判所の裁判官の職;あ るいは

(d)本 憲法に よ り設立され るいずれの委 員会 あるいは評議会の委員 の職;あ

るいは

(e)最 高元首が命令 によ り定 め る外 交使節 の職 に して、 この命令が なければ

連邦の一般 公務職 であ るもの。

(4)第136条 お よび第147条 を除 き、本第10部 にお いて、公務職 にあるものへの

言及は次の もの には適用 されない 一

(a)(廃 止)
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(b)法 務長官 、あ るいは州の法務顧問<1egaladviser>。 ただ し後者につい

ては任 免の規定が 当該州め憲法 に明瞭 に含 まれてい るか、あ るいは、同人が

当該州 の司法 ・法務職あ るいは公務職以外か ら任命され る場合 にか ぎる;あ

るいは

(c)最 高元首 あるいは統治者あ るいは知事の個人的スタ ッフ;あ るいは

(d)マ ラ ヅカ州お よびペナ ン州 の場合 に、州法律に よ り以下の任命規定 が定

め られてい る場合 一

)

)

)

)

)

●
-(

(

(

(

(

宗務 局 局 長;

宗 務 局 事 務 長;

ム フ テ ィ<Mufti>;

カ デ ィ ・ブサ ー ル<KadiBesar>;あ る い は

カデ ィ<Kadi>

(共 同公務)

第133条(1)連 邦お よび1州 あ るいは数 州に、 あるいは諸州の要請 によ り2つ あるいは

それ以上 の州 に共通す る共 同公務<Jointservices>は 、連邦 法律 によ りこれ

を設 け ることがで きる。

(2)い ず れか の公務の職に あるものが 一

(a)一'部 連邦 目的 のため、 また 一部州 目的の ため、あ るいは

(b)2つ あ るいは それ以上の州 の目的 のため に、

雇用 されて いる場合、連邦お よび州 あるいは関係 諸州 に よ り、 あ るいは場合

によ り関係諸州各 々によ り、支払われ るべ き報 酬の割合 は、連邦法律 を条件

として、協定 によ り、 あるい は協定 のない場合は同人に管轄 の及ぶ委 員会 に

より、決 め られ るもの とする。

〔公務 員の出向〕

第134条(1)連 邦は、州、地方公共機 関 あるい は法定機関、も し くはマ レー シア内外の

いか な る機 関か らの要請 に対 して も、 それ ら諸組 織の業 務のために公務 員を出

向させ るこ とがで きる。 また州 も、連邦 も しくは他の州、地方公共機 関あるい

は法定機関、 も しくはマ レー シア内外 のいか なる機関か らの要請に対 してもそ

れ ら諸組織 の業務 のため に自己の公務 員を出向させ ることがで きる。

(2)本 条のも とに出向する公務員 は、 当人が本来所属 してい る公務 部門の1員 の

身分 を保持 す る。 しか し当人の給与 は、 当人 が出向 する連邦、州、機 関も しく

は組織 によ り支払われ るもの とす る。
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〔解雇 および降格 に関す る制限 〕

第135条(1)第132条(1)の(b)～(h)に 述べ た公務職 にあ るものは、何 人も、解雇 あ るい

は降格 を行 な う機 関がその時点 で同等 の地位 の公務職員 を任命 す る権 限を有す

る局 よ り下 級であ る場合 、解雇 あ るいは降格 され ないもの とす る。

ただ し本項は、第132条(1)の(g)に 述べ た公務職 員に適用 される場合 は、次

の ようないかな る法律 にも適 用されない ことを条件 とす る;す なわちペナン

州お よびマ ラ ッカ州を除 く州 の立法府 が、当該州 の公務委員会 の全権限 および

機能 の うち、終身職 または年金職へ の最初 の任命 を行 なう権限以外 のものを、

当該州統治者の任 命す る委員会 によ り行使 させ るよう規定 するために定 め る法

に適用 されな い。

また、本項 にい う諸公務に属 す る公務 員が、出向先 の機 関によ り、この第1

0部 が適用 され る公務委 員会 に より託 された権限 に従い、解雇 され、 も しくは

地位 を低め られ る場合には、本項 は適 用されない。またこの但書 は、 ムルデカ ・

デー以降、本項の肝要な る部分 であ ると見なすべ きもので あ る。

(2)上 記の公務職にあ るものは何 人も申 し立ての妥当な機会 を与 え られ るこ と

な しに、解雇 あるいは降格されないもの とす る。

ただ し、本項は次の事項 には適用 されない:

(a)当 該人が刑事告発され有罪 が証明された行為 を理 由に解雇 も しくは降格

され る場合;も しくは

(b)解 雇 も しくは降格を行な う権 限を有す る機 関が、書面で記録 され る何 ら

かの理 由に よ り、 当該人の場合 本項 の規定 を遂行 するこ とに合理的現実性が

ない と認め る場合;も し くは

(c)最 高元首が、あ るいは州公 務員の場合 は当該州の統治者が、連邦 も しく

はその一部分 の保全のため、 本項の規 定を遂行 することが適切 ではない、 と

認め る場合;も しくは、

(d)当 該公務員に対 して拘留、監視、 居住制 限、追放 も しくは流刑 などの命

令が下 され た場合、 もし くは連邦あ るいはその一部分の安全保障、犯罪阻止、

予防拘禁、居住制限、追放、 移民、も しくは婦女子保護 な どに関わ る法 にも

とづ き、何 らかの形の制限も し くは拘 束その他 による監視が科 され た場合:

さ らにまた、本条の 目的のため、特 定公務 員の業務が、 当面施行 されてい る

何 らかの法 にもとづ き、 もしくは本憲法第132条 の(2)に もとづ き最高元首が

下す規則に よ り、公共の利益 のために停止 され る場合、かか る業務の停止は、

それ が同人 の不正行為 も しくは怠慢 と関係 す るしないにかかわ らず、 も しく

はかか る業務停止の結果があ る種の懲 罰で あるないにかかわ らず、解雇を正

当化 しない ものとする。 また この但 書は、 ムルデ カ ・デーに遡 り、本条の肝
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要な る部分で あると見なすべ きもので ある。1

(3)第132条(1)の(c)、(f)あ るいは(g)に 述べた公務職 にあ るものは、同人が法

によ り与え られた司法上の機能 を遂行す る際に行ない、あ るいは怠 った ことに

対 し司法 ・法務委員会の同意な しには、解雇あ るいは降格あ るいはその他 の懲

罰的措置を被 らない もの とす る。

(訳者注、1994年 版に付せ られた注によ ると、本条(1)中 にい う(h)は 、ActA193に よ り

(g)へ 変更 され とあ る。だが(h)は もともとActA193に よ り本条へ新 規に追加 さ

れ たものであ るか ら、 この注は、(g)と(h)を 取 り違えた ものか もしれない。)

〔連邦雇用者の公平な扱い〕

第136条 連邦の公務職 において同格 にあ るものは、人種 を とわず、雇用 の諸条件 に従 い、

公平 に扱われ るもの とす る。

〔軍評議会 〕

第137条(1)軍 評議会<ArmedForcesCouncil>を 置 く。同評議会 は最高元首 の権威の

も とに軍の指揮、軍紀および管理 等、 また作戦以外 での軍の使用 に関する諸事

項 に対 して責任 をもつ もの とす る。

(2)本 条の(1)は 、連邦法律 の諸規定 を条件 と して、発効 す る。またかかる法は

いずれ も、軍評議会 に対 し、軍に関す るいかな る機能 をも帰属 せ しめ るよう規

定 することがで きる。

(3)軍 評議会は次の委員か らな るもの とする;す なわち 一

(a)防 衛 に対 する責任 を担 う閣僚。 これ を議長 とす る;

(b)統 治者等 を代表 し、統治者会議 によ り任命 され るもの1名;

(c)最 高元首 によ り任命 され る参謀総長;

(d)文 官1名 。防衛次官の職務 を遂行す るもので、軍評議会 の書記 とする;

(e)最 高元首が任命す る2名 の連邦陸軍上級参謀;

(f)最 高元首が任命 する1名 の連邦海軍上級参謀;

(g)最 高元首 が任命 する1名 の連邦空軍上級参謀;

(h)そ の他武官 ・文官 を問わず最高元首が任命 する2名 の追加 委員。

(4)軍 評議会は委員 に空席があ って も機能 し、本憲法お よび連邦法律 を条件 と

して次 の諸事項 のすべて、あ るい はいずれか について定め ることがで きる;

(a)作 業 の構成、機能遂行の方法 および記録 ・議事録の作成;

(b)評 議会 の特定議 員の義務 ・責任 。 これは評議会のいずれかの議員に対す
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る権限 あるいは義務 の委任 を含む;

(c)議 員以外 の人々に対 する意見の打診;

(d)業 務(定 足数 決定 を含む)、 議員 の中か らの副議長の任命、お よび副議

長の機能等 の処理 に当 り評議会が従 うべ き手続 き;

(e)評 議会 が 自己の機能 をよ りよ く遂行 するために、規定 す ることが必要あ

るいは便宜的 と考 え るようなその他の諸事項。

〔司法 ・法務委員会 〕

第138条(1)司 法 ・法務委 員会<JudicialandLegalServiceCo㎜ission>を 置 く。そ

の管轄は 司法 ・法務職 にあ るすべての ものに及ぶ もの とす る。

(2)司 法 ・法務 委員会 は、以下に よ り構 成 され る 一

(a)公 務委 員会委 員長、 同人は 当該委員会の委員長を努 め る;

(b)法 務長官 、も しくは法務長官が国会議員であ るか、 あ るいは司法 ・法務

委員会委員以外か ら任命されてい る場合 は、法務次長;お よび

(c)最 高元首 が連邦裁判所首席 裁判官 と協議 の後、連邦裁判所、控訴裁判所

あ るいは高等裁判所 の裁判官であ るもの、 もし くはマ レーシア ・デー以前 に

おいて最高裁判所 の裁判官であ った もの、 もし くはそれ らの資格 を有 す るも

のの 中か ら任命 す る1名 、も し くはそれ以 上のもの。

(3)公 務委員会 の書記 は司法 ・法務委員会の書記にもなるもの とす る。

〔公務委員会〕

第139条(1)公 務委員会<PublicServiceCom皿ission>を 置 く。その管轄は第144条 に

従い、第132条(1)の(c)お よび(f)に のべた公務職 にあるものの うち会計監査長

官を除 くすべ てのもの、 マラ ヅカ州 とベナ ン州の公務職 にあ るもの、お よび本

条の(2)に 定 めたか ぎ りで、その他 の州の公務職 にあ るもの等 に及ぶ もの とす

る。

(1A)公 務委員会の管轄権は以下に及ぶ もの とす る 一

(a)連 邦の 一般公務員の うち、サバ州 もしくはサ ラワク州の連邦部局 に雇用

されてい るもの;

(b)サ バ州 も しくはサ ラワク州の一般公務 員のうち、連邦の一般公務 へ出向

して いるもの;お よび

(c)サ バ州 も しくはサラワク州の一般公務 員の うち、連邦のポス ト、 も しく

は 当該州の連邦 ポス トとなってい るその他 のポス トで働 くもの、 もし くは連

邦の一般公務員 になろうと選択 す るもの。

(2)マ ラ ヅカ州 およびペナ ン以外 の州 の立法府は、法律に よ り公務委員会の管

111



轄 を当該 の公務職 にあ るすべて あ るいはいずれの もの にも及 ぼすこ とがで きる。

しか しかか る法 は通過 日か ら12カ 月以前 には発効 しない もの とする。 またかか

る法が施行 されて いないような州 にお いて、い ずれの時点 にお いて も、 も し州

公務委 員会が設置 され ずその機 能 を遂行 しない場合には、公務委員会の管轄が、

連邦法律 によ りも しその 旨規定 されれ ば、 当該州の公務 職 にあるもの すべてに

及ぶ もの とす る。

(3)本 条 の(2)に 従 い、 いずれかの州 の立法府 によ り行なわれ る公務委員会の管

轄権 の拡大 は、 当該州の立法府が通過 する法 によ り廃止 ・修正 され うるもの と

す る。

(4)公 務委員会 は、最高元首が 自己の裁 量によるも、首相 の助言 を考慮 し、か

つ統治者会議 と協議 した上で任命 する次 の委員か らな る。 すなわ ち、委員長、

副委員長お よびその他 の4名 を下回 らない数の委員 とす る;し か しその他の委

員の数 は、最 高元首 が命令 によ り他 に規定 するまでは、30名 を越 えないもの と

す る。

(5)委 員長 あ るいは副委員長の いずれか は、最初 に任命 され た日にいた る5年

間のいずれか の時点 あ るいは現在 にお いて、公務職のい ずれか に就いてい るも

のの中か ら任命 され るもの とする。 また両者 ともこれ らの中か ら任命す ること

も可能であ る。

(6)委 員長あ るいは副委員長に任命 され た公務 職のいずれか にあ るもあは、本

第10部 が適用 され る委員会の委員以外 の連邦の公職には これ以上任命され る資

格 がないもの とする。

〔警察委員会 〕

第140条(1)警 察委員会<PoliceForceCo皿 皿ission>を 置 く。その管轄権は警察 の全職

員に及ぶ もの とす る。また同委 員会 は現行法律の諸規定 を条件 として、警 察の

全職 員に対 す る任命、承認、終 身あ るいは年金職制への位置づ け、昇格 、転任 、

および懲罰権 の行使 な どに責任 をもつもの とする。た だ し、国会は法律 に より、

警察力の全体 もしくはそのいずれの隊 員に対 して も、懲戒処分の行使を、その

や り方、遂行 当局 を含 めて規定 す るこ とがで きる。 またその場合、 もし遂行 当

局が警 察委 員会以外 であれば、 その当局 が行使 する懲戒措置は委員会に よって

は行使 されないもの とす る;か か る法 は、第10部 の規定 との整合性欠如の理 由

をもって しては無効 にされないもの とす る。

(2)連 邦法律 は警察委員会 によ る他 の機能 の行使 を規定 す るこ とがで きる。

(3)警 察委員会は次の委員によ り構成 され る;す なわ ち 一

(a)警 察に対 する責任を担 う閣僚 。 これを委員長 とす る;
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(b)警 察隊 の一般指揮 を担 う警察職員;

(c)警 察に対す る責任 を当面担 う閣僚の下に ある省で次官職 の職務 を遂行 す

るもの;

(d)最 高元 首が任命 する公務委員会の一員;

(e)最 高元 首の任命 するその他の2名 を下 らず6名 を越 えない数 の委員 。

(4)最 高元首 は警察 長官<Inspector-GeneralQfPQlice>、 同副長官<Depu-

tyInspectorofPolice>お よび これ らと同等あ るいはそれ以上の地位 にあ る

と同元首が考 え る警 察におけるその他いずれの地位 をも、特別職 と指定 す るこ

とがで きる。 このよ うな特別職への任命は、本条 の(1)に 従 って行 なわれ るので

な く、最高元 首が警 察委員会の勧告に も とづ き行 な うもの とす る。

(5)最 高元首 は、(4)に 従 い警察委員会の勧告に もとづ き行動 す る前 に、首相の

助 言を考慮 す るもの とし、 また同勧告の再考を うながすため、 同委 員会 に この

勧告 をいったんさ し戻 すことがで きる。

(6)警 察委員会 は次 の事項 のすべて、あ るいはいずれか を規定 す ることが でき

る。

(a)業 務 の構 成、機能遂行の方法、お よび記録 ・議事録 の作成;

(b)委 員会 の特定 委員の義務 ・責任。 これは、同委員会 あ るいは警察あ るい

は警 察事務 官会議 、あるいは 同委員会委員や警 察隊 員か らな る委 員会 のいず

れか の委員 に対す る権限あ るいは義務の委任を含 む;

(c)委 員以外 の人々 との協議;

(d)業 務(定 足数 決定 を含む)、 委員の中か らの副委員長の任命、お よび副

委員長の機能 等を処理 するに 当た り委員会 が従 うべ き手続 き;

(e)委 員会 が 自己の機能 をよ りよ く遂行す るために、規定 するこ とが必要あ

るいは便宜 的 と考 え るようなその他の諸事項。

(7)本 条 において 「転 任」 とは警察内におけ る地位 の変化 を伴わ ない転任 を含

まない。

第141条(廃 止)

〔教職委員会〕

第141A条(1)教 職委 員会<EducationServiceCommission>を 置 く。 当委員会の管轄権

は、第144条 を条 件 として、第132条(1)の(h)に いう教職者のすべてに及ぶも

の とする。

(2)教 職委員会 は、最高元首が 自己裁 量 によ りなが ら、首相の助言を考慮 し、

また統治者会議 とも協議 の後、任命す る以下の委員で構成 され る、すなわち、
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委員長、副委員長 、および4名 を下回 らない その他の委員 とする。 ただ しその

他の委員の数 は、 元首が命令に よ り他 に規定 するまで、8名 を越 えない もの と

す る串。

*下 段注
,現 在12人,SeeP.U.(A)150/50

(3)い ずれの公務委 員会委員 も委員長、 副委員長に任命 され たものは、第ユ0部

が適用され る委員会 の委員であ る以外 の連邦のいか なる公務 にも任命 され る資

格を持 たない もの とする。

〔諸委員会 に関す る一般規定〕

第142条(1)第140条(3)の(a)を 条件 と して、国会であれ、州立法議会であれ、その議 員

は、本第10部 が適用 され る公務委員会 の委員 に任命されない ことも、され るこ

ともあ るもの とす る。

(2)(3)を 条件 として、何 人も、以下の場合本第10部 が適用 され る委員会 の委員

には任命 されず、また以下 にな った場合最高元首の命令で解任 され るもの とす

る:

(a)い ずれ かの公務 の一員;

(b)い ずれ かの地 方公共機関、 も しくは法人、非法人を問わずいずれかの団

体<body>、 も しくは公共 目的のた めに法 によ り設立 されたいずれかの団体

もし くは機 関<authority>、 の事務官 も しくは雇用者;

(c)労 働組合 もしくは労働組合 につ ながる団体や組織の一員。

(2A)上 記(2)に おけ る欠格規定 に加 え、 本第10部 が適用 され る諸公務委員会 の委

員長も しくは副委 員長は、 も し同職任命3カ 月後、 もし くはその後の どの時点

においても、公共 その他 いずれ を問わ ず何 らかの組織あ るいは機 関の、も しく

は商業 、工業 、あ るいはその他 の事業 の、理事会あ るいは経営重役会の一員 と

な り、 もしくは従業 員あるいは雇用者 とな り、 も しくは それ ら事業体の諸事あ

るいは ビジネスに従 事す る場合 は、 そこか らいか なる給与、報酬、利益、利潤

をも受け る受けないにかかわ らず、 その職 を保持す る資格 を奪われ るもの とす

る:

ただ し、 それ らの事業体が何 らか の福祉、 も しくはボ ランタ リ事業、も しく

は社会やその一部 に利益 をもた らす 目的、 も しくは慈善そ の他社会的性 質の事

業 もし くは 目的、を遂行 す るものであ る場合、 そ してそ こか らいか なる給与、

報酬、利益 、利潤を も受けない場合 は、上記 の資格剥奪 は適用 され ない もの と

する。

(3)本 条の(2)は 職権 委員には適 用されない;ま た公務 職の いずれか にあ るもの
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は上記 いずれ かの委員会の委員長あ るいは副委員長に任命 され、その職 にいる

ことがで きる。 また も し同人が退官 前の休暇 中である場合、 いずれ かの委 貝に

任命され うるもの とす る。

(3A)上 記の諸公務委員会の委員長 が、 いずれかの期 間について、最高元首 か ら

欠席許 可 を下賜 されてい る場合、 も し くは連邦 を不在 に し、 あ るいは病気 その

他の理 由に よ り職務 を遂行 で きない場合、 同委 員会の副委員 長が、 その期間 に

つ き委員長の職務を遂行 す る。またも し、副委 員長 も不在、 も しくは職務遂行

不能の場合 は、委員会の委員がその期 間につ き最高元首 によ り委員長 の職務 を

遂行す るよう任命 され るもの とす る。

(4)い ずれかの委員会が、いずれ かの期 間、最 高元首 によ り休暇 を与 え られて

い る場 合、あ るいは連邦に不在 のため、 あ るいは病気あ るいは その他の理 由に

よ り、委員 と しての機能 を行使 しえない場合、 一

(a)も し当該 人が任命委員であれば、 最高元 首は、 その期 間中当該人の機能

を行 使す るため、資格のあ るものを代 わ りに任命す ることがで きる。 またか

か る任命 は、前者の任命 と同様 の仕 方で行 なわれ るもの とす る;

(b)も し当該人が職権委員であれば、 連邦法律 にもとづ き、その機 能を行使

す ることを認め られた ものはいずれも、 その期間につ き、 当該委員会の委員

として、前者の機能を行使 す ることがで きる。

(5)第10部 の適用され る委員会 は、委 員に欠員があ って も活動す ることができ

る。 またかか る委員会の議事 は、 これ に出席の資格な きものが参加 した という

だけの理 由で無効 とはされないもの とす る。

(6)職 権委員以外の委員はいずれも、委 員会の委員 と して、あ るいは(4)に も

とつ く代理 委員 として、職務 をは たす前 に、連邦裁判所 、控 訴裁 判所 も しくは

高等裁 判所 の裁判官の前で第6付 則 にあげた就任お よび忠誠宣言を行 い、 これ

に署名す るもの とす る。

〔委員会委 員の服務 条件〕、

第143条(1)第142条(2)に もとづ き規定 され る場合 を除 き、第10部 の適用され る委 員会

の、職 権委員以外の委員は 一

(a)5年 の任期を もって、あ るいはも し最高元首が首相の助 言を考慮 したの

ち、 自己の 自由判断で特別 な場合 に決定 を行えぱ、 これ よ り短 い任期 をもっ

て、任命 され るもの とす る;

(b)資 格 を喪失 しなければ、時 々再任 され うる;お よび

(c)い かな る時 も辞任す ることがで きる。 しか し一方連邦裁 判所 の裁判官 と

同様 の理 由 ・仕 方に よらない場合は 罷免 されない もの とす る。
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(2)国 会 は委員会のい ずれの委員の報酬 をも法律に よ り規 定す るもの とす る。

ただし他のいず払かの職の保持者としてその報酬を連邦法律により規定されて

い る者 は除外 され る。 またか くの ごと く規定 された報 酬は統 合基金 に規定 され

たもの とす る。

(3)第10部 の適用され る委員会 の委員の報酬お よびその他 の就務 条件は、任命

後 当該人の不利 にな るよう改め られない もの とす る。

〔諸委 員会の職務〕

第144条(1)現 行法の諸規定お よび本憲法の諸規定を条件 として、第10部 の適用され る

委員会 は、そ の管轄権の及ぶ諸公務 職にあ るものに対す る任 命、追認、終 身あ

るいは年金職制への位置づけ、昇格、転任お よび懲 罰権 の行使 等を義務 とする。

(2)連 邦法律は、かか る委員会 のその他の職務 の遂行 について規 定す るこ とが

できる。

(3)最 高元首は局<adepart皿ent>の 長あ るいは次長の しめ る地位、あ るいは

同元首 が同等 と考 える地位 を有す る公務員の しめ る地位 を特別職 に指定す るこ

とがで きる。 この ような特別職 への任命は、(1)に 従 って行なわれ るものでな く、

最高元首が、 当該職の属す る公務 に対 し管轄 権を有す る委員会の勧 告にも とづ

き行 なうもの とする。

(4)統 治者 あるいは知事は、 自己の州の公務職 において、局の長あ るいは次長

が しめ る地位、 あるいは これ と同等 と考 える地位を有す る公務 員の しめ る地位

を特別職 と指定 することがで きる。 この ような特別職 への任 命は(1)に 従 って行

なわれ るもの ではな く、統 治者あ るいは知事が公務 委員会 の勧告に もとづ き

(あ るいはも し当該州公務委員会 があ る場合は、 同委員会の勧告 にもとづ き)、

行 な うもの とす る。

(5)本 条 の(3)あ るいは(4)に 従 い、 そこに述べた委員会の勧告 にもとづ き 一

(a)最 高元首 は首相 の助言 を考慮 す るもの とする;ま た

(b)統 治者 あ るいは知事は 自己の州 の州首相の助言を考慮す るもの とす る。

また同勧告 の再考 をうなが すため 同委員会 に、 この勧告をい ったん さし戻 す

ことがで きる。

(5A)本 条 の(5B)に 規定 され る場合 を除 き、連邦法律お よび、連邦法律の諸 規定

を条件 として最高元 首の作 る条例<regulation>は 、第135条(1)の 諸規定 にも

かかわ らず、第10部 の適用 され る委 員会 の管轄が及ぶ公務 にある公務員、あ る

いはかか る公務 員の集 まりによ る、(1)に も とつ く委員会 のい ずれの職務 の遂行

について も規 定す ることがで きる。ただ し次 を条件 とする:

(a)か か る連邦法律 あ るいは条例 は、かかる公務 員あ るいは公務員の集 ま り
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が、終身あ るいは年金職制への最初の任命 を行 なう権限、あ るいは(代 理任

命への昇進 以外の)昇 進の権限、 を行使す ることについて規定 す ることはで

きない;ま た

(b)か か る公務員 あ るいは公務員の集 ま りによる懲罰権限の行使 に不満 を抱 く

くものは、かか る連邦法律あ るいは条例 に指定 され る期 間内お よび方法で当

該委員会に訴 えるこ とがで き、かつ 同委員会は これに関 してみずか ら正 当と

考え るような命令 を下 すことが できる。

(5E)(i)第135条(1)、 第139条 お よび第141A条 の諸規定 にもかかわ らず、 公務 委

員会、 も しくは第139条 お よび第141A条 にもとづ き設置され る教職委 員会 の

全権限 と職務は、終身 あるい は年金職制への最初の任命の権 限を除 き,最 高

元首の任命 する会議<board>に よ り行使 することがで きる。

(ii)こ の会議 による上記の権限お よび職務の行使 に不満 をいだ くものは、

最高元首 の任命 する控訴会議<AppealBoard>に 控訴す ることがで きる。

(Hi>最 高元首は条例 によ り、本項 にも とつ く会議 あ るいは控 訴会議 の、委

員の任命、 および守 るべ き手続 き等 に関す る諸事項 について規定 す ること

がで きる。

(iv)最 高元首が 、本項 の(i)に ふれ た権限あ るいは機能 のいずれかを行使 す

る目的で 同号 にも とつ く会議 を任命 した場合、かか る権限 あ るいは機能 は、

同会議が行使 するものであ るかぎ り、 当該委員会に よ り行使 され るこ とを

停止 するもの とす る。

(6)第10部 の適用 され る委員会は、その管轄の及ぶ公務職 にあ るもの、 あるいは

同委員会 によ り任命 される公務員 の会議 に対 して、(1)に も とつ く職務 のいずれ

かをいか なる程度 の公務 に関 して も委託 することがで きる。また この公務 員あ

るいは会議は、 同委 員会の指揮 ・管理下 にこれ らの職務 を果 たすもの とす る。

(6A)連 邦 の一般的公務 にあ り、かつ、軍 またはそのいずれか、 あ るいは警察隊等

に付随的 な職 に雇用 されて いるものに関 して、あ るいはかか る公務 に雇用 され

てい るものの等級 に関 して も、公務委員会の職務 は、(5A)あ るいは(6)に も とづ

き、軍 あるい は場合 によ り警察の公務員、あ るいは公務 員の集 ま りによ り、か

れ らが あたか も連邦 の一般公務員 であるかの ごと く、行使 され うるもの とす る。

(7)本 条 において、 「転任」 とは、政府部局内での地位 の変化 を伴わ ない転任 を

含 まな い。

(8)第10部 の適用 され る委 員会は、本憲法お よび連邦法律 の諸規定 を条件 として、

自己の手続 きを定め、 かつ定足数 を構成 すべ き委員の数 を明記 する規則 を作 る

こ とがで きる。
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〔法務 長官 〕

第145条(1)最 高元 首は、 首相 の助言 にも とづ き、連邦裁判所裁判官 の資格 を有 す るも

のを連邦の法務 長官 に任命 するもの とす る。

(2)法 務長官 は、最高元首 あるい は閣議 によ り自 らに時々託 され る、法務 諸事

項 に関 し最高元首 あ るいは閣議 あるいは いずれかの閣僚 に助言 し、かつ 同様 に

して託 され るその他 の法務的性格 を有 する諸義務 を遂行 し、 また本憲法あ るい

はその他 いずれか の成文法 によ り、あ るいは もとづ き、 自己に与 え られた機能

をはたすこ とを、 自己の義務 とする。

(3)法 務 長官 は、イスラム法廷<SyariahCourt>、 原住民法廷<nativecou-

rt>あ るいは軍事法廷におけ る訴訟以外の場 合、 自己の 自由裁量で、犯罪に対

す るいか なる訴訟 をも、起 こ し、処理 し、あ るいは取 り下 げる権限 をもつ もの

とする。

(3A)連 邦法律 は、法務長官 に対 して、(3)に もとづ き同長官が起 こす権限 を有す

る訴訟 が起 こされる法廷 あるい は裁判地、 も しくはかか る訴訟が委託 され る法

廷 あるいは場所 を定 め る権限 を付与す ることがで きる。

(4)法 務長官 は 自己の義務 を遂行す るにあた り、連邦のいかな る法廷 において

も聴取 の権限 を有 し、かつ同廷 において何人 よ りも上位 に立つ もの とす る。

(5)法 務長官 は(6)を 条件 と して、最高元首の嘉みす る間その職 を保持 す るもの

とし、 またいかなる時 もその職 を辞す ることがで きる。 また、閣僚の一員でな

い場合 は、 最高元首 の定 める報酬 を受 けるもの とす る。

(6)本 条 の施行 され る直前 において、法務長官 の職 を保持す るものは、 この施
'
行 の直前 において 同人 に適用されていた もの よ り不利 でない条件 に もとづ き継

.続して その職 を保持 するもの とする。 また連邦裁判所 裁判官 と同様 の理 由 ・仕

方によ らない場合 は罷 免されな いもの とする。

〔委 員会 の報告〕

第 ユ46条(1)第10部 の適用 される委員会 の各 々は、最高元首に対 して、その活動に関す

る年 間報告 を行 い、かつ その コピーは国会の両院に提出 され るもの とす る。

(2)公 務委員会 は、 自己の管轄が州公務員に まで及ぶ場 合、 当該各州の統 治者

あ るいは知 事に対 して、本条 によ り作成 され るすべての報告の コピーを送 るも

の とし、か つ同統治者 あるいは 同知事 はこれ を州立法議会 に提出す るもの とす

る。

第146A条(廃 止)

118



第146B条(廃 止)

第146C条(廃 止)

〔サバ 州、サ ラワク州におけ る出向公務 員に対 す る警察委員会の管轄権 〕

第146D条 第134条 の(2)に もかかわ らず、警察委 員会 の管轄は(懲 罰権の執行 に関す る場

合 を除 き)、 サバ州 も しくはサ ラワク州 の公務員に して警 察へ出向 した ものに及

ぶ もの とする。 また警察委 員会 の諸 目的のた め、かれ らは(か れ らに対 す る懲罰

権 の執行 に関す る場合 を除 き)警 察の 一員 と見 なすこととする。

(2)(廃 止)

(3)(廃 止)

〔年金権 の保護〕

第147条(1)い ずれか の公務 にあ るもの、あ るいは その未亡人、 子供、扶養家族 あ るい

は相続 人に与 え られ るいずれ かの年金、賜金 あるいはその他 手 当の如 きもの

(本条 においては授与金<award>と 呼ぶ)に 適用 され る法律 は、 関連 日<re-

1evantday>に おいて施行 されている法律、 あるいは授与金 の与え られ るもの

に とってそれ以 上不利 でないその後 の法律、 とす る。

(2)本 条 の諸 目的 のため、関連 日とは次の 日 とする 一

(a)ム ル デカ ・デー以前 に与 え られ た授与金に関 しては、その授与金の与 え

られた当日;

(b)ム ル デカ ・デー以前に公務 のいずれか にあ ったものに対 し、 ムルデ カ ・

デー以 前に与 え られた授与金 に関 しては、1957年8月30日;

(c)ム ル デカ ・デー当 日あるいはそれ以後は じめて公務 のいずれかの職員 と

なったものに対 し与 え られ る授与金 に関 しては、当該 人がは じめてかか る職

員 となった 日。,

(3)授 与金 に適用され る法が、 それを与 え られ るものの 自由選択 に依 拠す る場

合、本条 の諸 目的のため、同人が選択 する法は、その他 の法よ り、同人 にとっ

て よ り有利 であ ると見なすもの とする。

〔第10部 の解釈〕

第148条(1)本 憲法 において、第10部 の適用 され る委員会 に対 す る言及は、他に説明を

要 しない場合 、第138条 か ら第141A条 までの諸条 にも とづき設 立された諸委員

会のいずれかへの言及 であ る。

(2)こ の第10部 において、 「職権委員」 とは、閣僚および連邦裁判所 もし くは
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高等裁 判所の裁 判官 を含 む。また 「州公務委員会 」 とは、 いずれの州 につ いて

も、州公務 員に関 し機能 をはた し、かつ地位 ・管 轄 にお いて公務 委員会 に相 当

す る委員会を意味す る。

第11部

破壊活動、組織暴力、および大衆に有害な行動

と犯罪に対処する特別権限 と非常事態権限

〔破壊活 動、公 共秩序 に有害 な行動 などに対処す る立法〕

第149条(1)連 邦 の内外 を問わ ず、相 当数の人々<substantialbodyofpersons>に よ

り下記 の行為 が起 こされ、あ るいは起 こされ る危 険があ ることを、 もし国会 の

法が具陳 す る場合 は、 かか る行為の停止あ るいは阻止 を 目的 と したその法律 の

規定 は、本 憲法 の第5条 、第9条 、第10条 あ るいは第13条 のい ずれの規定 とも

一致 しない とはいえ、 あるいは また本条か ら遊離 し、 国会の立法権 を外 れ ると

しても、 いずれも有効で ある:一

(a)人 あ るいは財産 に対 して組織 暴力を起 こした り、 あ るいは相当数の市民

<substantialnu皿berofcitizen>に 、かか る暴力の恐怖 を いだかせ るこ

と;あ るいは

(b)最 高元首 あ るいは連邦 内のいずれかの政府 に対す る不満 を扇動す る<to

excitedisaffection>こ と;あ るいは

(c)種 族 間あ るいは階級間 に、暴力 を招 来 しそ うな悪意お よび敵意の感情 を

そそのかす こと;あ るいは

(d)法 律以外 の手段 で法律 によ り確立 された ものを変更 しようとす ること;

あ るいは

(e)大 衆へ の物資も しくは業務の供与の維持 もし くは 円滑化 に有害 なもの、

もし くは連邦におけ るいか な る社会階級あ るいはその どの部分 にとっても有

害な もの;も し くは

(f)連 邦 もしくはその どの部分の公共秩序、 も しくは安全保障 にとっても有

害な もの。

なおかか る法の法案、あ るいはそれ に対 する改正案に対 して、第79条 は適用

されない もの とす る。

(2)本 条の(1)に 述べた ような内容 をもつ法律は、事前 に廃止 され る場合を除 き、

両院が この法律 を無効 にす る決議 を採択すれ ば、効力 を失 う。 ただ しこの法律

によってすで に為 された こと、あるいは本条 のも とに新 しい法律 を作 ろうとす
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る国会 の権限 は、 そこなわれ ない。

〔非常事態の布告 〕

第150条(1)最 高元首 が、連邦 も しくは その いずれ かの地域にお ける安全保障、経 済生

活、 もしくは公共秩序 が脅か される という深刻 な事態の発生 を認めれば、非常

事態布告 を出 し、 その 旨の宣言 を行 なうこ とがで きる。

(2)上 記(1)に も とつ く非常事態布告は、 も し最高元首が、かか る事態の発 生

が切迫 して い ると認め る場合、連邦 も しくはそのいずれかの地域におけ る安全

保 障、経済生活、 あるいは公共秩序 を脅か す事態が現実に発 生す る前に、出す

ことがで きる。

(2A)本 条 によ り、最高元首 に付与 され る権限 は、(1)に もとづ き自らが既 に発

令 した布告 も しくは各種 の布告 のあ るな しにかかわ らず、 またそれ らが実施 さ

れてい るいないにかかわ らず、各種 の理 由、各種の状 況におけ る各種 の布告を

出す権 限を含 むもの とす る。

(2B)最 高元首 は、国会 の両院が 同時会期 中である場合 を除 き、非常事態布告の

発令中に、 自ら緊急 に行動 を起 こさざ るを得 ないあ る種の状 況が存在 す ること

を認め る場合 には、 その状況 が必要 とするような勅令を発布す ることがで きる。

(2C)上 記(2B)に も とづ き発布 され る勅令は、国会法 と同等の強制 力 と効 力をも

ち、かつ(3)に よ り解除、無効 とされ るまで、 もし くは(7)に よ り失効 するまで、

国会 法であ るの と同等 の強制力 と効 力 とをもち続 けるもの とす る。また(2B)に

もとづ き勅令 を発 布す る最高元首の権限は、国会が法律 を作 ることので きるい

かな る事項 に関 しても、 国会で あれ ば必要 とされ る立法上も し くはその他 の手

続 き、も しくは必要 とされる得 票数 な どに関係な く、行使 され うるもの とする。

(3)非 常事態 布告および(2B)に よ り発 布され るい ずれの勅令も、国会 の両院 に

上程され るもの とす る。かか る布告 も しくは勅令は、事前に解除されない場合、

国会の両院が決議 によ り無効 す るこ とによ り効力 を停 止す るもの とす る。 しか

しこれ らの布告、勅令 によ りなされ た こと、最高元首の(1)に もとつ く布告発

令の権限、も しくは(2B)に も とつ く勅令発 布の権限は、妨げ られないもの とす

る。

(4)非 常事態宣 言の施行 中において は、本憲法のいずれの規定 にもか かわ らず、

連邦の行政権 は、州 の立法権限 内の いずれの事項にも及 び、 また州政府 または

その公務 員またはそのいずれ の局へ の命令下達に も及 ぶ。

(5)本 条(6A)を 条件 として、非 常事態 布告 の施行 中においては、本憲法あ るい

はサ ラワク州憲法のいかなる規定 にもかかわ らず、国会 は、 も し非常事態の故

に法律が必要 とされそ うな場合 は、何事 につ いて も法律 を作 ることがで きる。
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また第79条 はかか る法の ための法案あ るいはかか る法案 に対 す る改正案 につい

ては適用されない。さ らに次に述べ るような本憲法のい ずれか の規定あ るいは

いずれの成文法 も同様 に、 この ような法案には適用されな い:す なわ ち、法の

通過 に何 らかの同意あ るいはそれに関 する協議を必要 とす るようなもの、あ る

いは議会通過後あ るいは最高元首に同意 を得 るため提出 された 後、法の実施 を

制限 す るようなもの。

(6)本 条(6A)を 条件 として、本条の もとに発布されたいかな る勅令 のいかな る

規定 も、本 憲法あ るいはサラ ワク州憲法のいずれかの規 定 と矛盾 するとの理 由

で、無効 とされるものではない。 また非常事態布告の発 効中 に通過 し、かつ国

会が非常事態の故 に必要であ ると見な すことを宣言す るいかな る国会法のいか

なる規定 も同様に無効 とはされない。

(6A)上 記(5)は 、イス ラム教やマ レー人の慣習のいかな る事項 、 もし くはサバ州

あるいはサ ラワク州 におけ る原 住民の法や慣 習のいかな る事項 に関 しても、国

会 の権限 を拡大す るものではない。 また(6)は 、 かか る事項 や宗教、市民権、

言語 に関する本憲法の諸規定 と一致 しない規 定を無効 にす るものではない。

(7)非 常事態布告が効力を失 う日か ら6カ 月を経 れば、 同布告に従 って発布 さ

れ たいかな る勅令、 また本条 な しには作 られなかった とい う限 りにおいて同布

告の施行中 に作 られたいかな る法も、効力を失うもの とす る。ただ し同期間満

了前 において'為された こと、あ るいは為され るべ くして為 されなか ったこ とに

ついて は例外 とす る。

(8)本 憲法の いずれの規定に もかかわ らず、

(a)上 記(1)お よび(2B)に 言 う最高元首の認識 は最終的 かっ決定的なもの とし、

いかなる理 由に よ りいかな る法廷において も争 われ、疑 問に付 され るこ との

ないもの とする。

(b)い かな る法廷 も、以下の事項 の妥当性 に関 しては、 いかな る形態、 いか

なる理 由にもとつ く申請、疑 義、訴訟であれ、聴聞 し裁決 す る権 限を有 さな

い。

(i)上 記(1)に もとつ く布告、 もし くは(1)に 言う趣 旨に添 うかか る布告に

お いてな され る宣言;

(ii)か か る布告の継続運用;

(iii)(2B)に よ り発布 され る勅令;も しくは

(iv)か か る勅令の継 続施行 。

(9)本 条の 目的のため、国会 の両院は、それぞれ の院の議 員がそれぞれに集 ま

り、国会業務 を遂行 していれば、会期 中にあ る、 と見 なされ るもの とする。
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〔予防拘 禁に関す る制 限〕

第151条(1)こ の第11部 に従 い発布 され た法律 もし くは勅 令が予防拘 禁を規定 す る場合

(a)当 該法律 、も しくは当該勅令 にも とづ き命令 を発 して何 人か を拘禁 する

当局 は、 で きるか ぎり速やか に、 当該人に対 して拘禁理 由、 および(3)を 条

件 として、拘 禁命 令の根拠 とな る申 し立て、を通知 す るもの とす る。 また当

局 は、当該人に対 してでき るだけ速 やかに同命令 に抗弁 す る機会 を与 えるも

の とす る。

(b)い か な る市民 も、上記(a)に も とづ き行 なった抗弁が、下記(2)に い う顧

問会議<advisoryboard>に よ り検 討され、 かつその後3カ 月以 内に、 もし

くは最高元 首が認 め るこれ を上 回 る期 間以 内に、同元首に対 して それに関す

る勧 告がな され るのでなけれ ば、 かか る法も しくは勅令の も とに継続拘禁さ

れないもの とす る。

(2)本 条 の 目的ために設置 され る諮 問会議 は、最高元首が任命す る委員長 とそ

の他2名 の委員か ら構成 され る。なお委員長 は、現在 ・将来において連邦裁判

所、控 訴裁 判所、も しくは高等裁判所 の裁判官 であ り、 もし くはその資格があ

るもの、も し くはマ レーシア ・デー以 前において最高裁判所裁判官であ るもの、

とす る。

(3)本 条 は、 公表すれば国益 に反 す ると思われ るような事実の公表を当局 に対

して要求 しない。

第12部

一般則 および雑則

〔国語〕

第152条(1)国 語はマ レー語 とし、 その綴 り字 は国会で定め る。ただ し 一

(a)何 人も、その他の言語 の(公 用 目的以外の)使 用、教授 、学習 を禁止 さ

れない;ま た

(b)本 項 は連邦内のマ レー人以外 の種族 の言語の使用 ・研究 を維持 しよ うと

す る連邦政府あ るいは州政府 の権i利を妨 げるものではない。

(2)本 条(1)の 諸規定にもかかわ らず、 ムルデ カ ・デー以降 の10年 間、お よびそ

の後 国会が これについて規定 す るまで の間は、国会 の上下両院、 および すべて

の州議会等において、 またその他すべ ての公用 目的に英語 を使用 す るこ とがで

きる。

(3)本 条(1)の 諸規定にもかかわ らず、 ムルデカ ・デー以降 の10年 間お よびその
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後 国会 が これについて他 に規定 するまでの間 一

(a)上 下 両院に上程 されるすべて の法案お よび修正法案;ま た 一

(b)す べ ての国会 法お よび連邦政府 の発布 するすべての補助的諸 立法等は英

語 に よるもの とす る。

(4)本 条(1)の 諸規定 にもかか わ らず、ムル デカ ・デー以降 の10年 間お よびその

後 も国会 が これについて他 に規定 す るまで の間、連邦裁判所、控訴裁判所、あ

るいは高等裁判所 のすべての手続 きは英語 によるもの とする。

ただ し法廷 および双方の弁護 士が 同意すれ ば、証人の供述証 言が英語 に翻訳

されかつ記録 され る必要はない。

(5)本 条(1)の 諸規定 にもかか わ らず、 国会 が、 これ につ いて他 に規定 するまで

の間、下級裁判所 のすべての手続 きは証言取 り調べ を除 き、英語 によるもの と

す る。

(6)本 条 において 「公用 目的」 とは連 邦あるいは州のいずれの政府 の目的 をも

意味 し、 また公共当局 の 目的 も含む もので あ る。

〔マ レー人お よびサバ州、サラワク州 の原住民 のた めの公務員、諸許可等 の割 当の留

保 〕

第153条(1)最 高元首は、本条 の諸規定 に従 い、マ レー人お よびサバ州 とサ ラワク州の

原住 民<MalaysandnativesofanyoftheStatesofSabahandSarawak>

の特別 な地位<specialposition>、 および その他の種族の正 当な利益等<1e-

giti皿ateinterests>を 守 るこ とを、 自己の責任 とす る。

(2)最 高元首は、本憲法 中のいずれ に もかか わ らず、第40条 お よび本条の諸規

定を条件 と して、本憲法および連邦 法律 にも とつ く自己の職務 を、以下の諸事

項を行な うために必要な方法 で、遂 行す るもの とする;マ レー 人およびサバ州

とサ ラワク州の原住民の特別 な地位 を守 るこ と;公 務 員(州 公務 員は除 く)の

職、 また連邦政府が与え る奨 学金、 学校給 費、 その他教育上 あ るいは訓練上の

特権、あ るいは特別の施 設な ど、 また連邦 法律 によ り何 らか の取 引または事業

の運営 に許可 あるいはライセ ンスが必要な場合 は、 同法 および本条 の諸規定 を

条件 として、かか る許可あ るいはライセ ンスな どにつ き、最高 元首 自らが、合

理的 と見な す割合 を、マ レー人お よびサバ 州 とサ ラワク州 の原住民 のため に留

保す ることを保障 すること。

(3)本 条の(2)に 従 って、公務 員の職 、奨学金 、学校給費 およびその他 の教育上

あるいは訓練上の特権、あ るいは特 別の施 設な どをマ レー人およびサバ州 とサ

ラワク州の原住民 にも留保す ることを保障す るため、最 高元首 は、本憲法の第

10部 が適用 されるいずれの委員会、あ るいは以上 のような奨学 金、学校給費、
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またはその他の教育上あ るいは訓練上の特権、 または特別の施 設な どの交付を

取 り扱 うい ずれの 当局 に対 して も、 当該 目的に必要 とされ るような一般 指示を

与 えることがで きる。か くして同委員会あ るいは 当局 は この指示に正 し く従 う 、

もの とす る。

(4)最 高元首は本条の(1)～(3)に 従 い、本憲法お よび連邦法律 にもとつ く自己

の職務を遂行す るに際 し、何人か らも、その ものが保持 す る公務職 、あ るいは

同人が享受 して いる奨学金、学校給費 あるいはその他の教育上あ るいは訓練上

の特権、あ るいは特別の施設等の継続 を奪 いさることはないもの とす る。

(5)本 条は第136条 の諸規定を損 なうものでは ない。

(6)現 行連邦法律 によ り、何 らかの取引 または事業の運 営に許 可あ るいはライ

セ ンスが必要 とされ る場合、最高元首 は自 らが合理的 と見なすかか る許 可あ る

いは ライセ ンスの割合 をマ レー人お よびサバ州 とサラ ワク州の原住 民に留保 す

るため に、必要 とされ る方法で 当該法律 にも とつ くその職務 を遂行 す ることが

で き、あ るい は同様 に して必要 とされ る一般指示 を、かか る許 可も しくはライ

セ ンスの交付 を当該法律 にも とづ き取 り扱 う当局 に対 して、与え ることがで き

る。か くして 当局 はこの指示に正 しく従 うもの とす る。

(7)本 条 にお けるいかな る規定 も、何 人か に帰属 し、 または享受あ るいは保持

されて いる権利、特権、許可あ るい はライセ ンス を剥 奪 し、あ るいは剥奪 を正

当化 するよう作用 す るものでは ない 。あるいはまたかか る許 可 もし くはライセ

ンスの更新拒否 を正 当化 した り、あ るいは何人かの相続 人、後継 人、も しくは

譲受 人に対 す る許可 も しくは ライセ ンスの更新あ るいは交付 が、事の通常の成

り行 きか らして、適切 と思われ るにもかかわ らず、その交付拒 否を正当化 した

りす るよ う作 用す るものでは ない。

(8)本 憲法 中のいずれにもかかわ らず、 いずれかの連邦法律 に よるいずれかの

.許可、 も しくはライセ ンスが いずれ かの取 引また は事業の運 営に必要 とされ る

場合、 同連邦法律 はかか る許可 も しくはライセ ンスの一定の割合 をマ レー人お

よびサバ州 とサラ ワク州 の原住民 のために留保 するよう規定す ることがで きる。

しか しかか る法律 は、 このような留保 を 目的 とす る場合 一

(a)何 人かにすでに帰属 し、 あ るいは享受され、あ るいは保 持されてい る権

利、特権 、許 可 またはライセ ンスをも剥奪 した り、 またその剥奪を正当化 し

た りは しない もの とす る;あ るいは

(b)何 人に対 してもかかる許可 またはライセンスの更新や交付が法の他の規

定 に従 い、事の通 常のな り行 きか らして合理的 と思われ るに もかかわ らず、

その許 可や ライセ ンスの更新 を拒否 した り、 当該人の相続 人、後 継者 または

譲 受人に対 して許 可やライ セ ンスの交付 を拒否 することを認めない。あ るい
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は何 人かが 自己の企業 と共 にその企業 を運営 するための譲渡可能 なライセ ン

スを譲渡 す ることを、妨げな いもの とする;あ るいは

(c)過 去 になん らの許可 または ライセ ンス も必要 としなか ったような取引 ま

たは事業 を誠実 に<bonafide>運 営 していた ものに対 し、法律の実施 後同

じ取 引または事業 の運営のための許可 また はライセ ンスの交付 を拒否 するこ

とは、認 め られない。 あるいはその後 にお いてかか るもの に対 するかか る許

可 またはライセンスの更新 を拒否 した り、 あるいはかか るものの相続 人、後

継 人、 あ るいは譲受人 に対す る許可 または ライセ ンスの更新 または交付がそ

の法 の規定 に従 い、事 の通常の成 り行 きか らして合理 的 と思われ るに もかか

わ らず、 これ らの交付 を拒否 することは、認め られない。

(8A)マ レー シア教育証書<MalaysianCertificateofEducation>あ るいはそ

れ に相 当す るもの以上の教育 を授け る大学、専門学校 お よびその他の教 育機 関

にお いて、 これ らの学校 の運営 に責任 を有す る当局 の提供す る学生の定 員数が、

これ に資格 を有する入学希望者数 よ り少ない場合、最高元首が本条 によ りマ レ

ー人 および サバ州 、サ ラワク州 の原住民 のため、 自ら合理的 と考 える入学者数

の割合 を留保すべ く必要 とされ る指示 を、 当局 に与え ることは、本憲法のいず

れにもかかわ らず、合法 とする。か くして 当局は この指示 に正 しく従 うもの と

す る。

(9)本 条 のいかな る規定 も、 マ レー人お よびサバ州、サ ラワク州の原住民に対

す る留保 目的のためだけに、事業あ るいは取引 を制限す る権限 を、国会 に対 し

て与 え るものではない。

(9A)本 条 において、サバ州、サ ラワク州 に関 する 「原住民」 とい う表現は、第

161A条 に述 べ る意味をもつもの とする。

(10)統 治者 を有す るいずれ の州の州憲法 も、本条の諸規定に相 当す る(必 要な

修正 を加 え)規 定 を作 るこ とが できる。

〔連邦の首都 〕

第154条(1)国 会 が別 に定'めるまで、 クアラル ンプル 自治市dunicipalityofKuala

Lu皿pur>は 連邦の首都 とする。

(2)第6部 のいずれにもかかわ らず、 国会 は連邦 の首都の境界 に関 する法 を作

る独 占的な権限を有す る。

(3)(廃 止)

〔英連邦諸国間の相互性〕

第155条(1)英 連邦のいずれか他の地域で実施されている法律が、本連邦の市民に何ら
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かの権利 または特権 を与 える場合、 国会 が英 連邦の当該地域 の市民 に して本連

邦の市民 でないものに対 して、 同等 の権利 または特権 を与 え ることは、本憲法

のいずれにもかかわ らず、合法で ある。

(2)本 条 の(1)に おいて英連邦の ある地 域の市 民 とは、連合王 国あるいは英連邦

内の その他 の地域 については、連合王 国 と諸植民地の市民 と解 され るもの とす

る。 この場合 のその他の地域 とは連合王 国以外 の英連邦国家の政府 によ り統治

され る英連 邦国家も しくは地域 を含 まないもの とする。

(3)本 条は英連邦 国家 に対す ると同様、 アイル ラン ド共和国に も適用 され る。

〔連邦 ・州不動産 に関する地方税 に代 わ る寄付)

第156条 連邦、州 あるいは公共 当局 によ り、あ るいはそれ らに代わ り、土地、建物あ るい

は不動産 が公共 目的のために使用 され る場合、 これ ら連邦、州あ るいは公共 当局 は

これに関 す る地 方税の支払い を免れ、代わ り税務 当局 との間で合 意に達 す るような

寄付 を行 な うもの とす る。またこの合意が得 られ ない場合は、第87条 にも とづ き設

立され る土地裁判所 の委員長、お よび この双方が それぞれ1名 ずつ任命 す る2名 の

委員か らなる裁判所が決定す る寄付 を行な うもの とす る。

〔州間機能委譲〕

第157条 州法の いずれ の規定 をも条件 として、2つ の州の間で、一方の州 の当局が他 方の

州の当局 に代わ って、何 らか の機 能 を遂行 するた めの、取 り決めを作 るこ とがで

きる。またかか る取 り決 めは、 これ にかかわ るいかな る費用に関す る支払行為 をも

規定 するこ とがで きる。

第158条(廃 止)

〔憲法の改正〕

第159条(1)本 条の下記 の諸規定お よび第161E条 を条件 として、本憲法 の諸規定 は連邦

法律 によ り改 正す るこ とがで きる。

(2)(廃 止)

(3)本 憲法 に対する改正法案(本 項の諸規定か ら除外され る改正以外の もの)

お よび第ユ0条(4)に もとづき可決 した法律に対す る改正法案 は、 も しいずれの

院の第2、 第3読 会 にお いて も総議 員数の3分 の2を 下 回 らない票 によ り支持

され るので なけれ ば、可決 しな いもの とす る。

(4)次 の諸改正 は(3)の 諸規定 か ら除外 され る。すなわち

(a)第2付 則 の第3部 あるいは第6あ るいは第7付 則 に対する改正;
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(b)本 憲法 におけ る第74条 お よび第76条 以外の規定に よ り、国会 に与え られ

た立法権 の行使 に付随 し、あ るいは その結果 と して生 ずるあ らゆ る改正;

(bb)第161A条 を条件 として、 いずれかの州の連邦への編入、 またはかか る州

の連邦諸州 との併合の ため、 または これに関係 して作 られ る改正、あ るいは

か よ うに編入、 または併合 され た州 に対す る本憲法の適用 に関 して作 られた

修正;

(c)本 項(a)に もとづき作 られ た改正 の結果生ず るあ らゆ る改正。

(5)第10条(4)、 あ るいは それ にもとづ き議決 したあ らゆ る法律、第3部 の諸規

定、第38条 、第63条(4)、 第70条 、第71条(1)、 第72条(4)、 第152条 、あ るいは

第153条 あ るいは本項 な どに対 する改正 する法律は、統治者会議の合意な しに

は可決 されないもの とする。

(6)本 条 において、 「改正」 とは、追加お よび廃止を含む。 また本条および第

2条 の(a)に おいて、 「州」 とは、 いか なる領域 をも含む。

〔マ レーシア法 の過 渡的規定 の運用〕

第159A条 マ レー シア法<MalaysiaAct>の 第4部 の諸規定(マ レー シア法の運 用に関 し

て一時的 および過 渡的規定 を含む)は 、本 憲法 に体現された ものの如 く、効 力を

もち、 また本憲 法のいかなる規定 にもかかわ らず、同法に よって改正され る通 り

の効 力をもつ。 また本 憲法 の諸規定 および とくに第4条(1)、 第159条 お よび第16

1E条 もこれ に関連 して効 力をもつ もの とする。

〔解釈 〕

第160条(1)1948年 解釈 および一般条項勅令<lnterpretationandGeneralClauses

Ordinance、1948>は 、ムル デカ ・デー直前 にお いて実施 されていた と同様、

本憲法の解 釈 について も、その第11付 則 に特記 してあ る限 りにお いて適用 され

る。これは同勅令の意味におけ るいかな る成文法 の解釈 にも適用 され るの と同

様 であ る。 しか し高等弁務官<HighCom皿issioner>へ の言及は最高元首への

言及 を もってかえ られ るもの とす る。

(2)本 憲法 においては、別 に説明を必要 とする場合 を除 き、下記の諸表現は、

ここにそれぞれ指 定 した意味をもつもの とする。 すなわ ち 一

厘住 民<Aborigine>マ レー半島の原住民 を意味 す る。

国会 の法<ActofParlia皿ent>国 会 によ り作 られ た法律 を意味す る。

迭務 長官<AttorneyGeneral>,連 邦 の法務長官 を意味 する。

借入 れ<Borrow>次 の方法に よる金銭 の調達 を含 む;年 金下付に よるも

の、諸税、地代、使用料 、料金 あ るいはその他 いずれか の支払いの期 日
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前支払いを求め る取 り決めに よるもの、あ るいは何 らかの協定 に もとづ き政 .

府が享受 して きた何 らかの利 潤をその協定 自身によ り払 い戻 さねばな らない

ような、協定 を結ぶ こ とによ るもの。また借款<10an>も 同様 に解 す るもの

とす る。

臨時欠員 下院議会 または 立法議会 にお いて、解散以外 によって生 ず る欠

員を意味 す る。

州首相<ChiefMinisterandMentriBesar>呼 称 のいかんにか かわ らず、

州政府行政会議 の長 を意味 する。

重民 連邦 の市民 を意味 す る。

王室費<CivilList>最 高元首、その配偶 者、統 治者あ るいは知事等の

公費 によ る維持 につ いて定 めた規定 を意味す る。

英連邦国 最高元首が英連邦国で あると認めた国 を意味 する。 また英連邦

の部分<artoftheCommonwealth>と は、いずれかの英連邦国政府 が

統治 す るいずれかの英連邦 国、 いずれかの植民地、 またはいずれかの保

護国、 またはその他いずれかの地域を意味す る。

連邦 ・州政府共 同管轄事項 表<ConcurrentList>第9付 則 に定 めだ第3

表 を意味 する。

盤 元金 を年賦の方法 で返済す る義務 に関す る債務 および何 らかの保証

にもとつ く債務 とを含む。 また債務諸費用 も同様 に解 す るもの とする。

選挙人 下院議会 あ るいは州立法議会 の選挙 に投票 す る資格 を有 するもの

を意味す る。

州議会の法<Enactment>第8付 則 で使われ る場合 、州立法議会が作 る法

を意味す る。

行政会議<ExecutiveCounci1>連 邦政府 の内閣 に相 当する、州政府の内

閣 またはその他 の組織(こ とにサ ラワクの最高会 議<SupremeCounci1>

を含む)を 意味す る。なおそのメ ンバーは閣僚であ るな しを問わない。

現行 法 ムルデカ ・デー 直前よ り連邦あ るいはその いずれかの部 分で施行

されてい るいかな る法律 をも意味 する。

連邦法<FederalLaw>次 を意味 する 一

(a)国 会 が立法権 を有す る事項に関す る現行 法で、第13部 のも とに

継 続施行 される法律 。

(b)国 会の あ らゆ る法<ActofParli㎜ent>。

連邦管轄事項 表<Federallist>第9付 則 に定 めた第1表 を意味 する。

連邦 の目的 連邦 ・州共 同管轄事項表に列挙 した諸 事項 、および 国会が第

76条 以外 によ り立法権 を有す るその他の諸 事項 に関連 す る連邦の諸 目的
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を含む 。

外国<Foreigncountry>英 連邦 のいかなる部分、 あるいはアイル ラン ド

共和 国をも含 まない。

塑皇(廃 止)

法律 成文法、 および連邦 またはそのいか なる部分 にお いて も施行 されて

い る慣習法、 および連邦 またはそのいか なる部分 にお いて も法 の効力 を

有 する習慣、 あ るいは慣例等 を含 む。

立法議会<LegislativeAsse皿bly>呼 称の いかん にかかわ らず、州立法

府 におけ る代議 士の議会<representativeasse皿bly>を 意味 する(ま た

とくにサ ラワクの州議会<CouncilNegeri>を 含む)。 しか し第8付 則

におけ る場合 を除 き、呼称 のいかんにかかわ らず立法評議会 をも含む。

立法評議会<LegislativeCouncil>(廃 止)

立法府<Legislature>州 に関係 す る場合は、その州の憲法 にもとづ き州

の法律 をつ くる権限 を有 す る当局 を意味 する。

地方不動産税<Localrates>(廃 止)

マ レー人<Malay>1イ スラム教 を信仰 し、習慣上マ レー語 を話 し、マ レー

の慣習 を守 り、 かつ以下で あ るものを意味 する。

(a)連 邦あるいはシ ンガポール において、 ムルデ カ ・デー以前に出

生 し、 あ るいは両親 のいずれかが連邦 または シンガ ポールで出生

してお り、 あ るいはムル デカ ・デー において連邦 または シンガポ

ール に居住 してい る;あ るいは

(b)以 上のものの子孫 であ る。

行政府 の構成 員 連邦 に関 しては大臣、副大 臣、政務次官あ るいは政治次

官の職 を有 す るもの、 また州 に関 しては州 にお いて上記 に相 当す る職、

すなわ ち州行政会議 の構成 員(職 権議員以外)と して の職 を有 するもの

を意味す る。

.ムルデカ ・デー<MerdekaDay>1957年8月31日 を意味 する。

有給の職<OfficeofProfit>す べ ての常勤の公務員職 を意味 し、 また

以下の ものを含む 一

(a)連 邦裁判所、控 訴裁 判所、あ るいは高等裁判所 の裁判官の職

;お よび

(b)会 計監査 長官の職;お よび

(c)選 挙委員会委員、第10部 の適 用を うけ る委 員会 の(職 権委員以

外の)委 員、あ るいは州憲法によ り設立 された同等の委 員会の

(職 権以外の)委 員な どの職;お よび
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(d)そ の他第132条 の(3)に は特 記 されないが、国会 の法に よ り、公

職 と宣言 され うるような、あ らゆ る職 。

年金権 退職手 当の権利お よ備蓄基金の権利 を含む。

公共 当局 最高元首、州統 治者、州知事、連 邦政府、州政府 、地方当局、

連邦法律、 または州法律 に よ り付 与された権 限を行使 す る決定機 関、連

邦裁判所、控訴裁判所、 も しくは高等裁判所 以外 の裁判所 、あ るいは こ

れ らの人物、裁判所 当局 等のいすれかによ り任命 され、 または これ らに

代わ って行動す る公務員 または局 な どを意味す る。

報酬<Remuneration>給 料 、手 当、年金権 、無料 または補助 のあ る住宅、

無料 または補助のあ る交通手段 、およびその他金銭 に換算 可能 な特権 を

含む。

規則委員会(廃 止)

統治者<Ruler>一

(a)ヌ グ リ ・ス ンビラ ン州にあっては 自己自身のために行動 する州

元首<Yangdi-PertuanBesar>、 および同州 憲法 にも とつ く部族の

首長<RulingChiefs>等 を意味 す る。

(b)い かな る州においても、第181条(2)お よび第3付 則、第5付 則

則におけ る場 合を除 き、当該州の憲法 に従 い統治者の機能 を遂行す

るもの を含む。

州 連邦の州 を意味 す る。

州法律 次を意味す る 一

(a)州 の立法府 が立法権 を有する事項 に関係 するあ らゆ る現行法律

に して、第13部 にも とづ き継続実行 されてい るもの;お よび

(b)州 立法府 が作 る法律 。

州管 轄事項 表<StateList>第9付 則 に定めた第2表 を意味す る。

州の 目的 いずれの州にあって も連邦 ・州共 同管轄事項 表に列挙 した事項

または州立法府 が立法権 を有 す る諸事項 に関連す る州の諸 目的を含 む。

税 輸 入税あ るいは関税 を含むが、地方 目的のために徴 収 され る地代 あ る

いはほ どこされた公益事業 に対 す る料金は含 まれない。

連邦<TheFederation>1957年 マラヤ連邦協定<TheFederationof

MalayaAgreement,1957>に よ り設立 された連邦を意味す る。

成 文法 本憲法およびいずれの州 の州憲法 をも含む。

ノ、1、1知事<Yangdi-PertuaNegeri>統 治者 を持たない州の元首<Headof

State>を 意味す る。

(3)別 に説明を要す る場合 を除 き、本憲法 において特定の部、条 または付則、
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あるいは特定 の章、項、節 または号等への言及 は、本憲法の部 、条または付則 、

あるいはその言及 のなされ る章、項、節、 または号等へ の言及 であ る。また一

群 の条、節へ の言及 は、 その群の最初 と最後の もの をともに含 む もの として解

釈 する』

(4)何 人かが本憲法の もとに誓言を行 ない、かつ これに署名 す ることを要求 さ

れ る場合、 も し希望すれば代わ りに確言<affimation>を 行 ない、かっ これに

署名 するこ とをもって この要求 に応ず ることが許 され る。*

(訳者注 。 役職への就任、 当選議員の就任な どに伴い行 なわれ る就任

式 では、 誓言または確言 を行な うことにな る。その際読 み上げ られ る文

章(第6付 則)は 「・… は厳粛に … ・を誓 う(も し くは確 言す る)」 と

なって いる。人 によ り誓<swear>っ ていい し、確 言<affirm>し て もい

いこ とになって いる。)

(5)本 憲法 にお いて、連邦お よびその諸州への言及、また連邦の諸領 域または

そのいずれか の一州へ の言及、お よび連邦の職を もつ公務 員あ るいは連邦 にお

け る、 または連邦 のためのなん らかの 当局 も しくは団体 に対す る言及 な どは、

次 のように解 するもの とす る。

(a)1948年 マラヤ連邦協定の施 行後 に して ムルデカ ・デー以 前においてはつ

ねに、 当協定 の下 に設立され た連邦お よび これ を構成 す る諸州および海峡植

民地へ の、 また同連 邦諸領域 あるいはこれ を構 成す る諸州お よび海峡植民 地

のいずれかの地域へ の言及 と して、 また、連邦 にもとつ く職 をもつ公務 員あ

るいは連邦 におけ る、または連邦 のための、何 らかの 当局 もし くは団体 に対

する言及 として解 す る;

(b)同 協定施行前 に関 しては(文 脈が許 すか ぎ り)、 諸国、諸地域、諸公職、

諸当局 の うち適切 なものへ の言及 とし、 その解釈は、 これを 同協 定第135条

(2)に より規定 が作 られた諸 言及 に求 めるものとする。

(6)本 憲法においては、いずれの時期 に対 す る言及 も、文脈の許すか ぎ り、ム

ルデカ ・デー以 前に始 ま る時期 への言及 を含 むものと して解釈 する。

(7)本 憲法 において、1948年 マラヤ連邦協定への言及は、別に説明が必要な場

合 を除 き、ムルデカ ・デー直前 にお いて施行 されていた 同協定への言及 として

解釈す る。
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第12A部

サバ州、 サラワク州へ の追加的保護

〔サバ州、サラ ワク州 におけ る英語お よび土着語の使用〕

第161条(1)国 会 の法に して、第152条 の(2)か ら(5)の 諸項 に述べ られ る諸 目的 のため、

英語 の使用 を停止 し、または制 限 しよ うとす る法は、本条 の(2)に 述べ る場合

におけ る英語の使 用にか ぎりマ レーシア ・デー以 降10年 間は施行 され ないもの

とする。

(2)本 条 の(1)は 次の場合 に適用 され る 一

(a)サ バ州 とサラ ワク州 の出身議 員の両院におけ る英語 の使用;お よび

(b)サ バ州 とサラ ワク州 の高等裁判所 あ るいはサバ州 も しくはサ ラワク州の

下級裁 判所 におけ る手続 きに関す る英語の使用、 あるいは連邦裁判所 におけ

る(4)で 述 べ るような手続 きに関す る英語 の使用;お よび

(c)サ バ州 も しくはサラ ワク州 の立法 議会 での、 あるいはその他公の 目的(連

邦政府 の公の 目的を含 む)の ための英語の使用 。

(3)本 条の(1)を 損 な うこ とな しに、 同項 に述べ られ た国会 の法は、 その法あ る

いはそれに関係す る規定 がサバ州 とサ ラ ワク州の立法府の法令 によって承認さ

れ るまで、サバ ・サラ ワク高等裁 判所 の手続 き、 あるいは連邦裁判所 におけ る

(4)で 述べ るような手続 きにつ いての英 語の使 用に関 しては、 これ を施 行 しない。

またかか る法は、同法あ るいはそれに関係す る規定 がサバ州 とサ ラワク州の立

法府の法令に よって承 認されるまで、(2)の(b)あ るいは(c)に 述べ られた他の場

合におけ るサバ州 とサラワク州 での英 語の使 用に関 して、施行 されない もの と

する。

(4)本 条お よび(2)と(3)で ふれ た連邦裁 判所 も しくは控訴裁判所の諸手続 きとは

サバ ・サ ラワク高等裁 判所 またはそのいずれかの裁判官 による上訴に関す る手

続 き、お よびサバ ・サラワク高 等裁判所 またはサバ州 とサ ラワク州の下級裁判

所において手続 き上発 生す る問題 の決 着に関する第128条(2)に もとつ く手続 き、

などの ことであ る。

(5)第152条 の規定に もかかわ らず、サ バ州 とサラワク州 においては、当該州で

日常使用 され る土着言語<anativelanguageincurrentuse>が 、原住民法

廷 において、あ るいは原 住民法 典および慣習典 につ いて、使用 され うるもの と

する。 またサ ラワクの場合 は、 その立法府の法<enact皿ents>に よ り別 に規定

され るまで、立法府あ るいはその委員会 において議員は 日常使用 され る土着言

語 を使用で きる。
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〔サ バ州、サ ラ ワク州原住 民の特別 な地 位〕

第161A条(1)(廃 止)

(2)(廃 止)

(3)(廃 止)

(4)サ バ州 とサ ラワク州は、その州憲法に第153条 に相 当す る規定(必 要な修i正

を含 む)を 作 ることがで きる。

(5)第89条 はサバ州 とサラ ワク州 には適用されない。また第8条 は、サバ 州 とサ

ラワク州法 におけ る、原住民用 の土地保 留、 あ るいは譲渡、 あ るいは州 による

土地譲 渡に関す る特 恵待遇 の提供 な どの規定 を無効や、禁止 には しないもの と

す る。

(6)本 条 において原 住民<natives>と は次を意味 する 一

(a)サ ラワク に関 しては、市民 であ り、かつ(7)で 同州 に土着 す るもの として

定義 された種族のいずれかに属 す るか、あ るいはこれ ら種族 間か らのみ に由

来 す る混血<mixedblood>の もの;お よび

(b)サ バ につ いては、市民 であ り、サバに土着す る種族 の子 あ るいは孫 であ り、

かつ 出生時 において(マ レー シア ・デーの前後 にかかわ らず)サ バ に生 まれ

ついたかあ るいはサバに居住 す る父の もとに生 まれたか したもの。

(7)本 条(6)に おいて 「原住民」 を定義 す る目的 のため、サ ラワクに土着す るも

の としてあつかわれ るものは次 の通 り 一

Bukitans,Bisayahs,Dusuns,SeaDayaks,LandDayaks,Kadayans,

Ka}abits,Kayans,Kenyahs(Sabups,Sipe㎎sを 含 む),Kajangs

(Sekapans,Kejamans,Lahanans,Punans,Tanjongsお よ びKanowitsを

含 む),Lugats,Lisums,Malays,Melanos,Muruts,Penans,Sians,

Tagals,Tabunsお よ びUkits.

〔非居住 者に対す るサバ ・サ ラワク諸法 廷での司法権行使の制限〕

第161B条(1)国 会の法 によ り、 またはそれに もとづ き、定 め られ たいずれかの規定が、

サバ州 とサ ラワク州の裁 判所 において法を司 る権利 を、従来 これを有 しなか っ

たものに与 えるべ く、居住資格 事項 を除去あ るいは変更 する場合 、 この規定は

当該州の立法府の法 によ り採 用され るまで、施行 され ない。

(2)連 邦裁判所 も しくは控 訴裁 判所 がサバ州 とサラワク州 で開かれ、サバ ・サラ

ワク高 等裁判所、 またはその一裁 判官か らの上告 に関 す る訴訟 を審理 する場合、

あ るいはサバ ・サ ラワク高等裁 判所 またはサバ ・サ ラワクの下級裁判所 におい

て訴訟中 に発生 した問題の決着に関す る第128条 の(2)に も とつ く訴訟 をあ つか

う場合 に、本条 は同連邦裁判所 もし くは控訴裁 判所 において何 人かが法 を司 る
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権利 に対 して適用され る。

第161C条(廃 止)

第161D条(廃 止)

〔サバ州、サ ラワク州の地位 に対する保護規定 〕

第161E条(1)マ レーシア法の通過 以降、本憲法 に対 し、サバ州 とサ ラワク州の連邦へ

の編入に関連 して作 られ る改正 はいずれも、第159条(4)の(bb)に よ り同条(3)

か ら除外 されないもの とする。 また本憲法 のサバ州 とサ ラワク州への適用 に関

して作 られ るいずれの修正 も、 も しその修 正が本 憲法 にもとつ く当該州の地位

をマラヤ諸州の地位 に等 しくす るようなものでない場合 は、除外 され ない もの

とす る。

(2)本 憲法に対す る改正は、も しその改 正が 下記のいずれ かの事項に関連 して、

本憲法 の運用 に影響 を与え るようなものであ るか ぎ り、サバ州、サ ラワク州の

いずれかの州の知 事の同意な しには これ を行 なわ ない 一

(a)マ レー シア ・デー以前 に出生 したものが有 する、州編入の理 由に よる市

民権取得 の権 利、および(憲 法 によ り他 に規定 が作 られ、マ レーシア ・デー

において実施 され る場合 を除 き)か れ ら自身お よび他人、す なわち当該州あ

るいはマラヤ諸州 に生 まれ、あ るいは居住 するものの、市民権に関す る平

等 な扱 い;

(b)サ バ ・サラワク高等裁判所の構成お よび司法権 お よび同裁裁 判官 の任命、

罷 免、停職 等;

(c)立 法権が(国 会 にな く)州 立法 府にあ るような事項、 また これ らの事項

におけ る州の行政権i、および、(こ れ らに関す る限 りの)連 邦 と州 との財政

取決 め;

(d)州 の宗教、州 あ るいは国会 にお けるいずれかの言語の使 用、 および州原

住民 の特別 待遇;

(e)1970年8月 以前の召集国会 において下記の数 を下回 らない下院議 員の枠

を当該州 に配分す るこ と。 すなわ ちマレー シア ・デーにおいて連 邦構成州た

る他 の州に配分された合計議員数 に比例 して、 同日に当該 州に配分 され た割

当数 を下回 らないもの。

(3)サ バ州 とサ ラワク州 に配分 された下院議 員数 に関 し憲法の運 用に影響 を与 え

るような憲法の改正は、(1)の 目的の ために当該州の地位 をマラヤ諸 州のそれに

同等のもの とす るか、 あ るいは 同一視 するもの としては扱われ ないもの とする。
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(4)サ バ州 もし くはサ ラワク州へ の訪 問および居住 また これ らに関連 する事項等

につ き、連邦法律に よ り、 当該 州の政 府へ与 え られ るいずれの権利 および機能

に関 して も(同 法律 がマレーシア ・デー以前に制定 された と否 とにかかわ らず)、

同法律が逆の規定 を定 めないか ぎ り、(2)が 適 用され る。 この場合 同法律 はあた

か も憲法に体現 され、 また これ らの権利 ・機能 は(2)の(a)か ら(e)の 諸号でふれ

た諸事項 に含 まれてい るもの として扱 われ る。

(5)本 条 にお いて 「改正」 とは追加お よび廃止 を含む。

第161F条(廃 止)

第161G条(廃 止)

第161H条(廃 止)
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第 ユ3部

暫定的 ・過渡的諸規定

〔現行 法律〕

第162条(1)本 条 の次 の規定 および第163条 を条 件 として、現行法律は、本憲法下 に廃止

権iを有 す る当局 によ り廃止 され る まで、 ムル デカ ・デー 当日お よび それ以降に

おいて も施行 される。なお 同法律 については、本条下 に修正 を行な うことが可

能 であ り、 また連邦法律 または州 法律 に よる改正 にも従 うもの とする。

(2)い ずれか の州法律 が、州 立法府 の定 めた現行法律 を改正、あ るいは廃止 する

場合、 その改正 や廃止 は、 同現行 法律 が国会や州立法府が立法権 を有す る事項

に関 しては、第160条 で定義 され た通 りの連邦法律であ るとい う理 由だけで、第

75条 の規定 に より無効 とされ るこ とはない。

(3)い ずれの現行法 においても、1948年 マラヤ連邦協定 によって設立 された連邦

および その領域 、お よび連邦 にか かわ る職 を有 する公務 員あ るいは連邦におい

てまたは連邦 のために設立 され た何 らかの当局等への言及(同 協 定の第135節 に

よって解 され る諸言及 を含 む)は 、ムルデカ ・デー 当日あ るいはそれ以降のい

ずれの時期 について も、連 邦(す なわち1957年 マラヤ連邦協定に もとづ き設立

された連 邦)お よび その領域、 お よび上 記に相 当す る公務 員あ るいは当局 な ど

への言及 として解 す るもの とす る。また最高元首は、本項 の 目的のため、いず

れの公務 員、 当局が、現行 法律 において言及 され るいずれの公務 員、当局 等に

相 当す るかを命令によ り宣 言す ることがで きる。

(4)(廃 止)

(5)本 条 の(4)に も とつ くいずれ の命 令も、 これ に関係 す る事項 につ き立法権 を

有す る当局 に よ り改 正あ るいは廃 止され うるもの とす る。

(6)本 条 あるいはそれ以外 にも とづ き、 ムル デカ ・デー当 日あ るいはそれ以降 に

おいて修 正されなか った現行法律 の規定 を適用す る裁判所 はいずれも、本憲法

の諸規定 との一致をはか るに必要 な修正 を加味 した うえで これを適用 するこ と

がで きる。

(7)本 条 において 「修 正」 とは改 正、改 作、廃止 を含む。

第163条(廃 止)

第164条(廃 止)

第165条(廃 止)
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〔財産 の相続〕

第166条(1)(廃 止)

(2)(廃 止)

(3)マ ラ ッカ州 あるいはペナ ン州 に付与 され た土地 に して、 ムル デカ ・デー以前

において連邦政府、 あ るいは イギ リス政府あ るいは いずれ かの公共 当局 によ り、

本 憲法 の諸規定 に従 い連邦 目的 とな る諸 目的 のため に占有、 または使用 され た

土地は、 いずれ も当日あるいは それ以降、 それが連邦 目的 に必要 とされ るか ぎ

り連邦政府 あ るいは場合 によ り上記公共 当局 によ り占有、使用、管理お よび運

営され るもの とする。 また 一

(a)連 邦政府 の同意 な しには、連邦以外の 目的のため に処分 あ るいは使用 さ

れないもの とする、 また

(b)州 政府 の同意な しには、 ムルデ カ ・デー以前にそれが使用 されていた 目

的 とは異なった連邦 目的の ため には使用 されない もの とする。

(4)

(5)

(s)

C7)

(s)

(廃 止)

(廃 止)

(廃 止)

(廃 止)

ムル デカ ・デー直前 においてマ ラ ッカ州政府あ るいはペナ ン州政 府に関 しイ

ギ リス女 王に返還 すべ きもの となって いた財産はいずれ も、その 当日において

マラ ッカ州あ るいは場合 によ りペナ ン州 に返還すべ きもの とす る。

〔権利 ・負債 お よび義務〕

第167条(1)(廃 止)

(2)(廃 止)

(3)(廃 止)

(4)(廃 止)

(5)(廃 止)

(6)法 務 長官 は、連邦 と州の間以外 のいずれかの訴訟に関係す るものか ら申請が

あ った場合、 いずれか の権利、負債あ るいは義務 が、本条に よ り、連邦あるい

はその証 明書に名を明記 した州 の権利、負債あ るいは義務 であ るか どうかを証

明 しなければな らない。この ような証明書はいずれも、幽かか る訴訟の 目的 あた

めには、最終的なものであ り、 すべて の裁判所を拘 束す る。 しか し、連邦 とい

ずれかの州の相 互間 における権利 ・義務 をそ こな う作 用は しな いもの とする。

(7)連 邦は、1869年5月6日 にイギ リス女王 とシャム国王 との間で結ばれたクダ

ー州に関す る条 約の第2条 にも とづ き、 ムルデカ ・デー以前に行われた と同様
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の年賦金 の支 払いを行 うもの とす る。

第168条(廃 止)

〔ムルデカ ・デー以前 に結ばれた国際条 約等〕

第169条 第76条(1)の 諸 目的のため 一

(a)イ ギ リス女王あ るいはその前任 者あ るいはイギ リス政府が、連邦 あるいはそ

のいずれかの部分 に代わ って、いずれかの国 との間でムルデカ ・デー以前 に結ん

だ条約く協定等はいずれ も、連邦 とその 当該国 との間の条約 ・協定 とみ なされる。

(b)国 際機 関が下 し、かつイギ リス政府 が連邦あ るいはそのいずれ かの部分 に代

わ って ムルデカ ・デー以前 に受け入れた決定はいずれも、連邦 がその一員 である

国際機 関の決定 とみ なされ る。

(c)サ バ州 とサ ラワク州に関 して、(a)と(b)の 両号は、 ムルデ カ ・デー をマ レー

シア ・デー に変 え、 かつ連邦あ るいはそのいずれヵ・の部 分への言及 をこれ らサバ

州 とサ ラワク州 あるいは そのいずれかの州に含 まれ る地 域へ の言及 に代 えて 、適

用 され る。

第170条(廃 止)

第171条(廃 止)

第172条(廃 止)

第173条(廃 止)

第174条(廃 止)

〔初代会 計監査 長官 〕

第175条 ムルデカ ・デー直前において会計監査局長<DirectorofAudit>た る職 を有 し

ていた ものは、その 当時適用されていたものを下 回 らない条件で当 日以 降会計 監査

長官<AuditorGeneral>の 職 を保 つもの とする。

〔転任〕

第176条(1)本 憲法の諸規定お よび現行 法を条件 として、 ムルデカ ・デー直前 において

連邦の諸事 に関連 して服務 していたものはすべて、その 当時適 用され ていたも
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のを下 回 らない条件で、ムルデカ ・デーにおいて同様 の権能 を持 ち、かつ 同様

の機能 を遂行 しつづ けるもの とす る。

(2)本 条 は高等弁務 官 あるいは主席長官<ChiefSecretary>に は適 用され ない。

〔就任宣 言の廃止 あるいは延期〕

第177条 ムルデ カ ・デー 直前 において公務 についていた ことか らしてこの第13部 の諸規定

にも とづ き、連邦 にお ける同等の職 を保持 す るものは、 国会 が他 に定 め るまで、本

来 その職の保持者 に必要 とされ る誓言を行 うことな く、 その機能 を遂行 するこ とが

で き る。

〔ムル デカ ・デー以後 の報酬〕

第178条 国会が他 に定 め るまで、首相お よびその他の閣僚 の職 を有 す るものに支払 われる

報酬 は、 ムルデカ ・デー直前において連邦の主席 大臣<ChiefMinister>お よびそ

の他 の閣僚 に支払 われて いた もの と同様 とす る。

〔共 同公務 に関す る分担〕

第179条 第133条(2)に 述べ たいずれかの雇 用に対 して連邦あ るいは州が支払 う報酬 の割合

に関係 す る協定 に して、 ムルデカ ・デー直前に実施 されていたものは、新 たな協定

あ るいは連 邦法律 によ りとって代 えられ るまで、継続 実行 され るもの とする。

〔年金 等の保持 〕

第180条(1)1948年 マラヤ連 邦協定の第10付 則は、ムルデカ ・デー当 日お よびそれ以降

も継続 実施 され る。 しか し同協定 にお ける高等弁務 官への言及 は最高元首へ の

言及 として解 す るとの修正 を加 えるもの とす る。

(2)同 付 則は、本憲法 の 目的の ため、 これ を連邦法律 とみなす。 また第147条 の

諸規定 に従い、 これを改正 および廃止 することがで きる。

(3)第147条 は、本条(2)に も とづ き定 め られた法律に適用 され る場合、同条 にお

け る授与金についての言及 が補償 を含む もの として効力 をもつ もの とす る。
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第ユ4部

統治者宗主権等の除外規定

〔統 治者宗主権等の除外 規定〕

第181条(1)本 憲法の諸規定 を条 件 として、統 治者の宗主権、大権、権 限および司法権、

および ヌグ リ ・スンビラン州の諸部族 の首長等がそれぞれの統括 地域 において

享受 して いた特権、権限お よび司法権 等は影響を うけないもの とす る。

(2)個 人的権能 において行動す る州統 治者に対 しては、第15部 にも と.づき設 立さ

れ る特別法廷 におけ る場合を除 きいかな る法廷 において も、いかなる訴訟 も起

こされ ないもの とす る。

第15部

最高元首および統治者に対する訴訟

〔特別裁判所〕

第182条(1)特 別裁判所<SpecialCourt>と して知 られ る法廷 を置 く。この法廷 は、委

員長 となるべ き連邦裁判所首席 裁判官 の他、 高等裁判所の首席裁判官、 また統

治者会議が任命 する連邦裁判所 も しくは高等裁判所 の裁判官経験者2名 か らな

るもの とする。

(2)自 らの個人的資格 にもとつ く最高元 首も しくは州統治者 による、 も しくはに

.対する訴訟は、 すべて上記(1)に よ り設 立され る特別裁判所 に提起され るもの と

す る。

(3)特 別裁判所 は、最高元首も し くは州統治者 が連邦 内で犯 した全ての犯罪、お

よび訴訟原因の発生地の如何 にかかわ らず、最高元首 も しくは州統治者 による、

も しくはに対 するすべての民事 事件を裁 く排他的 司法権 を有 するもの とす る。

(4)特 別裁判所 は、本憲法 もしくはいずれか の連邦法律 によ り、下級裁判所 、高

等裁判所 および連邦裁判所に付 与 された と同等の司法権 と権限 を有す るもの と

する。

(5)国 会が、民事 もし くは刑事事 件の訴 訟手続 き(裁 判官私室 におけ る訴訟の聴

取 を含む)、 お よび民事 も しくは刑事訴訟における証拠<evidenceand

proof>を 規制 する法律に関 して、法律 によ りこれ に反 する特別な規定を定 める

まで、下級裁判所、高等裁判所 お よび連邦裁判所の訴訟に適用 され る慣行 と訴

訟手続 きとが特別裁判所の訴訟 に も適 用され るもの とす る。

(6)特 別裁判所 の訴訟は、委員の多数 の意見 に従 い裁決 され るもの とし、その裁

決は、最終的か つ決定的であ り、 またいかなる理 由によって も他の法廷 で争わ
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れ、疑 問に付 されるこ との ない もの とする。

(7)最 高元首 は、成文法 に、 も しくはい ずれかの職務 の遂行上にあ る何 らかの困

難 も しくは異 常の除去、権限の行使、義務の遂行、 も しくは本条 によ り必要 と

な る何 らかの成文法 にもとつ く行為の遂行な どにつ き、規定す ることが必要も

しくは適切で あ ると思われ る規則 を連邦裁判所首席 裁判官の助言に もとづ き、

定 める ことが で きる。

〔法務長官の個 人的 同意の ない最高元首、州統治者への訴訟の禁止〕

第183条 法務長官 が個 人的に同意 した場合 を除 き、最高元首 もし くは州統 治者に対 して

は、かれ らが個 人の資格で行ない、 も しくは行 なわなかった ごとに関 して民事、

刑事 を問 わずいかなる訴訟 も起 こされない もの とす る。
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付則(ス ケジュール)

第1付 則 国籍取得のための登録もしくは帰化申請者の誓言 《全 訳》

「私 の は、連邦以外 のいかなる国 または州<co㎜Ltryorsta-

te>に 対 するすべ ての忠節心 を絶対かつ完全 に放棄 する<renounceandabjure>こ とをこ

こに宣誓 する。また最高元首陛下 に対 して忠実であ り、真の忠誠心 をもち、 また連邦の真

の忠節 かつ忠実 なる市民 となるこ とを宣言 します」L.

第2付 則(訳 者注。表題名な し)《 表題のみ訳出》

第1部 マ レーシア ・デー以前の出生者の法律運用に よる市 民権

第2部 マ レーシア ・デー 当日も しくは以後の 出生者の法律運 用に よる市民権

第3部 市民権 に関 する補足的規定

閣 僚

(訳者注。市民権剥奪 に関す る連邦閣僚の権能 について。第1節 一第5節)

閣僚の職務

(訳 者注。市民権交付に伴 う連邦閣僚 の権能 について。第6節 一第15節)

犯 罪

(訳 者注。市民権取得にかかわ る犯罪について。第16節)

解 釈

(訳 者注。憲法第3部(市 民権)の 条文 に関する解釈。第17節 一第22節)

第3付 則 最高元首および副元首の選出 《全 訳》

第1部 最高元首の選出

1.(1)統 治者は以下の場合 を除 き、最 高元首に選 出され る資格 を有す る 一

(a)未 成 年者であ ること;も し くは

(b)御 璽 官<KeeperoftheRulers'Sea1>に 対 して、選出 され ることを希 望 しな

い 旨通知 した場 合;も し くは

(c)統 治者会議 が秘密投票で、当該 人につ き心身 の虚弱、 もしくはその他 の理 由に

よ り最高元首の職務を行使す るのにふさわ しくない と決議 した場合 。

(2)本 節にも とつ く決議は、会議の少 な くとも5名 のメンバーが これに賛成 の投 票を
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しな い場合、可決 しない もの とす る。

2.統 治者会議 は、第4節 に述べ られ る選出 リス トの首位にあ り、 したが って選出 され

る資格 ある州 の統治者 に対 して最高元首の職 をオ ファーす る。 も し当該者が これ を受

けない場合は、 リス トの第2位 の統 治者へ、 という方式で受け入れ る統治者が現 れ る

まで作業 を続 け る。

3.統 治者が、第2節 に従い最高元首 の職 を受け入れた場合、統 治者会議は、 当人が選

出され たもの と して宣言 し、 また御璽 官は、国会の両院に対 して書状で、選出め結果

を通知 する。

4.(1)選 出 リス トは、 一

(a)第1回 選 出の場合 、州元首 が相 互に認め合 う序 列に従 い各州統治者を並 べた

もの とす る。

(b)'そ れ以後の選出については、 下記の(2)に 従 い、(3)に よる再構成 がな るまで

変更 され るもの とす る。 またそれ以降の選出については、(4)に 従い、再構成 され

変更 され た リス トとす る。

(2)第1回 選 出の際 の リス トは、以 下に従 い変更され る:

(a)各 回 の選 出後、選出された統 治者の州 よ り上位 にあ った州 は、 リス トの最後

へ(最 初の リス トにあ った順位 に従 い)移 行され、 また選出された統 治者の州は

除外 され る。

(b)リ ス トにあ る州の統治者 に変更があ る場合、 その州 は、 リス トの最後へ移行

され る(も し同 日に、1州 以上 の州の統 治者 に変更があ れば、 それ らの州 もその

時の順位 に従い、新 リス トの最後へ移行 され る)。

(3)上 記(2)に よ り変更された リス トに どの州も残 らない場合、 または リス トにある

州 の統治者が選出の時点でいずれも選出資格 がな く、 あ るいは選 出を受け入れ ない

場合 は、選 出 リス トは、すべての統 治者の州を再 び包含 す るよう再構成 される。 し

か し再構成は次の方式を とる。すなわ ち各統 治者 が最高元首 の職 に就任 した順序 に

従 い、 また これ に続 き同職 に就任 した ことのないものが リス トが再構成 される前の

序列でつづ く。

(4)再 構成 された リス トに よる選出がなされた後、 その リス トは以下のよ うに変更さ

れ る:'

(a)統 治者が選 出された州の上位 にあ った州は、(最 初 の リス トにあった順位に

従 い)リ ス トの最後へ移行され る;ま た

(b)統 治者が選 出された州は、最後位 へ移行 され る。

第2部 副元首 の選 出

5.統 治 者は、以下 の場合 を除 き、副元首に選出され る資格 を有す る 一
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(a)最 高元首 に選 出され る資格 のない場合;ま たは

(b)御 璽宮 に対 して選 出を望 まない 旨通知 してい る場合。

6.統 治者会議 は、最高元首 の職が空席で あ る場合 、副元首 を選 出 しない。

7.統 治者会議 は、現任 の最高元首が死 亡 した場合 、その職 をまず第一 にオ ファー され

る資格 のある統治者 に対 して副元 首の職 をオ ファーする。

第3部 最高元首の罷免

8.統 治者会議による最高元首罷免の決議は、少なくとも委員の5名 が賛成投票をしな

い場合は議決されない。

第4部 総則

9.(廃 止)

10.上 記4.(3)の 「統 治者」 とい う表現 は、過去 の統治者 をも含む

第4付 則 最高元首および副元首の就任誓言

第1部 最高 元首 の誓言(マ レーシア語)

私 の子

マ レー シア連邦最高 元首 は、ここに、

「神にかけて(Wallahi;wabillahi;watallahi)」 の語 を発 して誓言す る。

また この誓いによ り私は、厳粛 かつ誠実 に次の通 り宣言する。私は、マ レー シアを統 治す

る自己の義務 を、過 去に発 布され、また将来 に時時発布 され る諸法 と憲法 とに従 い、 正 し

く忠実に遂行 す る。さ らに私は、あ らゆる時 においてイスラム教 を守 り、国家の法 の諸規

則 と秩序 とを擁護 す ることを宣 言す る。

第2部 副元 首の誓 言(マ レーシア語)

私 の子 は、

マ レー シア連邦副元首に選出されたこ とによ り、

「神にかけて(Wallahi;wabillahi;watallahi)」 の語 を発 して誓言す る。

またこの誓いによ り私は、厳粛 かつ誠 実に次 の通 り宣言 する。私は、マ レーシアの諸法 と

憲法 とによ り過 去に制定 され、 また将来 に時時制定 され る副元首 としての義務 を忠実 に遂

行 する。

第3部 英語訳
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第5付 則 統治者会議 《全 訳》

1.統 治者会議<ConferenceofRulers>は 、本付則 の以 下の諸規定 を条件 と して、統

治者お よび統 治者を持たない州の知 事<Yangdi-PertuaNegeri>か らな るもの とす る。

2.統 治者会議の メンバーであ るいずれの州の統 治者、 も しくはいずれの州の知事も、

当該州の憲法が定め るあ らゆ る場合 に、その憲法が定 め る人物に よ り、その地位 を取

って代 え られ ることがで きる。

3.統 治者会議は、統治者の璽<Rulers'Sea1>を 持 つもの とす る。同璽は統治者会議

が任命す る者 によ り、保管され る。

4.上 記3に もとづ き任命 され る者は、Penyi皿panMohorBesarRaja-Raja(御 璽官

<KeeperoftheRulers,Sea1>)と して知 られ、統 治者会議 の幹 事<Secretary>と

して行動 し、会議の意 に添いその職を保持 す る。

5.統 治者会議では メンバーの多数を定足数 とす る、 また・本憲法の諸規定を条件 として、

会議は それ 自身の議事手続 きを作成す ることがで きる。

6.御 璽官 は、最高元首 によ り、 もし くは会議委員の3名 を下 らない数に よ り要求 が有

る場合、随時統治者会議 を召集す る。 またかか る要求のない場合 も最高元首が任期満

了 とな る4週 間前 を割 り込 まな い時期に、 さ らに最高元首も し くは副元首が空席 にな

る場合は随時、統治者会議を召集す る。

7.統 治者 を持たない州の知事は、最高元首の選出 ・罷 免も しくは副元首の選出に関す

る議事、 も しくは州統治者の特権、地位、栄 典お よび位 階のみに関す る、も しくは宗

教行事、典礼、儀式 に関 する議事の 目的のためには、統 治者会議 のメ ンバーではない

もの とす る。

8.統 治者会議は、全会一致の意見が得 られない場合、投 票メ ンバーの多数 に より決定

を行 なう。ただ しこれ は第3付 則の諸規定 を条件 とす る。

9.本 憲法 にも とづ き必要 とされ る統治者会議の同意、任命も し くは助言は、統治 者の

璽 のも とに公表 され るもの とする。 またあ る種の任命が提案され、 これに統治者会議

のメンバ ーの多数 が、御璽官 に対 して書状で 当任命に賛成を表明す る場合、御璽 官は

会議 を召集 す ることな しに会議 の助言 を公表 する。

第6付 則 誓言 ・証言の形式 《省 略》

1.公 務 員の就任 誓言

2.国 会議 員の就任 誓言

3.秘 守の誓言
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第7付 則 上院議員の選出と退任 《全 訳》

第1部 上院議員の選出

1.(1)(廃 止)

(2)州 によ り上院へ選出 され た議員に空席があ る場合、最 高元首は、当該州の統 治

者 または知事 に対 して、上院議 員の選 出が必要であ る旨を通知 す る。統 治者または

知 事は、立法議会 に対 して可能 なか ぎ り速や かに上院議員を選出す るよう要求 す る。

2.(1)候 補者名は、立法議会議員 によ り指定提案 されかつ支持 され るもの とす る。提

案 者 と支持者 は、 も し選 出されれば上院議員 として役職 を果たす、 とす る当該候補

の署名 する声明書 を提出 する。

(2)立 候補届がすべて受領 され るや、会議主宰官<presidingofficer>は 候補 者の

名前 をアル ファベ ッ ト順 に公表 し、名前 をその順に従 い投 票にかけ る。

(3)州 議会の出席議員は、補充すべ き空席数の候補者に投 票する。各候補者 に投票

す る議員の名前は記録 され るが、 もし議員が本項の許容す る者以外 に投票 を行 なう

場合、 その投票は無効 となる。

(4)会 議主宰官は、最多票を獲得 した候 補者 を当選者 として宣言 する。ただ し2名

も しくはそれ以上の候補者が同数の票 を得、 その候 補者の数が補充 すべ き空席数 よ

りも多い場 合は、それ ら候補の選出は籔に よ り決定 され るもの とする。

3.上 記2に もかかわ らず、任期満 了に ともな う空席をその他の理 由で生 じた空 席 とと

もに同 じ会議で補充 する場 合は、前者の空席 をまず補充 し、次に その他の空席 を補充

す る。

4.会 議主宰官は、上院議会書記に対 して 自筆の書状で、本付則 に従い上院議員 と して

選 出され た者の氏名 を認証 する。

5.も し上院議員のい ずれかが本付則 の諸規定 に従い正 しく選 出されたか どうかについ

て疑義が発生 した場 合、上院議会が決定 を行 ない、それ をもって最終 とす る。 しか し

上記 の1(2)に もとつ く選出が速やかに行 なわれなかった場合で も、上院議 員の選出を

無効 とは しない もの とする。

第2部 上院議員の退任

6.(廃 止)

7.(廃 止)

8、 任期満 了以前 に死 亡、 も しくは辞任 した上院議 員の代わ りに選出も しくは任命 された

者 の任期は、 当該任 期の残余の期間 とす る。
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第8付 則 州憲法に記載すべき諸規定 《条文表題のみ訳出》

1

A

2

3

4

5

6

7

8

9

0

1

」置⊥

1

1

第1部 最終規定

〔助言にもとづき行動する統治者〕

(統治者に対する訴訟〕

〔行政会議〕

〔州の立法府〕

〔立法議会の構成〕

〔議員の資格〕

〔立法議会議員の欠格〕

〔二重議員資格を禁止する規定〕

〔欠格に関する決定〕

〔立法議会の召集、停会および解散〕

〔立法議会の議長〕

〔立法権の行使〕

12.

13.

14.

15.

16.

17.

財政規定

〔法律にもとつかない課税の禁止〕

〔統合基金に既定され る支出〕

〔年度予算書〕

〔既定費を除く歳出法案〕

〔予算過不足にともなう補正予算〕

〔統合基金からの引き落 とし〕

州公務員の公平な待遇

18.〔 州公務員の公平な待遇〕

憲法改正

19.〔 憲 法 改 正 〕

19A.

19B.

19C.

19D.

マラッカ、ペナン、サバ、サラワク諸州の州知事に関する規定

州知事

州知事の資格 と禁止規定

州知事の諸経費

州知事の就任誓言
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第2部 第1部 の諸規定 と二者択 一の暫定規定

20.行 政会議(第2節 と二者択 一)

21.〔 立法議会 の構成(第4節 と二者択 一)〕

第3部 マラ ッカ、 ペナ ンに関す る第1部 お よび第2部 の修正

22.(訳 者注 。表題 な し)

23.(訳 者注 。表題 な し)

第9付 則 立法 管轄 表(LegislativeLists)《 抄 訳 》

第1表 連 邦管轄 事項 表(FederalList)

1.外 交。

2.防 衛 。

3.国 内治安。(訳 者 注。警 察、刑務所 、情報、 国民登録 を含む)

4.民 法、刑法 、訴訟 、司法行政 。(訳 者注 。イスラム法廷 を除 く)

5.連 邦市民権 および帰化 。

6.政 治機構、 州管轄 事項 表を加 味す る。(訳 者注。州立法議 会選挙 を含む)

7.財 政 。(訳 者注 。州、公共機 関、民 間企業等 による借 り入れを含 む)

8.貿 易、商業 、工業 。

9.海 運 、航行 、漁業 。

10.通 信 、交通 。

11.連 邦公共事業、電 力。(訳 者注 。・この第11項 には、Act26/1963に よ り1963年9月

16日 以 降水道 、河川 について次の改正 がなされ た。従来は 「関係 す るすべ ての州 の間

の協定 によって規制 されていない州 間の水道、河川、運 河」が連邦 の管轄 とされ てい

たが、今 日で は 「完全 に1州 内にあるもの、 または関係 す るすべて の州 の間の協定 に

よ り規制 され るものを除 く、水道、河川、運河」が連邦管轄 となっている)。

12.測 量 、調査 。(訳 者注 。人ロセンサ ス、気象な どを含む)

13教 育。(訳 者注 。図書館 、博物館、史跡等 を含む)

14.医 療 、保健 。(訳 者注 。麻薬、酒類 を含む)

15.労 働 、社会保障。(訳 者 注。Wakaf等 の慈善 ・信託お よびヒン ドゥー基金<Hindu

endow皿ents>を 含 む)

16.原 住民 の福祉。

17.特 定 される以外 の専門職 。

18.州 休 日以外 の休 日、標準 時。
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19.

20.

21.

22.

23.

24.

25.

25A.

26.

27.

法人組織で ない団体。

農虫害 の管制、保護、植 物病 の防止 。

新 聞、 出版、出版業者、 印刷 。

検 閲。

劇 場、映画館、映画フィル ム、公共娯楽場 。ただ し州管轄事項表5(f)を 条件 とする。

(廃 止)(訳 者注。も と連邦 の住宅建設、 および改 良信託機 関)

協 同組合。

観光。

防火。ただ し共同管轄 表の9Aを 条件 とす る。

連邦区に関係 す るすべ ての事項。州管轄事項表の2、3、4、5に あ る諸 事項、 および

サバ州、サラ ワク州事項へ の補足にあ る15、16、17の 諸事項 を含む。

第II表 州管轄 事項表(StateList)

1.イ ス ラム法、およびイスラム教 を信 ずる人 々の私法お よび家族法。 イスラム教の諸

寄付金 。マ レー人の慣習、 イスラム寺院その他 その他 イスラム関係建造物;イ ス ラム

法廷 の諸規則 。『

2.以 下の土地 関係 事項。 ただ し連邦区 を除 く。

(a)地 主 ・小作関係、地券の登記、入植、土地改良、土壌保護 、地代制限

(b)マ レー 人保留地、 またはサバ、サ ラワク州の場合、原住 民保留地

(c)探 鉱 の許可お よび ライセ ンス

(d)土 地の強制収用

(e)土 地の譲渡、 土地 に関 する抵 当、貸借料

(f)土 地の復帰、地下発掘物

3.

4.

5.

6.

7.

8.

9.

10.

11.

12.

12A.

農業、林業。ただし連邦区を除 く。

地方自治。ただ し連邦区を除 く。

その他地方的性格の事業。

州公共事業および水道。

州政府機構。ただし連邦管轄事項表を条件とする。

州休 日。

州管轄事項表に含まれ、または州法律により扱われる諸事項に関する犯罪の設定。

州 目的のための調査、調査委員会 ・統計収集等を含む。

州管轄事項表の諸事項に関する損害補償。

亀および河川漁業。

図書館,博 物館,古 代遺跡,歴 史的な遺跡および記録,考 古学上の遺跡及び遺物,

ただし,法 律などによって連邦管轄とされたものを除 く。
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第IIA表 サバ州 、サ ラ ワク州管轄事項の補足

13.原 住民法 と慣習。

14.州 法律 によ り設立 され る諸機関への法人格付与等。

15.連 邦以外の港湾。

16.土 地 台帳の調査。

17.(廃 止)(訳 者注 。も と図書館、博物館 その他)

18.サ バ鉄道。

19.(廃 止)

第IIB表 (廃止)

1

2

3

4

5

6

7

8

9

A

B

C

O
σ

0
σ

0
σ

第m表 共同管轄事項表(ConcurrentList)

社会福祉、青年 ・婦女子 の保護。

奨学金。

野生動物の保護、 国立公園。

動物飼育、動物虐待防止、獣医学、 動物検 疫。

都市、 田園計画(連 邦首都 を除 く)。

放浪者、行商人。

公衆衛生。

排水、潅概。

鉱山跡 ・土壌侵 食 を被 った土地の復興 。

防火安全措置。

文化、スポー ツ。

住宅、改良信託 事業。

0

1

2

3

4

5

6

7

8

1

1

1

1

1

ー

ユ

ー

-

第mA表 サ バ州、 サ ラワク州向けの共 同管轄事項の補足

結婚、離婚その他 に関す る私 法。

食品その他 の品質粗悪化。

15ト ン以下の船舶 の航 行。

水力お よび水 力に よる電力の生産 ・配分 ・供給。

農林 調査、農虫 害の管 制。

慈善、慈善基金 な ど。

劇:場、映画館、 公衆娯 楽場 。

間接 選挙制度実施 期間中の州議会の選挙。

サバにおけ る1970年 末 までの医療 ・保健。
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第mB表(廃 止)

第10付 則 州交付金および州に帰せられ る歳入源 《全 訳》

第1部 人頭交付

1.(1)1財 政年度 につ き各州 に支払 われ る人頭交付 は次 の率 によ るもの とす る。

(a)最 初 め5万 人まで、1人 当た り60.00リ ンギ ッ ト。

(b)次 の50万 人に、1人 当た り8.50リ ンギ ッ ト。

(c)次 の50万 人に、1人 当た り9」00リ ンギ ッ ト。

(d)残 りに1人 当た り9.50リ ンギ ッ ト。

また、連邦政府 によ り決定 され、 かつ前回の人ロセ ンサス時点 に計算 された州の

各年人 口成 長予測 を基礎 とす るもの とす る。

ただ し、前回の人ロセ ンサ スが、 当該財政年度 の始 まる1年 前 に行 なわれて いる

場合 は、その特定 年度 の交付金 はそのセ ンサスによ り決め られ た人 口をも とにする。

(訳 者注。上記の内容 は、ActA392[1976年1月1日 施 行]お よびActA514[19

81年5月15日 施行]に よ り、 二度 変更されている)

(2)(廃 止)

第2部 州道交付

2.マ ラヤ諸州に対して財政年度毎に支払われる州道交付金は、以下を乗 じて計算され

Q

(a)州 が州道1マ イル を維持 す るのに要す る平均 費用で、連邦政府が 国家財政会議

と協議 した後 にきめ る最低 水準のもの。

(b)交 付の対象 とな る州道のマイル数。

3.上 記2の 目的のため、 一

(a)特 定州の州道の長 さは、前財政 年度の12月31日 現在 の長 さ とし、 また2(a)に い

う平均費用 とは、前財政年度 に算定 された 当該州における平均 費用 とす る。

(b)州 道 の維持 とは、州道、道路に付随す る諸設備 、橋、高架橋、排水渠 な ど、道路

の一部 をな し、 または建設当初の原型に も しくはその後の改 良に、 可能 なかぎ り密

接 に接続 するもの、な どの保全、維持 修復を意味す る。

4.州 道 の長 さは、州 の公共事業局が上記2に い う最低水準、 またはそれ以 上の水準

で現実 に維持 して い る場合、交付金の対象 となる。 また地方当局 の管轄範 囲内にある

道 の長 さも、 当該州 の公共事業局が交付 を受 ける水準にあ ると証 明 し、かつ上記2に

い う最低水準 も しくはそれ以上 の水準で維持 してい る場合、交付金 の対象 とな る。
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5.本 付則 の第2部 にお いて、州道 とは連邦道以外 の公道で、一般大衆が利用 で きる連

邦道 以外 の道 を意味 する。

6.(1)サ バ州、サ ラワク州 に支払われ るべ き州道交付は、1964、11965の 各年 とも1マ

イル 当た り4,500マ ラヤ ・ドルの率 と し、 サバにつ いては1,15ユ マイル分、 またサラ

ワクについては連邦政府 と州政府 が合意す る距 離の分 とす る。

(2)そ の後 の州道交付 については、 第2節 か ら第5節 までが以 下の修 正を加 えた上で

適用され る。

(a)上 記2(a)に い う最低水準 とは、 当該州の州道について決定 され る最低水準

とす る。

(b)州 の費用で地方 当局が維持 す る道路の長さは、当該州 の公共 事業局 が維持 す

るもの として扱われ る。

第3部 州 に帰属 する歳入源

1.ト デ ィー酒店か らの収入。

2.土 地、鉱 山、森林か らの収入。

3.ラ イセ ンス収入 、ただ し機械動力車、電気設備 、事業 登記等 に関するもの を除 く。

4.娯 楽税 。

5.連 邦裁判所以外 にお ける法廷料金 。

6.州 政府諸部局 の行 なう規定事業によ る諸 受取。

7.市 役所、市議会、村役場、地方議会 および同様 の地方当局な どの収入。ただ し以下 .

を除 く

(a)い ずれ かの市政令<M㎜icipa10rdinance>に より設立 された 自治体 。

(b)成 文法 によ り歳入 を留保 し、その歳出を管理 す る権 限を有 する市役所 、市議 会、

村 役場 、地 方議会 および 同様 の地方当局 。

8.水 道料金、用水使用料。

9.州 財産の賃貸料 。

10.州 余剰金 の利子。

11.土 地売却、州財産売却の受取。

12.連 邦裁判所以外 の法廷 におけ る罰金 、没収 。

13.ザ カ ッ ト、 フィ トラー、バイ トゥルマル 、その他 のイスラム教収入等。

14.地 下発掘 の所有者不明の財産。

第4部 サ バ 、 サ ラ ワ ク州 へ の 特別 交付

1.(1)サ ラ ワ ク州 の場 合 、 各 年$5,800,000。

(2)サ ラ ワ ク州 の場 合 、1964年 お よび そ れ以 降 の4年 間 に は それ ぞ れ$3,500,000、
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2.

3.

陸上 を通過 する人 と財 貨、

その権限 の施行期 間中、

交付す る。

$7,000,000、$11,500,000、$16,000,000、$21,000,000。 またその後 の各年 に

つ いては憲法第112D条 に もとつ く見直 しによ り定 め る。

(1)サ バ州の場合、サバ州か らあが る連 邦の純歳入 が1963年 におけ る同純歳入額 を

上 回 る場合、 その額の5分 の2。 ただ し次を条件 とす る 一

(a)マ レー シア法が1964年 と同様、 当該 年も施行 されて い る場合;お よび

(b)1963年 の純歳入実績が、マ レーシア ・デー当 日およびそれ以降に定め られた

税 または料金の変更 を無視 して算定 され た場合、

(本 項の 目的のため 「純歳入」 とは、連邦 に帰属 す る歳入 のうち、州が受け取 る

配分額 を差 し引いた ものを意味 する)。

(2)サ バ州の場合、1968年 以前 の各年 について州道 交付金が$5,179,500以 下 であ

れ ば、 その差 に等 しい額 を補足 す る。

両州 いずれの場合 も、1974年 以前 の各年、 およびも し1974年 の年初 に州立法府 が、

または機械動力車 に関 して法令 を定 める権限 を持つ場合 は、

当該年 に当該州に発生 した支出 に等 しい額 を州道路交通局 に

第5部 サバ、サ ラワク州に帰 せ られ る追加的財源

1.石 油製 品に対す る輸入税 と内国消費税。

2.木 材 その他森林 産品に対す る輸 出税。

3.錫 以外(た だ し鉱 物油を含 む)の 鉱産物で輸出税 を賦課され る鉱物 につ き州が徴収

す る鉱山使用料 が、輸 出税 について算定され た従価10%の 額 に至 らない場 合、その鉱

物 にかか る輸出税 。も しくは使用料 と鉱物輸 出税の合計額を、輸出税のために算定 さ

れ た従価10%に 合 わせ るような輸出税の一部分。

4.サ バ州 の場合 、医療 ・保健 が共同管轄事項表の事項で あ り、 またそのための支 出が

州の負担 とな るか ぎ り、上記1、2、3に いう関税 に関 する歳入 を除 き、すべての 関税

収入の30%。

5.1974年 以前の各年、またも し1974年 年初 において州立法府 が、陸上 を通過 する人 と

財貨、 または機械動 力車も しくは同車 にかかわ るライセ ンスに関 して法令を定め る権

限 を持つ場合は、その権 限の施行期間 中につ き、かか るライセ ンスに 由来 す る料金。

6.1974年 以前の各年、 またも し1974年 年初 において州立法府が、機 械動力車の登録 に

関 して法令 を定 め る権 限を持 つ場合は、そ の権限の施行期間中 につ き、かか る登録 に

由来す る料金 。

7.州 販売税。

8.連 邦港湾以外 の港湾か らあが る諸料金お よび使用料 くfeesanddues>。
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第11付 則 本 憲法の解 釈に適用 される1948年 解釈 ・一般条項勅令の諸規定

(1948年 々ラヤ連合勅令)《 省 略》

第12付 則(廃 止)

(訳 者注、Act25/1963に よ り1963年8月29日 か ら廃止。本付 則は、 ムルデカ ・

デー以後 の立法評議 会に適用 されて いた1948年 マ ラヤ連邦協定の諸規定)

第13付則 選挙区区画に関する規定 《省 略》

第1部 選挙区区画の宣言とそれに関する原則

第2部 選挙区区画の手続 き
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補 憲 法 改 正 法 の 内容

竹 下 秀 …封{

No.42,1958(1958年12月5日 施行)

連邦最高元首が出身州 に保持 す る権 限に関す る技術的改正(第34条(8)、 後 にNo.

10,1960に よ り差替え)

No.10,1960(施 行 日には1960年5月31日 、9月11日 、12月1日 な どあ り)

(1)市 民権 問題(第3部 、第15条 、第16条 、第17条 、第23条 、第30条 な ど改正)

(2)連 邦最高 元首(州 元首 として州憲法 を改正:第34条 の(8)を 差替 え。特赦権:第42

条 に(10)を 追加 、後 に改正。閣僚任命権:第43条(5)を 改正、第43A条 を追加)。

(3)立 法 ・行政規定(国 会議 員欠格:第48条 改 正。州議会議長:第57条 に(4)追 加。閣

僚 の拡大:第61条 に(4)追 加 。州議会 の立 法:第76条(3)を 改正)。

(4)選 挙制度(委 員会人事:第114条 の(4)差 替 え。有権者年齢:第119条 の(1)差 替え)

(5)司 法(仲 裁裁判所規定:第125条(4)改 正)

(6)公 務(公 務 員服務規程:第132条 に(2A)追 加 。軍務:第137条(3)差 替 え。司法 ・法

務:第138条 を廃 止、後 にNo.26,1963で 再設。警察委員会:第140条 差替え。

法務 長官Attomey-generalの 新設:第145条 挿入。

(7)治 安(非 常事態 の法的終結 に伴 う措 置:第149条 差替え、非暴力破壊 活動に も対

処 す るよ り包括 的な立法権限 を国会 に付与 。従来かか る立法は、12カ 月後 に 自動失

効 す る、 とな っていたが、今後 は国会が廃 止するまで効力 を保持す る。後に有名な

1960年 国内治安法は、 本改正法 を根拠 に立法され、1960年8月1日 か ら発効 した;

第150条 の(3)差 替え。連邦最 高元首 の行 な う非常事態布告 を規定す るもの。従来 、

この布告は発布 後2カ 月間、 もしくはそれ以前 に国会が失効 させ るまで効力を持 つ

に過 ぎなか ったが、これ以後 は国会 が廃止 し、 も しくは失効 させ るまでの間無限に

効 力 を持 つ こととなった;第151条(1)の(b)差 替 え。非常事態権i限によ り3カ 月間

拘 留 されていた政 治犯 の釈放 を規定)。

(8)連 邦首都(第154条 の(3)を 廃 止)。

No.14,1962(1962年101日 施行)印

1957年 憲法 にお ける齪 酷の修 正のほか、以 下を改正。

(1)市 民権一一市民権のjussoliの 原則 を修 正。マラヤにお ける出生が 自動的に法運 用

に もとつ く市民権の交付にな るが、両親 がマラヤ 人も しくは マラヤの永久居住者で

あ って も、 自動的にその子に市民権 を交付 しない。出生す る子にマ ラヤ市民権 を認

め させ るための入境を阻止。 また連邦市民 の外国 人妻に対す る登録 による市民権 交

付が、便宜的結婚 を促 すのを阻止 。 またムルデカ ・デーにマ ラヤ に居住 してい るも

のが10年 を経過 して市民権 を獲得 す るとい う登録 による市民権の獲得 を廃止す るも
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の。(第15条 の(1)(2)差 替 え、第15A条 追加。第17条 ・第20条 廃止、その他)。

(2)第8部 選挙関係(第113条 以下、区画等、お よび第13付 則の挿入)

No.25,1963(1957年8月31日 遡及施行 と1963年8月29日 施行)

マ レーシア結成 に伴 う諸改正 。

No.26,1963(MalaysiaAct)(1963年9月16日 施 行)

マ レーシア連邦結成 に伴 う諸改正、 と くに市民権規定、財政取 り決め、選挙規定、

司法規定、非常事態規定、新加入州への暫定規定 などが著 しい。。

No.19,1964(1964年7月30日 施行)

(1)マ レー シア連邦結成 に伴 う上院、下院の手 直 し。上院 については任命議員(連 邦最

高元首の任命)の 数 が、 当初 の16か らNo.26,1963に よ り22と な り、さ らに当該法

によ りを32と なった(第45条(1)(b))。 この結果、任命議員は各州が選出す る上院

議 員の総数28を 上回 るこ ととなった。なお下記ActA442,1978も 参照せ よ。

(2)下 院については、議長の就任 資格 として議 員以外 に門戸 を開いた(第57条(1)お

よび(1A))。

(3)連 邦最高 元首の職務 を代行 す る副元首の歳 費を統合基金か ら支 出す るよう追加規

定(第35条(2)を 改正)。

No.31,1965(1965年7月1日 施行)

雑多な技術 的事項 に関す る改正。

No.53,1965(1965年8月9日 施行)

シンガポールの分離独 立 をさだめた法律。 この法律 は、特定の憲法諸条項 の改訂を

示す ものではな く、原 則を示 すに留 まって い る。

No.59,1966(1966年8月9日)

シンガポールの分離独 立に伴 う諸改正。上 記No.26,1963の 殆 どを改正。

No.68,1966(1966年9月22日 施 行)

サ ラワク政 変に対 して出 された非 常事態宣 言に伴 う諸改正(第150条(5)と(6))。

No.27,1968(1968年9月9日 施 行)

雑多な技 術的事項 に関す る改正。 とくに公務 員の服務規程 に関 し、州政府 の権 限を

強化す る改正(第135条(1)に 但書追加、第139条 に(3)を 挿入)

ActA1,1969(1968年11月18日 施 行))

下院議会 におけ る欠員補充規 定の改 正(第54条(1)へ の但書の追加)。 次回総選挙

予定時 までの期間が6カ 月以下の場合、欠 員補充 を行わない とす るもの。

ActA30,1971(ユ971年3月 ユ0日施 行)

1969年5月 の暴動 に伴い種族間問題 を処理 し、暴動 を抑制す るため政府 の権 限を以

下の諸改正で強化:第10条 に(4)を 追加、第63条 に(4)を 追加、第72条 に(4)を 追加、

第152条 に(6)を 追加、第153条 に(8A)と(9A)を 追加、第161A条 の(1)(2)(3)を 削除。
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第159条 の(3)と(5)に そ れ ぞ れ若 干 の語 句 を追 加 。 ま た、 第153条 の 原 住 民規 定 中 の

「マ レー 人 」 の後 へ 「お よび ボル ネ オ州 原 住 民 」 を追 加 。

ActA31,1971(No.2)(1966年9月19日 遡 及 施 行 、1971年3月24日 施 行)

(1)州 元 首 の 英 名称 号TheirHig㎞esses,HisHig㎞essをTheirRoyalHighnesses,

HisRoyalHig㎞essへ 変 更(第40条 、 第137条 お よび 第3、 第5、 第8付 則)。

(2)英 名 称 号AssistantMinister(s)をDeputyMinister(s)へ 変 更(第43A条 、 第43B条 、

第61条 、 第160条)。

(3)そ の 他 雑 多 な技 術 的事 項 に 関 す る改 正 。

ActA193,1973(1974年1月1日 施 行)

第132条 の 「公 務 」 に 「教 職 」 を追 加 。 ま た これ に伴 い 、 第141A条 を 新 設 。 第144条

の(i)を 差 替 え 、 お よ び第8付 則19(5)に(aa)を 挿 入 。

ActA206,1973(No.2)(1973年8月23日 施 行 、1974年2月1日 施 行)

ク ア ラル ンプル の 連邦 区化 に伴 う諸 改 正(第1条 、 第3条 、 第11条 、 第97条 、 第

113条 、 第116条 、 お よ び第9付 則 、 第13付 則)。

ActA354,1976(1957年8月31日 遡 及施 行 、1976年8月27日 施 行)

(1)連 邦 領 域 規 定(第1条(2)を 差 替 え)。.

(2)イ ス ラ ム教 の 英 語 名 称 を 「Musli皿religion」 か ら 「religionofIsla皿 」 へ 変 更

(第3条(2)、 第11条(4))。

(3)基 本 的 自 由 に関 す る改 正(第5条 に 但 書 き を追 加 、第6条 に(4)を 追 加)。

(4)宗 教 教 育 問 題(第12条 に(2)を 追 加)。

(5)市 民 権 閤 題(第24条 の(3)廃 止 、 第25条 で 字句 修…正、 第28A条 の(1)廃 止)。

(6)全 条 文 にわ た り 「Governor」 を 「Ya㎎di-PertuaNegeri」 へ 変更 。

(7)全 条 文 に わ た り 「DeputySupre皿eHead」 を 「TimbalanYangdi-PertuanAgong」

へ 変 更 。

ActA392,1977(1976年1月1日 遡 及施 行)

第10付 則 の 第1部 、 人 頭 交 付 率 の 変 更 に 関 す る規 定 。

ActA442,1978(1957年8月31日 遡 及施 行 、1978年12月31日 施 行)

(1)上 院 議 員 の 任 命 議 員 数 を32か ら40へ 拡 大(第45条(1)(b)〉 、 ま た上 院議 員 の任 期 を

6年 か ら3年 に 削 減(第45条(3))。

(2)公 務 員 服 務 規 程 の 改 正(第135条(2)の 最 後 へ但 書 きを追 加 。 第141A条 「教 職 」 に若

干 の 変 更)。

(3)破 壊 活 動 防 止 に 関 す る憲 法 第10部 の タ イ トル 変 更 。第149条 で 若 午 の改 正 。

ActA514,1981(1976年8月27日 遡 及施 行 、1981年5月15日 施 行)

(1)非 常 事 態 にお け る政 府 の 権 限 強化 。(第150条 の(1)(2)を 差 替 え、 第150条 に(2A)

(2B)(2C)(8)(9)を 追 加 。
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(2)全 条文 にわ た り 「ボルネオ州」を 「サバ、サ ラワク州」へ変更。 この部分は1976年

8月27日 に遡及施 行。

(3)全 条文 にわ た り 「Governor」 を 「Ya㎎di-PertuaNegeri」 へ変更。ただ しA354で

直 し洩れ たもの。1976年8月27日 に遡及施行。

(4)国 会議員の服務規程(第52条 に(2)を 追加)。

(5)下 院議長の辞任 に関す る規定 。(第57条(2)に(bb)を 追加)

(6)マ レー保有地条 項 に追加 規定(第89条 に(1A)を 追加)

(7)選 挙委員会規定 に若干の追加(第114条)

(8)公 務委員会 に関す る規定(第142、143条 への若干の改正、 第146C条 の廃止)

ActA566,1983(1974年2月1日 遡及施行 、1983年12月16日 施行、1985年1月1日 施行)

(1)ク ア ラル ンプル連邦区設置に伴 う改 正(第1条(4)な ど)。

(2)連 邦裁判所の最高裁判所 への読 み替 え(第37条 以下関係各条)

(3)DeputyMinisterに 関す る規定(第43A条(2)、1963年12月16日 へ遡及実施、第43B条

CZ))o

(4)国 会議席 の州間配分(第46条 を差替 え)、

(5)国 会議員の欠格 事項(第48条 に(4)(5)を 追加)。

(6)連 邦最高元首の立法権へ の改正(第66条(4)、 同条(5)を 差替 えし、(5A)を 新 設。

これ らの改正の 目的は、 連邦最高元首 の立法権 を弱 めることであ った。但 しこの直

後にActA584に よ り(5)は 再度差替 え られ,(5A)は 廃止 された。 また第150条 におけ

る非常事態 を宣 言す る権 限もこのActA566に よ り連邦最高元首か ら首相へ移管 され

たが、ActA584に より元 に戻 された)。

(7)マ レー保有 地規定 に若干 の改正(第90条 に(1A)を 追加)。

(8)最 高控訴機 関を国内へ(第131条 を廃止)。

(9)公 務 員服務規定 の改正(第142条(2)の(b)を 差替 え)。

(10)非 常事態諸規定へ の若干 の改正(第150条 の(2),(2A),(2B),(2C)の 諸項 目)。

ActA584,1984(1984年1月20日 施行)

本法は、上記ActA566に 対 する改正法 とな ってい る。上記の(7)を 見 よ。

ActA585,1984(No.2)(1974年2月1日 遡及施 行、1984年4月14、16日 施行)

ラ ブア ン島をサバ州 か ら離 し、連邦区 とす るもの(第1条(4)な ど)。

ActA704,1988(1988年2月24日 施行)

(1)シ ャ リア裁判所 の管轄(第5条 最後 の但 書 き、第121条 に(1A)を 追加)。

(2)連 邦政府 による州 有地 の取得 を規定(第83条 に(8)を 追加、第84条 を廃止、第85条

と第86条 を差替 え)

(3)司 法 に対 する連邦権限に改訂(第121条 、第142条 、第145条 、第158条 な ど)。

ActA767,1990(1990年5月11日 施 行)
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(1)国 会議 員資格(第48条 に(6)を 追加 、国会 を辞任 したものは以後5年 間再任 の資格

を喪失)。

(2)公 務 員委 員会規定 に改正(第139条(4))。

(3)教 職 委員会規定 に改正(第141A条(2))。

ActA837,1992(1992年11月20日 施行)

(1)下 院議席数 の改訂、180名 か ら192名 へ(第46条(1))。

(2)上 下両院書 記の規 定(第65条 の(2)(3)を 差 替え、第132条(4)の(a)を 廃止)。

ActA848,1993(1993年3月30日 施行)

連邦最 高元首 ・州 元首 らの規律 に関する規定(第32条(1)に 語句追加、第33A条 追加、

第38条(2)に(d)(e)を 追加、 第42条 に(12)(13)を 追加、第63条 に(5)を 追加、第72条 に

(5)を 追加、第181条(2)に 語句追加、第15部(第182条 と第183条)を 追加)。

ActA849,1993(No.2)(1992年11月20日 遡及施行)

選挙委員会規定 に若干 の改正(第113条(3A))。

ActA857,1993(No.3)(1993年8月20日 施行)

(1)州 議会議員 の連邦 閣僚へ の就任規定の改正(第43条(8)廃 止)

(2)上 院議会の欠員規定へ の改正(第54条(1))

ActA885,1994(1994年6月24日 施行)

(1)最 高裁判所 の連邦裁判所へ の読み替 え、お よび関係職名称 の変更(第4条(4)、 第

37条 、第65条 、第80条 、第87条 、第105条 、第114条 、第122条 、第123条 以下関係各条)

(2)連 邦最高元首 によ る立法権行使への規制(第40条 に(1A)を 挿 入、第66条 の(4)(4A)

を差替 え、 同(4B)を 廃止)。

(3)DeputyMinisterへ の規定(第43A条(3)に 改正)。

(4)国 会 の開会 と解散(第55条(6)廃 止)。

(5)諸 裁判所の規定(第122A条 を差替 え、第122AA条 と第122AB条 を新 設、第122B条 の

(1)(4)を 差替 え、第124条(2)の 差 替え、第125条 の(9)差 替 え、同(10)追 加、 第125

A条(1)の(a)差 替 え、同(aa)追 加、第126条 ・第127条 字句修正、第128条(3)差 替え)。

(6)公 務 サー ビスに関 する改正(第132条(1)の(e)削 除、第134条 差替 え、第139条(1)改

正、第142条(1)の 修正)

(7)「 ボルネオ州」 を 「サバ、サラ ワク州」へ変更(第161E条)。

ActNo.不 明(1995年6月26日 下院議会 で可決)

(1)第8付 則、第1部2(2)(b)州 行政会 議メ ンバーの定数 を現行 の8名 か ら10名 へ拡大

する。

(2)第8付 則、第1部10:立 法議会の議長に関す る規程。

議長は立法議会議員 メンバー もし くは議 員でな くて同等の資格 を持 つ人物 を議長 と

して、選出す るこ とがで きる。
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